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１ 条例・規則・要綱等 
 

(1) あわら市防災会議条例 

平成 16年 3月 1日 

条例第 12号 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 16 条第 6 項の規定に基

づき、あわら市防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織を定めるものと

する。 

(所掌事務) 

第 2 条 防災会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) あわら市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 市の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議すること。 

(3) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(4) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令により、その権限に属する

事務 

(会長及び委員) 

第 3 条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、市長をもって充てる。 

3 会長は、会務を総理する。 

4 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員が、

その職務を代理する。 

5 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 指定地方行政機関の職員のうちから市長が委嘱する者 

(2) 福井県知事の部内の職員のうちから市長が委嘱する者 

(3) 福井県警の警察官のうちから市長が委嘱する者 

(4) 市長がその部内の職員のうちから任命する者 

(5) 教育長 

(6) 嶺北消防組合消防長及び消防団長 

(7) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員並びに公共的施設の管理者及び公益的

事業を営む法人の役員又は職員のうちから市長が委嘱する者 

(8) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が委嘱する者 

6 委員の定数は、20人以内とする。 

7 第 5 項の委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者の残任

期間とする。 

前項の委員は、再任されることができる。 

(専門委員) 

第 4 条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 
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2 専門委員は、関係地方行政機関の職員、福井県の職員、市の職員、関係指定公共機関の

職員及び学識経験ある者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

(委任) 

第 5 条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要

な事項は、会長が防災会議に諮って定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 16年 3月 1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日以後、最初に第 3 条第 5項の規定により委嘱され、又は任命される

委員の任期は、同条第 7項の規定にかかわらず、委嘱され、又は任命された日から平成 18

年 3月 31日までとする。 

附 則(平成 24年 9月 28日条例第 18 号) 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日から平成 26年 6月 30日までの間に、第 1条の規定による改正後の

あわら市防災会議条例(以下「新防災会議条例」という。)第 3条第 5項第 8号の規定によ

り委嘱された委員の任期は、新防災会議条例第 3 条第 7 項本文の規定にかかわらず、委

嘱された日から平成 26年 6月 30日までとする。 
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(2) あわら市災害対策本部条例 

 

平成 16年 3月 1日 

条例第 13号 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 23 条の 2 第 8 項の規定

に基づき、あわら市災害対策本部(以下「災害対策本部」という。)に関し必要な事項を定

めるものとする。 

(組織) 

第 2 条 災害対策本部長(以下「本部長」という。)は、災害対策本部の事務を総括し、所属

の職員を指揮監督する。 

2 災害対策副本部長(以下「副本部長」という。)は、本部長を補佐し、本部長に事故があ

るとき、又は本部長が欠けたときは、その職務を代理する。 

3 災害対策本部員(以下「本部員」という。)は、本部長の命を受け、災害対策本部の事務

に従事する。 

(部) 

第 3 条 本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

2 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

3 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

4 部長は、部の事務を掌理する。 

(現地災害対策本部) 

第 4 条 現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害対策本部員その他の職員を

置き、副本部長、本部員その他の職員のうちから本部長が指名する者をもって充てる。 

2 現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌理する。 

(委任) 

第 5 条 この条例に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、本部長が定め

る。 

 

附 則 

この条例は、平成 16年 3月 1日から施行する。 

附 則(平成 24年 9月 28日条例第 18 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 
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(3) あわら市災害対策本部運営要綱 

令和６年４月１日伺い定め 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、あわら市災害対策本部条例（平成 16年あわら市条例第 13号）第５条

の規定に基づき、あわら市災害対策本部（以下「本部」という。）の組織及び運営に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（災害対策本部の設置） 

第２条 本部は、201会議室、301会議室及び正庁に設置する。 

２ 本部長は、本部を設置したときは、あわら市災害対策本部の標示を本部入口及び市役所

正面入口に掲出するものとする。 

（組織及び事務分掌） 

第３条 本部の班の名称及び班長並びに分掌事務は、別表のとおりとする。 

２ 所属班員をもって災害応急対策の実施に対処できないときは、同一部内にあっては部

長の定めるところにより、部を超える場合（別に定める場合を除く。）にあっては関係す

る部長間において協議するところにより、所属班員を異動することができる。 

（事務局） 

第４条 本部に関する事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局に事務局長、事務局員及び書記を置く。 

⑴ 事務局長は、総課課長をもって充て、本部長の命を受けて局務を掌理する。 

⑵ 事務局員は、総務課の職員のうち事務局長が指名した職員をもって充て、事務局長の

指揮を受けて事務に従事する。 

⑶ 書記は、事務局員をもって充て、本部活動全般の記録を担当する。 

３ 事務局の分掌事務は、別表のとおりとする。 

４ 書記は、記録に当たっては、複数名による業務分担、各報告部署作成の資料の流用等に

より効率的に行い、及び将来に資する資料として検索の容易性に着意した有用なものと

なるように努めるものとする。 

（防災関係機関会議） 

第５条 本部長は、災害の規模と実情に対応した災害応急対策の統一的推進を図るため、必

要に応じて本部及び防災関係機関（県並びに災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）

第２条第４号の指定地方行政機関、同条第５号の指定公共機関及び同条第６号の指定地

方公共機関をいう。以下同じ。）をもって防災関係機関会議を設ける。 

２ 防災関係機関会議の構成及び運営については、本部長がその都度示すところによる。 

（職員の責務） 

第６条 職員は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、本部を通じて本部長

の指揮監督を受け、全力をあげて防災活動に従事しなければならない。 

２ 職員は、上司の命により、直ちに防災活動に従事できるよう待機し、又は所定の活動を

開始しなければならない。 

３ 職員は、住民に不安、誤解等を与えないよう言動に注意しなければならない。 

４ 職員は、自己の分担事務に精通するように努めなければならない。 
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（職員の動員） 

第７条 職員の動員は、自動参集によるもののほか、総務部による防災一斉メールによるほ

か、電話、電報又は急使の派遣等によるものとする。 

２ 各部の部長は、あらかじめ、連絡に係る要領を定め、職員の動員及び掌握に遺漏がない

ようにするものとする。 

３ 各部長は、職員を動員したときは、その人数を直ちに事務局を通じて本部長に報告する

ものとする。 

（記録並びに記録の配布及び整理） 

第８条 本部長の発する指令若しくは指示又は防災関係機関、住民等からの連絡、要請、照

会等を受理した職員は、その内容を明確に記録し事務局及び関係部署に配布するものと

する。 

２ 事務局は、書記を通じて記録の各部署への配布及び整理を統制するものとする。 

３ 各部署は、記録整理係を設け、事務局の統制を受け、所掌業務に関して記録を整理する

ものとする。 

（本部の閉鎖等） 

第９条 本部長は、災害の危険が解消したと認めるとき、災害応急対策がおおむね終了した

と認めるときその他本部長が必要ないと認めるときは、本部を閉鎖し、防災関係機関に通

知するものとする。 

２ 本部の閉鎖後において、なお災害に関する業務がある場合は、この要綱に準じた方法に

より事務を継続するものとする。 

（腕章等） 

第 10条 本部長、副本部長、本部員及び班員が災害応急対策の実施に従事するときは、法

令等に特別の定めがある場合を除き、腕章、ベスト及びヘルメット（様式第１号）を帯用

するものとする。 

２ 災害応急対策の実施に使用する本部の車両、舟艇等及び現地災害対策本部には、法令等

に特別の定めがある場合を除き、標旗（様式第２号）を掲げるものとする。 

（委任） 

第 11条 この要綱に定めるものを除くほか、本部の活動に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 27年３月 17日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 27年４月 17日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月 14日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月７日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



7 

別表（第３条関係） 

本部の班の名称及び班長並びに分掌事務 

部名 

‥部長 

・副部長 

班名 

（班長） 
分掌業務 所属課 

総務調整部 

 

‥総務部長 

・創造戦略部長 

・会計管理者 

・議会事務局長 

・監査委員事務局長 

 

総括班 

[事務局] 

(総務課長) 

・ 災害対策に関する方針の作成 

・ 災害対策本部の設置及び閉鎖 

・ 災害対策本部の運営 

・ 各部班への災害対策業務に関する指示 

・ 部員の動員及び配置 

・ 県及び防災関係機関との調整 

・ 避難指示等の発令 

・ 県、他市町等への応援要請の決定及び受

援活動に関する事務 

・ 災害時応援協定締結自治体・各種事業所

等への応援要請 

・ 自衛隊の応援要請に関する業務 

・ 県へのヘリコプターの要請 

・ 気象情報の収集・伝達 

・ 災害情報の収集・伝達 

・ 情報通信機器の運用及び管理 

・ 被災状況の集約及び防災関係機関への

伝達 

・ 避難状況の集約等に関する業務 

・ 災害救助法の適用に関する事務 

・ 各区長との連絡調整 

・ その他、他の部班に属さない事項 

総務課 

市民協働課 

広報班 

(政策広報課長) 

・ 避難指示等に関する情報の伝達周知 

・ 市民への情報伝達・広報 

・ 報道機関との連絡調整 

・ 市の防災に関する映像情報の集約 

・ 情報通信機器の運用及び管理の支援 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

政策広報課 

管理班 

(監理課長) 

・ 電気・ガス等ライフライン事業者との連

絡調整 

・ 庁舎の被害状況の把握 

・ 庁舎の応急復旧及び保全 

・ 救援金品の受付及び配分に関する業務 

・ 災害活動に従事する職員の飲料水・食料

の確保 

・ 職員参集状況の整理 

・ 災害関係費の出納に関する業務 

・ 市有車の運行統制 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

監理課 

会計課 

財務班 

(財政課長) 

・ 災害対策予算の調整 

・ 市議会との連絡調整 

・ 被災地の視察への対応 

財政課 

議会事務局 

監査委員事務局 
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部名 

‥部長 

・副部長 

班名 

（班長） 
分掌業務 所属課 

・ 公用負担などによる損失補償、弁償等 

・ 応急措置業務に従事した者に対する損

害補償 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

調査班 

(税務課長) 

・ 家屋被害調査の実施に関する業務 

・ 罹災台帳の作成及び罹災証明の発行に

関する業務 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

税務課 

福祉部 

 

･･健康福祉部長 

・健康福祉部理

事 

・市民生活部長 

 

住民班 

(市民課長) 

・ 被災者及び被災世帯の把握 

・ 被災住民の安否に関する情報の整理 

・ 住民窓口、電話対応 

・ 災害に関する住民相談窓口の設置 

・ 各避難所における連絡窓口の設置 

・ 被災者の人命救助に関する消防、警察等

の調整 

・ 警察、消防との捜索活動における連携の

確保 

・ 災害ケースマネージメントに関する事務 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

市民課 

生活環境課 

福祉課 

子育て支援課 

健康長寿課 

 

環境班 

(生活環境課長) 

・ 火葬施設の被害状況の把握 

・ 災害による遺体の埋葬及び火葬計画の

作成 

・ 身元不明者の埋葬及び火葬に関する業務 

・ 埋葬及び火葬に関する応援要請 

・ し尿処理計画の作成及びし尿処理の実施 

・ 仮設トイレの調達と設置 

・ 廃棄物処理施設の被害状況の把握 

・ 廃棄物処理計画の作成及び廃棄物の処理 

・ 被災地の防疫措置 

・ 公共交通の被害調査 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

福祉班 

(福祉課長) 

・ 避難行動要支援者への情報伝達 

・ 避難支援者への情報伝達 

・ 避難行動要支援者支援体制の構築 

・ 避難行動要支援者搬送車の手配、配車 

・ 避難所での要配慮者窓口の設置と運営 

・ 福祉避難所（室）の開設 

・ 福祉施設への入所措置 

・ ボランティアセンターの開設 

・ 福祉ボランティアとの連携 

・ ボランティアに関する応援要請 

・ 児童福祉施設利用者の避難誘導 

・ 児童福祉施設の被害状況把握及び利用

者の安否確認 



9 

部名 

‥部長 

・副部長 

班名 

（班長） 
分掌業務 所属課 

・ 福祉施設入所者の安全確認 

・ 福祉施設入所者の避難誘導 

・ 福祉施設の被害調査 

・ 福祉施設の応急措置 

・ 施設被災時における別施設への入所者

の搬送 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

医療救護班 

(健康長寿課長) 

・ 医療関係施設の被害調査 

・ 保健センターの設置 

・ 医療救護所の設置 

・ 県医療救護班との連絡調整 

・ 医療機器、医薬品等の調達 

・ 傷病者の搬送に関する消防機関との連携 

・ 医療機関、医師会、保健所との連絡調整 

・ 救出した傷病者の医療救護所への搬送 

・ 被災地の健康調査の実施 

・ 被災地における検病調査の実施 

・ 感染症患者の入院勧告 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

経済部 

 

‥経済産業部長 

・農林水産課長 

生活物資班 

(観光振興課長) 

・ 物資集積拠点の開設 

・ 食料の調達、配布及び保管 

・ 生活必需品の調達、配布及び保管 

・ 救援物資の受け入れ、仕分け及び保管 

・ 緊急物資等の移送・輸送 

・ 輸送等に必要な車両等の調達 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

農林水産課 

商工労働課 

観光振興課 

産業班 

(農林水産課長) 

 

・ 観光客等への情報提供 

・ 商工関係事業者の被害状況の把握 

・ 工場、事業所等の災害応急対策支援調整 

・ 住民と事業者間の災害応急対策連携に

係る調整 

・ 観光関係資産及び事業者の被害状況の

把握 

・ 観光客の被害状況の把握 

・ 観光客の避難支援 

・ 農林水産業施設及び資機材の被害状況

の把握及び応急対策支援 

・ 農林水産物の被害状況の把握及び応急

対策支援 

・ 家畜家きんの被害状況の把握及び応急

対策支援 

・ 家畜家きんの防疫及びへい獣処理等 

・ 農協、生産組合、大規模農業事業者等と

の連絡調整 
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部名 

‥部長 

・副部長 

班名 

（班長） 
分掌業務 所属課 

・ 物資の流通促進及び物価対策 

・ 産業復旧、雇用対策 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

建設部 

 

‥土木部長 

・土木部理事 

土木班 

(建設課長) 

・ 道路、公園の被害調査、道路関係情報の

収集 

・ 交通（特に緊急輸送道路）確保に関する

警察との連絡調整 

・ 通行不能箇所に関する応急措置の実施 

・ 河川水位の観測、河川情報の収集 

・ 河川、水路、ため池の被害状況の把握及

び応急対策 

・ 水防活動の実施と調整 

・ 水害及び土砂災害危険箇所の警戒 

・ 土砂災害発生箇所の被災状況調査及び

応急措置 

・ 建設業者に対する応援要請及び建設機

械の借上げ 

・ ヘリポートの開設 

・ 道路、河川、公園等の復旧に関する業務 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

建設課 

住宅班 

(建設課長) 

・ 住宅等の被害状況の把握 

・ 建築物・宅地の危険度判定 

・ 応急仮設住宅の建設等に関する業務 

・ 公営住宅の復旧に関する業務 

・ 住宅の応急復旧支援 

・ 倒壊家屋の撤去等に関する業務 

・ 罹災証明のための住宅被害調査支援 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

上水道班 

(上下水道課長) 

・ 水道施設の被害調査及び飲料水の確保 

・ 被災地での給水活動の実施 

・ 水道施設の復旧対策の計画と実施 

・ 復旧対策の情報提供 

・ 水道施設計画断水による水量復旧活動

の実施 

・ 濁度、洗管対策の実施 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

上下水道課 

下水道班 

(上下水道課長) 

・ 下水道施設の被害調査 

・ 下水道施設の復旧対策の計画と実施 

・ 復旧対策の情報提供・ 

・ 当該班の受援活動に関する事務 
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部名 

‥部長 

・副部長 

班名 

（班長） 
分掌業務 所属課 

教育部 

‥ 教 育 部 長 

・教育総務課長 

避難所班 

(文化学習課長) 

・ 避難所開設及び運営への協力 

・ 避難者の確認 

・ 避難者名簿の作成 

・ 避難者相談窓口の設置及び避難者の要

望把握 

・ 避難所運営組織による避難所運営への

協力 

・ 避難所における広報 

・ 避難者への食料等の供給支援 

・ 当該班の受援活動に関する事務 
教育総務課 

文化学習課 

スポーツ課 

教育班 

(教育総務課長) 

・ 生徒の安全確保措置 

・ 生徒の安否確認 

・ 生徒の避難誘導 

・ 県教委との連絡調整 

・ 学校施設の被害調査 

・ 被災学校施設等の応急措置及び復旧対策 

・ 応急教育、応急保育の企画及び実施 

・ 社会教育施設の被害調査 

・ 文化財の被害調査 

・ 当該班の受援活動に関する事務 

給食班 

(教育総務課長) 

・ 被災者に対する炊き出し及び給食支援 

・ 当該班の受援活動に関する事務 
給食センター 
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様式第１号（第 10条関係） 

 

１ 腕章 

                本 部 長 用    

 

 

  生地  白 

 

  文字  赤 

 

 

あわら市災害対策本部 

 

 

本  部  長 

 

 

 

９㎝ 

                                     39cm 

 

 

                 副 本 部 長 用        

    

 

  生地  白 

 

  文字  赤   

 

 

あわら市災害対策本部 

 

 

副 本 部 長        

 

 

 

９㎝ 

                                     39cm 

 

 

                本 部 員 用 

      

 

生地  白 

 

  文字  赤   

 

 

あ わ ら 市       

 

 

災 害 対 策 本 部           

 

 

 

９㎝ 

                                    39cm 
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２ ベスト 

                  表側              裏側 

 

  生 地 黄色 

 

  文字色 黒色 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ヘルメット 

                正面               側面 

 

 

 

  表面色 白色 

 

  文字色 黒色 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県あわら市 

 

福井県あわら市 
あわら市 
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様式第２号（第 10条関係） 

   

              車両、舟艇用 
                                                          
                                                         

  生地  白          

                            

  文字  

赤                                                      
                                                         

                               45cm 
                                                      

 

 

                  現地災害対策本部用  

 

 

 

 

  生地  白 

 

  文字  赤 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

あわら市災害対策本部 

 

 

 

 

 

70cm 

 

                                      90cm 

 

あわら市 
災害対策本部 20 ㎝ 
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（参考：あわら市地域防災計画） 

 

非常配備体制の基準 

１ 風水害時の配備基準 

体制 
配備・ 

解除の別 
基準 

警戒体制 

配備基準 

・ 大雨等に関する警報（注１）が発表されたとき。 

・ 市域の雨量が基準雨量を超過したとき。 

・ その他総務課長が必要と認めるとき。 

解除基準 

・ 大雨等に関する警報が解除されたとき。 

・ 災害警戒本部体制又は災害対策本部体制に移行したとき。 

・ 総務課長が必要ないと認めたとき。 

災害警戒 

本部体制 

配備基準 

・ 大雨等に関する警報が発表され、災害が発生するおそれが

あるとき。 

・ 市域の雨量が基準雨量を超過したとき。 

・ 市長が必要と認めるとき。 

解除基準 

・ 大雨等に関する警報が解除され、災害の危険が解消したと

き。 

・ 災害対策本部体制に移行したとき。 

・ その他市長が必要ないと認めたとき。 

災害対策 

本部体制 

配備基準 

・ 大雨等に関する警報が発表され、大規模な災害が発生する

と見込まれるとき。 

・ 大雨等に関する特別警報（注２）が発表されたとき。 

・ 大規模な災害が発生したとき。 

・ 災害警戒本部体制では、対応困難と市長が判断したとき。 

・ 災害救助法による救助を要する災害が発生したとき。 

解除基準 

・ 災害の危険が解消したとき。 

・ 災害応急対策が一応終了したとき。 

・ 災害発生の危険性が軽減し、災害警戒本部体制に移行した

とき。 

・ その他市長が必要ないと認めたとき。 

注１）大雨等に関する警報：大雨警報（浸水害、土砂災害）、洪水警報、暴風警報、暴風

雪警報、大雪警報をいう。 

注２）大雨等に関する特別警報：大雨特別警報（浸水害、土砂災害）、暴風特別警報、暴

風雪特別警報、大雪特別警報をいう。 
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配備体制をとる場合の基準雨量 

 

 

２ 地震、津波災害時の配備基準 

体制 
配備・ 

解除の別 
基準 

警戒体制 

配備基準 
・ 市内において震度４の地震が発生したとき。 

・ その他総務課長が必要と認めるとき。 

解除基準 

・ 災害の危険が解消したとき。 

・ 災害警戒本部体制又は災害対策本部体制に移行したとき。 

・ その他総務課長が必要がないと認めたとき。 

災害警戒 

本部体制 

配備基準 

・ 市内において震度５弱の地震が発生したとき。 

・ 市内の沿岸に津波注意報が発表されたとき。 

・ 市長が必要と認めるとき。 

解除基準 

・ 災害の危険が解消したとき。 

・ 災害対策本部体制に移行したとき。 

・ その他市長が必要がないと認めたとき。 

災害対策 

本部体制 

配備基準 

・ 市内において震度５強以上の地震が発生したとき。 

・ 市内の沿岸に津波警報又は大津波警報が発表されたとき。 

・ 災害警戒本部体制では、対応困難と市長が判断したとき。 

・ 災害救助法による救助を要する災害が発生したとき。 

解除基準 

・ 災害の危険が解消したとき。 

・ 災害応急対策が一応終了したとき。 

・ 災害発生の危険性が軽減し、災害警戒本部体制に移行したとき。 

・ その他市長が必要がないと認めたとき。 

 

 
前日までの連続雨量が

80mm以上あった場合 

前日までの連続雨量が40～

80mmあった場合 
前日までの降雨がない場合 

警戒体制 
連続雨量の継続が見込

まれるとき。 

前日からの連続雨量が継続

して80mmをこえたとき。 

当日の連続雨量が80mmをこ

えたとき。 

災害警戒 

本部体制 

（第１配備） 

時間雨量50㎜程度の強

雨が降り始めて継続が

予想されるとき。 

前日からの連続雨量の継続

が80mmをこえ時間雨量50㎜

程度の強雨が降り始めて継

続が予想されるとき。 

当日の連続雨量が80mmをこ

え時間雨量50㎜程度の強雨

が降り始めて継続が予想さ

れるとき。 
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３ 原子力災害時の配備基準 

緊急事態区分 配備基準 配備体制 動員体制 

情報収集事態 (1) 所在市町で震度５弱又は

震度５強の地震が発生した

とき（福井県において震度

６弱以上の地震が発生した

場合を除く。）。 

(2) その他、市長が警戒体制

を決定したとき 

警戒体制 

・ 総務課の全職員 

・ 課長級以上の職員 

警戒事態 

（第１段階） 

(1) 福井県内で震度６弱以上

の地震が発生したとき。 

(2) 福井県に大津波警報が発

令されたとき。 

(3) 国（原子力規制庁）が警

戒を必要と認める原子炉施

設の重大な故障等が発生し

たとき。 

(4) 国が原子力規制委員会・

内閣府原子力事故合同警戒

本部の設置が必要と判断し

たとき。 

(5) 市長が災害警戒本部体制

を決定したとき。 

災害警戒本部
体制 

職員全員 

施設敷地 

緊急事態 

（第２段階） 

(1) 施設敷地緊急事態が発生

したとき。 

(2) 市長が災害対策本部体制

を決定したとき。 
災害対策本部

体制 

全面緊急事態 

（第３段階） 

(1) 全面緊急事態が発生した

とき。 
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(4) 嶺北消防組合警防規程 

平成７年１２月２０日 

訓令甲第４号 

目次 

第１編 総則（第１条―第６条） 

第２編 警防業務 

第１章 管内掌握 

第１節 担当区域（第７条） 

第２節 消防水利（第８条―第１０条） 

第３節 警防調査（第１１条・第１２条） 

第２章 警防計画（第１３条） 

第３章 警防対策（第１４条―第１８条） 

第４章 警防訓練 

第１節 指針及び計画（第１９条・第２０条） 

第２節 警防訓練（第２１条） 

第２節の２ 警防活動技術の効果確認（第２１条の２） 

第５章 警防機器（第２２条―第２５条） 

第６章 消防署の勤務（第２６条―第２８条） 

第７章 自衛消防等訓練指導（第２９条・第３０条） 

第３編 警防活動 

第１章 警防活動組織及び任務（第３１条ー第３７条） 

第２章 警防活動体制 

第１節 消防部隊等の掌握（第３８条・第３９条） 

第２節 警防情報（第４０条） 

第３章 警防活動基準（第４１条―第４８条） 

第４章 警防行動 

第１節 出場（第４９条―第５４条） 

第２節 指揮体制（第５５条―第６２条） 

第３節 任務（第６３条―第７１条） 

第４節 火災防ぎょ活動（第７２条） 

第５節 救助活動（第７３条） 

第６節 救急活動（第７４条） 

第７節 水防活動（第７５条） 

第８節 その他の警防活動（第７６条―第７９条） 

第９節 警防活動に付帯する活動（第８０条―第８４条） 

第１０節 警防活動監察（第８５条―第８７条） 

第５章 警防活動効果の検討及び研究 
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第１節 警防活動効果の検討（第８８条） 

第２節 警防活動の研究（第８９条） 

第６章 特別警戒（第９０条・第９１条） 

第４編 非常警備 

第１章 非常警備の実施（第９２条） 

第２章 警防活動組織の強化（第９３条、第９４条） 

第３章 非常警備活動（第９５条） 

第４章 非常召集（第９６条） 

第５編 雑則（第９７条―第１００条） 

附則 

第１編 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号。以下「組織法」という。）

消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）等に基づき火災、救助、救急

及び地震等の災害（以下「災害」という。）の警戒、鎮圧並びに被害を軽減するために行

う警防業務及び警防活動等について嶺北消防組合の機能を十分に発揮するために必要な

事項を定めることを目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 この規程の用語の意義は、次の各号による。 

（１） 警防業務とは、警防計画の策定、警防資料の収集、検討及び統計、警防調査、警

防機械及び警防資器材（以下「警防機器」という。）の点検及び整備、警防訓練、自衛

消防隊等の訓練指導並びにこれらに類する業務をいう。 

（２） 警防活動とは、災害が発生し又は発生のおそれがあるとき実施する災害の防除、

警戒及び鎮圧又は被害の拡大を防止する活動及びこれらの活動に付帯する活動で出場

から帰署（所）までの一連の行動をいう。 

（３） 特殊災害とは、通常出場では対処できない災害で、大規模な消防部隊を投入して

集中的に火災防ぎょ活動、救助活動又は救急活動等を行う必要のある災害をいう。 

（４） 異常気象とは、乾燥、地震、台風、暴風、強風、豪雪、豪雨、大雨、洪水、高潮、

津波、その他これらに類する災害が発生し又は発生のおそれがある気象をいう。 

（５） 風水雪害とは、台風、暴風、強風、豪雨、豪雪、洪水、津波、高潮、その他これ

らに類する災害をいう。 

（６） 管轄区域とは、嶺北消防組合消防本部及び消防署の設置等に関する条例（昭和４

４年条例第１号）第４条に定める消防署の管轄区域をいう。 

（７） 覚知とは、消防本部、消防署及び分所が災害の発生を認知したことをいう。 

（８） 救助活動とは、災害の現場において生命、身体に作用している緊迫した危険な障

害から、自力により脱出又は避難することのできない要救助者を検索、救出又は安全

な場所に誘導し救命する行動をいう。 
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（９） 救急活動とは、傷病者の観察、救急処置、搬送等救急業務を行うための行動又は

医療用資器材等を輸送する行動で救急隊の出場から帰署（所）までの一連の行動をい

う。 

（１０） 水防活動とは、洪水、浸水、越水等の災害にかかる警戒、水防工法の実施、人

命救助等消防機関の行う活動をいう。 

（１１） 鎮圧とは、消防部隊の活動により延焼拡大の危険がなくなったときをいう。 

（１２） 残火処理とは、鎮圧後において残り火を点検し処理することをいう。 

（１３） 鎮火とは、消防部隊の消火活動によって発炎燃焼しなくなったときをいう。 

（１４） 消防部隊とは、警防活動を実施するため警防機器を装備した消防職員又は消

防団員をもって編成した各隊の総称をいう。 

（１５） 部隊運用とは、災害による被害を最小限にとどめるために必要な消防部隊の

選定、出場の指令、出向の制限等をすることをいう。 

（１６） 消防車等とは、消防車、救急車及びその他の消防用車両の総称をいう。 

（１７） 出場指令とは、通信指令課から消防部隊又は特定の指揮者に対し出場を命ず

ることをいう。 

（１８） 緊急出場とは、災害が発生し又は発生するおそれがある場合にその被害を最

小限度にとどめるため消防部隊が道路交通法（昭和３５年６月法律第１０５号）第３

９条及び第４１条の２に定めるところにより出場することをいう。 

（１９） 増強部隊とは、現に警防活動に従事している消防部隊に対して、さらに補完強

化する他の消防部隊をいう。 

（２０） 警防調査とは、警防活動上必要な地理、水利及び消防対象物等の実態把握をす

るための調査をいう。 

（２１） 災害調査とは、災害が発生し又は発生するおそれのある災害の調査及び警防

活動後の災害状況の調査をいう。 

（２２） 警防情報とは、警防業務及び警防活動に関する自然現象、社会現象及び医療機

関の受入れ状況等の情報をいう。 

（２３） 災害情報とは、すでに発生している災害にかかる作戦、指揮及び広報等の警防

活動に必要な災害の情報をいう。 

（２４） 特設大（中）隊とは、特殊災害又は非常警備を実施するその他の災害で、通常

の大（中）隊組織で警防活動を行うことが困難となったとき新たに増設する大（中）

隊をいう。 

（２５） 現場最高指揮者とは、災害現場において消防部隊を統括する指揮者をいう。 

（警防体制） 

第３条 消防本部の長（以下「消防長」という。）は、警防業務及び警防活動を統括する。 

２ 消防長は、通常の警防体制で警防活動を実施することが、困難と認める災害が発生し又

は発生することが予想されるときは、災害規模等に応じた非常警備を命じる。 

３ 消防本部次長（以下「次長」という。）は、消防長に事故あるときはその職務を代行す
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る。 

（警防責任） 

第４条 次長は、この規程の定めるところにより警防業務及び警防活動等について管内の

実態を把握し、これに対応する警防体制の確立を図るとともに消防署長（以下「署長」と

いう。）及び消防本部課長（以下「本部課長」という。）以下を指揮監督し、警防施策の

万全を期さなければならない。 

２ 本部課長は、消防長が特命する警防活動等について所属職員を指揮監督し、署長の行う

警防業務の調整及び警防活動の効率的運用を図らなければならない。 

３ 署長は、この規程の定めるところにより所属職員を指揮監督し、警防体制を確立すると

ともに管轄区域の警防業務及び警防活動に万全を期さなければならない。 

４ 消防署副署長（以下「副署長」という。）は、署長の行う警防業務及び警防活動を補佐

し、その成果の高揚を図らなければならない。 

５ 消防署警備課長（以下「警備課長」という。）以下の各級指揮者は、警防事象の把握、

警防活動に関する知識、技能向上、体力の錬成に努めるとともに隊員を教育訓練しなけ

ればならない。 

６ 隊員は、地理、水利、消防対象物等の状況に精通するとともに警防活動に関する知識、

技能の向上及び体力の錬成に努めなければならない。 

（関係機関との連絡調整） 

第５条 次長及び署長は、他の行政機関、医療機関等と緊密な連絡調整を図り警防業務及び

警防活動の効率的推進を図らなければならない。 

（安全管理の責務） 

第６条 次長及び署長は、災害現場における安全管理及び訓練の特性に応じた安全管理体

制を確立するため訓練施設、警防機器の整備を行い安全に関する教育を実施し、安全の

保持に努めなければならない。 

２ 現場最高指揮者は、災害現場の状況を判断し活動環境の安全の確保及び部隊活動の安

全保持に努めなければならない。 

３ 各級指揮者は、平素から隊員に対し、警防機器の管理と適正な運用について教育すると

ともに災害現場及び訓練にあたっては、活動環境、警防機器の活用及び隊員の行動等の

状況を的確に把握し、危険が予想されたときは必要な措置を講ずる等安全確保に努めな

ければならない。 

４ 隊員は、安全確保の基本が自己にあることを認識し、体力、気力及び技術の錬成に努め、

いかなる事象に直面しても適切に対応できる臨機の判断力及び行動力を養うとともに警

防業務及び警防活動時においては、隊員相互が安全に配慮し合い危害防止に努めなけれ

ばならない。 

５ 安全管理について必要な事項は別に定める。 

第２編 警防業務 

第１章 管内掌握 
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第１節 担当区域 

（担当区域の設定） 

第７条 署長は、管轄区域内の地理、水利及び消防対象物等の精通を図るため、所属職員に

その実態の把握に努めさせなければならない。 

第２節 消防水利 

（消防水利対策） 

第８条 次長は、消防水利施策を決定し、その効率的推進を図るとともに必要と認めるとき

は、消防本部消防課長（以下「消防課長」という。）又は署長に対し、その措置について

指示するものとする。 

２ 署長は、消防水利対策上必要と認められる事項が生じた場合は、消防課長と協議し適切

な処置をとらなければならない。 

（消防水利の指定） 

第９条 消防長又は署長は、法第２１条に基づき消防水利の指定をするときは、別に定める

ところにより必要な措置をとるものとする。 

（消防水利の保全管理） 

第１０条 署長は、管轄区域内の公設消防水利の維持及び保全管理に努めなければならな

い。 

２ 前項の消防水利の保全管理について必要な事項は別に定める。 

第３節 警防調査 

（警防調査） 

第１１条 署長は、管轄区域内の状況を把握するため次の各号について所属職員の任務に

応じ警防調査を実施させなければならない。 

（１） 道路、橋、地勢及びこれらに類する地理の状況 

（２） 消火栓、防火水そう、プール、河川、溝、池、井戸及びこれらに類する水利の状

況 

（３） 消防対象物の現況及び移動状況等 

（４） 前各号以外で署長が必要と認める事項 

（警防調査実施結果の措置） 

第１２条 前条に定める警防調査の実施結果について、警防業務又は警防活動上必要と認

められる事項については、次により措置するものとする。 

（１） 署長への報告 

（２） 警防計画の樹立又は検討 

（３） 消防水利調査簿の作成及び整理 

（４） 消防水利施設に関する必要な措置 

（５） 前各号以外で必要な措置 

第２章 警防計画 

（基本方針） 
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第１３条 次長は、部隊の運用及び警防活動上必要な事項について警防計画の基本方針を

示すものとする。 

２ 警防計画を本部警防計画及び署警防計画に区分する。 

３ 警防計画の樹立に必要な事項は別に定める。 

第３章 警防対策 

（警防業務の効率的執行） 

第１４条 警防業務は、火災の多発する時期及びそれ以外の時期に区分し、管内の実情に応

じて効率的に執行するものとする。 

２ 署長は、火災の多発する時期においては隊員の確保等消防部隊の充実に配意しなけれ

ばならない。 

（火災警報の発令及び措置） 

第１５条 法第２２条第３項に基づく火災に関する警報（以下「火災警報」という。）の発

令は、嶺北消防組合火災予防条例施行規則（平成１７年規則第８号）第３条に定めるとこ

ろによる。 

２ 消防長は、火災警報が発令され警防活動上必要と認めるときは、非常警備体制をとるも

のとする。 

３ 消防本部指令課長（以下「指令課長」という。）は、火災警報が発令されたときは、関

係機関への通報及びその他警防活動上必要な情報の収集にあたるものとする。 

４ 署長は、火災警報が発令されたときは、次の各号について必要な措置を講ずるものとす

る。 

（１） 関係機関に対する協力要請及び警防情報の収集 

（２） 警防機器の点検及び増強 

（３） 嶺北消防組合火災予防条例（平成１７年８月１日条例第４号。以下「予防条例」

という。）第２９条に定める火の使用制限に係る広報及び警戒の実施。 

（４） 前各号以外で必要な事項 

（異常気象時の措置） 

第１６条 指令課長は、異常気象時において非常警備を実施する必要があると認めたとき

は、その実施に必要な情報を収集しなければならない。 

２ 指令課長は、気象台から異常気象情報を受理したときは、その情報を消防署及び分所

（以下「署所」という。）に通報するとともに引き続き情報収集に努めなければならない。 

３ 署長は、異常気象時において警防活動上支障があると認める場合は、必要な措置を講ず

るものとする。 

４ 異常気象時の消防体制について必要な事項は別に定める。 

（地震発生時の措置） 

第１７条 指令課長は、有感地震が発生したときは、次に掲げる事項について必要な措置を

とるものとする。 

（１） 通信機能の掌握及び通信態勢の確立 
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（２） 災害状況の掌握 

（３） 関係機関との情報連絡 

（４） その他必要な事項 

２ 地震災害が発生したときに行う警防活動及び地震災害の警防計画について必要な事項

は別に定める。 

（揚煙行為等の措置） 

第１８条 署長は、予防条例第４５条の届出のうち火災とまぎらわしい煙又は火炎を発す

るおそれのある行為及び煙火の打ち上げ又は仕掛けについて必要と認めたときは、消防

長に報告しなければならない。 

２ 署長は、前項の届出のうち消防活動上特に障害がある事象については、必要な措置を講

ずるとともに消防課長及び関係署長に通報するものとする。 

３ 署長は、警防活動上支障があると認めるときは、障害の排除、改善及び現場における活

動連絡体制について関係者と協議しておくものとする。 

第４章 警防訓練 

第１節 指針及び計画 

（指針） 

第１９条 次長は、警防訓練を効果的に推進するため、その指針を示すものとする。 

（計画） 

第２０条 署長は、前条の指針に基づき管内の特性を考慮して訓練の重点を定め年度警防

訓練計画を樹立し消防長に報告するものとする。 

第２節 警防訓練 

（訓練の種別） 

第２１条 警防訓練は、本部訓練及び所属訓練とし、その内容は次の各号による。 

（１） 本部訓練 

各種訓練のより習熟した技術を効果的に発揮し、総合的な警防活動技術の練磨及び

部隊運用技術の向上を図るため、消防本部、消防署及び合同で行う大規模な消防部隊

の訓練で、その都度実施要領を定めて行うもの 

（２） 所属訓練 

ア 基本訓練 

警防活動の基本的技術及び行動の習熟を図るために行うもの 

イ 図上訓練 

図面又はこれらに類するものを利用し、警防活動の技術及び行動の習熟を図るた

め行うもの 

ウ 応用訓練 

基本訓練、図上訓練の応用により警防活動の技術及び行動の習熟を図るため行う

もの 

エ 出場訓練 消防部隊の出場態勢の迅速化を図るため行うもの 
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第２節の２ 警防活動技術の効果確認 

（警防活動技術の効果確認） 

第２１条の２ 消防長は、警防活動技術の効果を確認するため、又は警防活動上必要と認め

たときに特別点検を実施し、その内容を検討評価して警防活動及び警防訓練に反映させ

るものとする。 

２ 特別点検の実施に関し必要な事項は別に定める。 

第５章 警防機器 

（警防機械の種別等） 

第２２条 警防機械は、消防車等とする。 

（１） 消防ポンプ車 

普通ポンプ車、水そう付ポンプ車等吸送水を主たる目的とする車両 

（２） 特殊車 

化学車、救助工作車、泡原液搬送車、大型化学高所放水車、屈折梯子車、梯子車等

特殊な警防活動を主たる目的とする車両 

（３） 救急車 高規格救急車等救急活動を主たる目的とする車両 

（４） 前各号以外の車両等 

（警防資器材の種別等） 

第２３条 警防資器材は、次のとおりとし種別ごとの品名は別表第１のとおりとする。 

（１） 吸水器具 

（２） 放水器具 

（３） 特殊作業器具 

（４） 救助器具 

（５） 救急器具 

（６） 通信機器 

（７） 前各号以外の資器材 

（配備等） 

第２４条 次長は、警防機器の機能その他を考慮してその配備を適正に行うとともに警防

施策上必要と認めるときは、警防機器の実態を調査させなければならない。 

２ 消防課長は、警防機器取扱いの技術向上を図るため必要に応じ技術指導を行い、技術管

理の適正を図るものとする。 

（点検整備等） 

第２５条 署長は、配備されている警防機器の性能の把握に努めるとともに常に効果的に

利用できるよう点検整備を行い適正な運用を図るものとする。 

２ 警防機器を取扱う者は、適正な管理と取扱い技術の向上に努めその機能を十分に発揮

しなければならない。 

３ 警防機器の点検、整備及び管理等について必要な事項は別に定める。 

第６章 消防署の勤務 
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（勤務種別） 

第２６条 消防署員、（毎日勤務以外の職員。以下この章において同じ。）の勤務種別は次

のとおりとする。 

（１） 署内勤務 

（２） 署外勤務 

（署内勤務） 

第２７条 署内勤務は、署所内で次の事項について行うものをいう。 

（１） 受付勤務 

受付における住民接遇、庁舎警備、災害指令用受令装置の操作及び消防通信の送受

信等の事務 

（２） 警防事務 

警防計画の策定、報告書の作成、警防資料の作成、検討及び整備、届出書類の処理、

警防活動に付帯する事務及びその他の警防事務 

（３） 警防教養 

警防業務及び警防活動上必要な知識、技術の習得を目的とする教養 

（４） 警防訓練 

別に定める警防訓練 

（５） その他 

前各号以外の勤務 

（署外勤務） 

第２８条 署外勤務は、署所外で次の事項について行うものをいう。 

（１） 災害出場 

第４１条第１項に定める災害出場 

（２） 警防調査 

第１１条に定める調査 

（３） 災害調査 

第４１条第２項第１号に定める調査 

（４） 予防査察 

嶺北消防組合防査察規程（平成１２年訓令甲第７号）に定める査察 

（５） 救急調査 

救急業務運用要綱（平成６年訓第７号）に定める調査 

（６） 自衛消防等訓練指導 

第２９条及び第３０条に定める訓練指導 

（７） 警防訓練 

別に定める警防訓練 

（８） 消防団員訓練指導 

消防団員に対する訓練指導 
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（９） その他 

前各号以外の勤務 

第７章 自衛消防等訓練指導 

（自衛消防訓練指導） 

第２９条 署長は、法第８条及び第８条の２に基づき防火管理者が行う消防訓練について

必要と認めたとき又は当該防火管理者から指導要請があったときは、必要に応じ指導す

るものとする。 

（住民等の消防訓練指導） 

第３０条 署長は、住民又は前条に該当しない事業所等から消防訓練の指導要請があった

ときは、必要に応じ指導するものとする。 

第３編 警防活動 

第１章 警防活動組織及び任務 

（警防本部及び大隊本部の設置） 

第３１条 警防活動組織として消防本部に警防本部を消防署に大隊本部を設ける。 

（警防本部の組織及び任務） 

第３２条 警防本部の組織及び任務は、次の各号による。 

（１） 組織及び任務は、別表第２に掲げるとおりとする。 

（２） 警防本部は、警防本部長（以下「本部長」という。）警防副本部長（以下「副本

部長」という。）及び警防本部員で構成する。 

（３） 本部長は、消防長とし警防本部を統括する。 

（４） 副本部長は、次長とし本部長を補佐する。 

（５） 警防本部員は、本部各課に所属する職員とし、上司の命を受けて警防本部の任務

を遂行する。ただし、本部長が必要と認めるときは、その他の職員を警防本部員にあ

てることができる。 

（大隊本部の組織及び任務） 

第３３条 大隊本部の組織及び任務は、次の各号による。 

（１） 組織及び任務は、別表第３に掲げるとおりとする。 

（２） 大隊本部は、大隊本部長（以下「大隊長」という。）及び大隊本部員で構成する。 

（３） 大隊長は、署長とし大隊本部を統括する。 

（４） 大隊本部員は、消防司令補以上の職員とし、上司の命を受けて大隊本部の任務を

遂行する。ただし、大隊長が必要と認めるときは、その他の職員を大隊本部員にあて

ることができる。 

（部隊編成） 

第３４条 消防部隊は、次の各号に掲げる編成基準によるものとする。ただし、災害の状況

によりこの基準によらないことができる。 

（１） 大隊は、消防署を単位とする。 

（２） 中隊は、署所に配属された小隊で編成し、中隊長には原則として消防司令をあて
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る、ただし、署長が認めるときは消防司令補をあてることができる。 

（３） 小隊は、消防車等各１両を単位として編成し、小隊長には原則として消防士長以

上の職員をあてる。 

２ 災害現場における消防部隊は、前項各号に基づいて編成した部隊を基幹とし、これに管

轄外の署所から出場した中隊長及び小隊を増強して編成する。 

（部隊の呼称） 

第３５条 部隊の呼称は、次の各号による。 

（１） 大隊名は、大隊の前に署名（嶺北消防署にあっては、嶺北の二字、嶺北あわら消

防署にあっては、あわらの三字、嶺北丸岡消防署にあっては丸岡の二字、嶺北三国消

防署にあっては、三国の二字、以下同じ。）を冠する。 

（２） 中隊名は、中隊の前に署名及び課別区分による第１又は第２を冠する。 

（３） 小隊名は、次のとおり冠する。 

ア 消防隊……小隊の前に署名及び車両名 

イ 救助隊……救助隊の前に車両名 

ウ 救急隊……救急隊の前に車両名 

（配置） 

第３６条 消防隊及び救急隊（以下「消防隊」という。）の通常の配置は、別表第６のとお

りとする。 

（消防隊等の任務） 

第３７条 消防隊は、主に消防ポンプ車及びこれに乗組む隊員をもって編成し、消火活動を

主たる任務とする。 

２ 救助隊は、救助工作車、救助資器材を積載した消防ポンプ車及びこれに乗組む隊員をも

って編成し、原則として救助活動を任務とし、災害現場の状況によりその他の活動に従

事する。 

３ 救急隊は、救急車及びこれに乗組む隊員をもって編成し、救急活動を主たる任務とする。 

第２章 警防活動体制 

第１節 消防部隊等の掌握 

（部隊等の掌握） 

第３８条 次長は、常に消防部隊の編成、配備、出場、警防機器の確保等及び出場不能並び

に消防通信等を掌握して災害に備えなければならない。 

２ 署長は、前項に準じて所轄の消防部隊を掌握し、部隊運用上支障があると認めたときは、

必要な措置を指示するものとする。 

３ 警備課長は、所轄中隊を掌握し消防事象に応ずる態勢を整え、出場指令に備えなければ

ならない。 

（出場不能時の即報） 

第３９条 署長は、消防部隊に次の各号に定める異常が発生した場合は、直ちに消防課長及

び指令課長に即報するものとする。 
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（１） 消防小隊等の消防車等に変更があった場合 

（２） 警防調査又は災害現場から引揚げ途上等において事故等が発生した場合 

（３） 消防車等の故障その他の事由により災害現場に出場できなくなった場合 

第２節 警防情報 

（警防情報及び措置） 

第４０条 消防課長は、部隊の運用に関係ある警防情報を常に把握し、部隊運用に備えると

ともに必要事項について関係署長に通報するものとする。 

２ 署長は、部隊運用に関係ある警防情報を知ったときは、必要に応じ消防課長に通報する

とともにこれらに対応する警防体制を維持強化し、次に掲げる必要な措置をとらなけれ

ばならない。 

（１） 警防活動の実施 

（２） 火災予防措置の実施 

（３） 広報活動の実施 

（４） 警防機器の点検及び確保 

（５） 特別警戒の実施 

（６） その他必要と認める事項 

第３章 警防活動基準 

（警防活動種別） 

第４１条 警防活動を次のとおり区分する。 

（１） 火災防ぎょ活動 

建物、車両、山林原野、船舶、その他の火災の消火に関する活動 

（２） 救助活動 

第２条第８号に定める活動 

（３） 救急活動 

第２条第９号に定める活動 

（４） 水防活動 

第２条第１０号に定める活動 

（５） その他の活動 

警戒区域の設定、火災の未然防止、危害の排除及び誤報、虚報等で前各号に該当し

ない活動 

２ 前項の警防活動に付帯する活動を次のとおり区分する。 

（１） 災害調査 

火災原因等の調査及び災害状況、活動状況、死傷者の調査に係る活動 

（２） 災害情報収集 

指揮及び広報活動に必要な情報の収集及び伝達する活動 

（３） 災害広報 

警防活動の円滑化、災害防除等のため災害現場周辺の住民等に対して行う広報活動 
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（４） 補給 

災害現場等において警防活動に従事している消防部隊に対する燃料、食糧、飲料等

の調達、配布に係る活動 

（５） 報道広報 

報道機関を対象とする災害状況の発表 

（出場種別） 

第４２条 出場種別は次のとおりとする。 

（１） 災害出場 

火災、救助、救急、水防、その他の警防活動を実施するための出場及び配置転換出

場 

（２） 調査出場 

警防情報の収集等のための出場 

（３） 訓練出場 

警防訓練実施のための出場 

（４） 業務出場 

前各号以外の出場 

（出場区域等） 

第４３条 第４４条に定める災害出場に伴う出場隊は災害現場から最も近い隊が出場する

ものとする。ただし、第４４条に定める特別出場に伴う出場区域については別表第７の

とおりとし、高速自動車国道北陸自動車道における出場区域は別に定める。 

（出場区分） 

第４４条 災害の態様に応じた消防部隊の緊急出場区分は別表第８に掲げるとおりとする。 

（出場段階） 

第４５条 災害出場は、次に定める基準による。 

（１） 第１出場 

災害発生の覚知と同時に出場するもの（事後聞知を除く。） 

（２） 第２出場 

第１出場の消防部隊では、防ぎょ、救出、救護等が困難なため現場最高指揮者の第

２出場要請に基づき出場するもの 

（３） 第３出場 

火災、救助、救護事故の状況又は気象の状況等により第２出場までの消防部隊では、

防ぎょ、救出、救護等が困難なため現場最高指揮者の第３出場要請に基づき出場する

もの 

（４） 特別出場の運用は、別に定める。 

（災害出場の原則） 

第４６条 消防部隊の災害出場は出場指令による。 

（増強部隊の出場要請） 
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第４７条 現場最高指揮者は、災害状況により消防部隊を増強する必要があると認めると

きは、第４４条に定める出場区分及び第４５条に定める出場段階に基づき増強要請をし

なければならない。 

２ 本部長は、災害状況により特に必要と認めるときは、現場最高指揮者の要請を待つこと

なく前項に掲げる措置をとることができる。 

３ 現場最高指揮者は、災害の状況により特に必要と認めるときは、福井県防災航空事務所

に対し、出場の要請をすることができる。 

（区域以外への出場） 

第４８条 嶺北消防組合区域以外への応援出場は、福井県広域消防相互応援協定書（平成１

８年３月２０日）に基づくほか本部長の特命による。 

２ 組織法に基づき、福井県以外の区域に出場することができる。 

第４章 警防行動 

第１節 出場 

（本部長等の出場） 

第４９条 本部長または副本部長は、第３出場の火災の場合または特異な災害等で必要と

認めるとき出場するものとする。 

２ 第５６条に定める警防指揮本部幕僚及び指揮隊は、第３出場の火災の場合または特異

な災害等で警防活動上必要と認めるとき、若しくは本部長または副本部長の特命により

出場するものとする。 

３ 前項以外の警防本部員は、第３出場の火災の場合または特異な災害等で本部長または

副本部長若しくは各総括責任者の特命により出場するものとする。 

（大隊長等の出場） 

第５０条 大隊長は、管轄区域内における第２出場以上の火災の場合または特異な災害等

で警防活動上必要と認めるとき出場するものとする。 

２ 大隊長等は、第３出場の火災及び特殊な災害等若しくは本部長または副本部長の特命

を受けたとき管轄区域外へ出場するものとする。 

３ 第５６条に定める大隊指揮本部指揮副本部長及び幕僚ならびに指揮隊は、第２出場以

上の火災の場合若しくは特異な災害等で、警防活動上必要と認めるときまたは大隊長の

特命により出場するものとする。 

４ 前項以外の本部員は、第２出場の火災の場合または大隊長の特命により出場するもの

とする。 

（中隊長等の出場） 

第５１条 中隊長以下の隊員の出場は、第４５条の規定により出場するものとする。 

（消防団員の出場） 

第５２条 組織法第１８条第３項に定める消防団員の出場及び警防活動について必要な事

項は別に定める。 

（出場態勢） 
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第５３条 各級指揮者は、出場指令を受けた時又はすでに災害が発生し出場が予想される

ときは、出場順路の選定、警防任務の確認、地理、消防水利の確認、積載警防資器材の確

認及び積載等を行い出場態勢の万全を期さなければならない。 

（出場途上の判断） 

第５４条 小隊長は、災害出場に際しては、的確な順路をとらなければならない。 

２ 小隊長以上の指揮者は、災害出場途上においても災害情報の収集につとめ、適切な処置

をとらなければならない。 

第２節 指揮体制 

（指揮組織） 

第５５条 出場段階に応じた指揮組織は別に定める。 

（指揮体制） 

第５６条 火災現場の指揮体制は、火災の規模に応じ次の表によるものとし、運用は別に定

める。 

出場段階 第１出場 第２出場 第３出場 

指揮体制 第１指揮体制 第２指揮体制 第３指揮体制 

指揮本部名称 中隊指揮所 大隊指揮本部 警防指揮本部 

指揮本部長 中隊長 大隊長 本部長又は副本部長 

指揮副本部長  副署長  

幕僚  庶務課長 応援署署長 

本部課長（消防課長を除く） 

各署副署長 

各署予防指導課長 

各署警備課長 

指揮隊 中隊長 予防指導課長 消防課長 

 予防指導課員 消防課員 

当務課員 

 第１指揮体制 

指揮隊員 

（火災以外の災害等の指揮体制） 

第５７条 火災以外の災害等における指揮体制は、災害の規模に応じ、前条の指揮体制を準

用する。 

（指揮本部長等の代行） 

第５８条 指揮本部長及び小隊長に事故ある場合の代行基準は、別表第４のとおりとする。 

（現場最高指揮者） 

第５９条 指揮本部長が災害現場に到着するまでの間における現場最高指揮者は、災害現

場にある上級者とする。 
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（指揮命令系統） 

第６０条 指揮命令は、現場最高指揮者の指揮のもとに第５５条に定める指揮組織により

簡明かつ的確に示達しなければならない。 

（指揮本部の設置） 

第６１条 指揮本部の長は、消防部隊の掌握及び災害状況の把握に最も適した位置に指揮

本部を設置し「指揮宣言」をするものとする 

２ 指揮本部長は、災害状況等により、消防部隊に対する指揮命令及び活動統制等の円滑を

期す必要があると認めるときは、前進指揮所を設置し、指揮本部の任務を補完させるこ

とができる。 

３ 警防指揮本部、大隊指揮本部を設置したときは、別に定める指揮本部旗を掲出するもの

とする。ただし、災害現場の状況により掲出することが困難なときは掲出しないことが

できる。 

（指揮本部の統合及び縮小） 

第６２条 前条第３項に定める指揮本部が設置されたときは、下級の指揮本部を統合する。 

２ 現場最高指揮者は、災害現場における警防活動の推移により指揮本部を縮小すること

ができる。 

第３節 任務 

（指揮本部） 

第６３条 指揮本部の主な任務は、次のとおりとする。 

（１） 被災対象物の把握及び警防活動に必要な資料の収集 

（２） 災害状況、警防活動状況の把握及び活動方針の決定 

（３） 方面担当指揮者の任務の指定 

（４） 消防部隊の配備 

（５） 消防部隊の増強及び削減の決定 

（６） 災害情報の収集、報告及び災害広報 

（７） 被災対象物の関係者及び関係機関との連絡 

（８） 警戒区域設定範囲の決定 

（９） 危害防止措置 

（１０） 警防活動に支障となる物件の排除措置 

（１１） 災害の拡大を防止するために行う消防対象物及びこれらのものの在る土地の

使用、処分又は使用制限等の決定 

（１２） 報道広報 

（１３） 前各号以外で必要と認める事項 

（指揮本部長） 

第６４条 指揮本部長は、指揮本部及び出場各隊を統括指揮し、警防活動の方針を決定して

情勢に適応する部隊配備を定め、現場における消防部隊の中枢として、前条に定める任

務を遂行し最大の警防活動効果をあげるよう努めなければならない。 
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２ 指揮本部長は、上級指揮者が現場に到着したときは、災害状況及び警防活動概要を速や

かに報告するものとする。 

なお、上級指揮者は、報告内容から判断し自ら指揮をとる必要があると認めたときは

「指揮宣言」をして指揮本部長として指揮にあたるものとする。 

３ 指揮権は、前項の「指揮宣言」をもって移行する。 

（指揮副本部長及び幕僚） 

第６５条 指揮副本部長及び幕僚は、次の各号の任務を積極的に遂行して、指揮本部長を補

佐するとともに指揮本部長の命により局面の指揮、特定任務等を行い警防活動が効果的

に行われるよう努めるものとする。 

（１） 活動方針及び応援要請の検討 

（２） 各種情報の収集、分析及び統合 

（３） 燃料及び食糧等の補給の検討 

（４） 現場広報 

（指揮隊） 

第６６条 指揮隊は、指揮本部長又は指揮副本部長の統括指揮のもとに次の各号の任務を

積極的に遂行するものとする。 

（１） 各種情報の収集及び整理 

（２） 災害の実態把握 

（３） 指揮本部長命令の伝達及び警防本部との通信連絡 

（４） 出場部隊の把握 

（５） 関係資料の確保及び関係機関との連絡 

（６） 現場広報 

（７） その他指揮本部長の特命事項 

（副本部長） 

第６７条 副本部長は、本部長の補佐及び命を受け大隊長以下を指揮し、第６４条に定める

任務を遂行する。 

（大隊長） 

第６８条 大隊長は、大隊指揮本部長として第６４条に定める任務を遂行する。ただし第３

指揮体制にあっては、副本部長の命を受け中隊長以下を指揮する。 

（中隊長） 

第６９条 管轄署の中隊長は、中隊指揮所長として第６４条に定める任務を遂行する。ただ

し、第２指揮体制以上にあっては、大隊長の命を受けて小隊長以下を指揮し、警防活動に

あたるものとする。 

２ 前項以外の中隊長は速やかに自己担当方面の活動方針を決定し、小隊長以下を指揮し、

警防活動にあたるものとする。 

（小隊長） 

第７０条 小隊長は、中隊長の命を受け小隊員を指揮し、速やかに自己隊員の担当任務を決
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定し、警防活動にあたるものとする。 

（隊員） 

第７１条 隊員は、自己隊の任務を的確に把握して修得した技能を最高度に発揮し警防機

器を十分に活用して、警防活動にあたるものとする。 

第４節 火災防ぎょ活動 

（火災防ぎょ活動の原則） 

第７２条 火災防ぎょ活動の原則は次のとおりとする。 

（１） 人命救助を優先し、延焼阻止を主眼に消防部隊の総合力を発揮して被害の軽減

に努めなければならない。 

（２） 現場最高指揮者は、火災の状況が変化し、火災の拡大が予想されるときは、火災

状況、消防部隊の現況等を総合的に判断し適切な措置をとらなければならない。 

（３） 各級指揮者は、火災の現場に到着したときは、速やかに火災の状況を判断して的

確な初動措置を迅速に行い現場最高指揮者の指揮のもとに統制ある行動を行わなけれ

ばならない。 

（４） 各隊は、相互連携を密にして警防機器、消防対象物の施設及び設備を効果的に活

用して活動しなければならない。 

２ 火災防ぎょ活動に関し、必要な事項は別に定める。 

第５節 救助活動 

（救助活動の原則） 

第７３条 救助活動の原則は、次のとおりとする。 

（１） 要救助者の安全確保を主眼とし、他の警防活動に優先して行われなければなら

ない。 

（２） 要救助者の状況を的確に判断するとともに救助隊、救急隊及び消防隊は、相互の

連絡を密にして状況に応じた臨機応変かつ安全な方法で迅速に行動し、救助効果をあ

げるものとする。 

２ 救助隊の活動に関し必要な事項は別に定める。 

第６節 救急活動 

（救急活動の原則） 

第７４条 救急活動の原則は、次のとおりとする。 

（１） 傷病者の人命救護及び傷病悪化の防止を目的として活動すること。 

（２） 傷病者を観察し必要な応急処置を行い適切な傷病者管理に努めること。 

（３） 傷病者を医療機関又はその他の場所に安全かつ適切に搬送すること。 

（４） 傷病者が速やかに医療を受けられるよう努めること。 

（５） 搬送にあたっては、傷病者本人又は家族等の意志を努めて尊重すること。 

２ 現場最高指揮者は、災害現場において必要と認めるときは救急隊以外の消防隊等を救

急活動に従事させることができる。 

３ 救急業務に関し必要な事項は別に定める。 
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第７節 水防活動 

（水防活動の原則） 

第７５条 水防活動は、人命救助を主眼とし、河川、道路、公共施設及び公共に重大な影響

を及ぼすその他の対象物に対する水害防ぎょのため、応急措置を行うことを原則とする。 

２ 署長は、異常気象時の消防体制（平成８年訓令甲第８号）別表３に定める水防警戒体制

が発令されるまでの間に管轄区域内に水防活動を実施する必要が生じたときは、その事

態に応じ当該活動を実施するものとする。 

３ 水防活動に関し必要な事項は、別に定める。 

第８節 その他の警防活動 

（その他の警防活動） 

第７６条 第４１条第１項第５号に定める活動に係る現場措置は、現場最高指揮者の指示、

命令による。 

（火災警戒区域等） 

第７７条 現場最高指揮者は、災害現場で法第２３条の２、法第２９条第２項及び第３項並

びに法第３０条第１項に規定する警防活動を実施する必要があると認めるときは、災害

状況を的確に判断して処置しその状況を速やかに本部長又は大隊長に報告しなければな

らない。 

２ 火災、水災及びその他の災害で警防活動上必要があるときは、警戒区域を設定するもの

とする。 

（不測の事態に対処する措置） 

第７８条 各級指揮者及び隊員は、警防活動にあたり不測の事態が発生し緊急に措置を必

要とする場合は、自己の判断により所要の応急措置を行い事後速やかに現場最高指揮者

に報告しなければならない。 

（関係者の招集） 

第７９条 現場最高指揮者は、災害状況及び被災対象物の状況を早急に把握するため必要

に応じ被災対象物の関係者を指揮本部等に招集するものとする。 

第９節 警防活動に付帯する活動 

（災害調査） 

第８０条 第４１条第２項第１号に定める災害調査は、次に定める事項について行うもの

とする。 

（１） 被災対象物の棟別、名称、構造様式、業態及び関係者氏名 

（２） 被災面積、災害状況及び損害額 

（３） 災害発生原因 

（４） 死傷者、被救出者、行方不明者等の氏名、性別、年齢、住所 

（５） 被誘導者の性別、人数 

（６） 傷病者の搬送先及び傷病名、程度 

（７） 災害の推移及びその時刻 
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（８） 救助活動の推移及びその時刻 

（９） 消防部隊の出場状況及び活動状況 

（１０） 前各号以外で災害状況の把握及び警防対策上必要な事項 

２ 災害調査は、本部長又は大隊長の指名した者が、担当するものとする。 

（災害情報収集） 

第８１条 第４１条第２項第２号に定める災害情報の収集は、災害状況の観察、関係者及び

付近住民等からの事情聴取等により別表第５に掲げる事項について緊急性の高いものか

ら優先して行うものとする。 

２ 災害情報の収集は、現場最高指揮者の指名した者が行うものとする。 

３ 各級指揮者は、前項の規定にかかわらず担当方面の災害情報の収集に配慮し、必要な情

報を得たときは、現場最高指揮者に即報しなければならない。 

（災害広報） 

第８２条 第４１条第２項第３号に定める災害広報は、次に定める事項について行うもの

とする。 

（１） 警防活動上の障害排除の広報 

（２） 住民等の危害防止措置についての広報 

（３） 警戒区域設定に伴う区域からの退去 

（４） 火気使用制限又は禁止の広報 

（５） 出火防止 

（６） 警防活動経過の広報 

（７） 前各号以外で、警防活動上又は危害防止上必要な事項 

２ 災害広報は、警防活動に従事している隊員が必要と認めるとき行うものとする。ただし、

統一的又は組織的に行うものについては、現場最高指揮者の指示によるものとする。 

（補給） 

第８３条 第４１条第２項第４号に定める補給は、長時間にわたる警防活動で燃料、食糧、

飲料等の補給を必要と認めるとき行うものとする。 

２ 現場最高指揮者の要請により前項の補給を行うときは、警防本部と連絡を密にして補

給を行うものとする。 

３ 警防活動に必要な警防資器材及び消火薬剤等は、現場最高指揮者の要請又は、警防本部

の判断により災害現場に搬送するものとする。 

（報道広報） 

第８４条 第４１条第２項第５号に定める報道機関への広報は、災害調査結果に基づき警

防本部及び現場最高指揮者が指定する場所で行うものとする。 

２ 前項の報道広報は、主に次に定める事項について行うものとする。 

（１） 災害覚知状況 

（２） 被災対象物の状況 

（３） 災害状況 
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（４） 警防活動の概況 

（５） 消防行政上の問題点 

（６） 前各号以外で報道上必要な事項 

３ 報道広報実施にあたっては、特に次の各号に留意しなければならない。 

（１） 実施場所は、警防活動に支障が及ばない位置とすること。 

（２） 広報事項は、災害調査実施結果の資料から必要事項を選択して行うこと。 

（３） 災害が長時間にわたるときは、中間発表を行うこと。 

（４） 広報は、現場最高指揮者があらかじめ指定した者が行うこと。 

（５） 警察機関等他の機関が広報を並行して行っているときは、広報時間、広報内容、

広報手段等について調整すること。 

第１０節 警防活動監察 

（警防活動監察） 

第８５条 警防活動監察は、副本部長が統括する。 

２ 警防活動監察は、消防課長が実施する。 

（警防活動監察の実施） 

第８６条 警防活動監察は、警防活動の功労及び問題点を摘出し、警防施策に反映するため、

次の各号に定めるところにより実施する。 

（１） 第３出場の火災及び特殊災害については、消防課長が行う。 

（２） 第２出場以下の火災及び副本部長が必要と認める災害については消防課長又は

副本部長の指名した者が行う。 

（改善措置等） 

第８７条 副本部長は、警防活動監察の結果、警防対策、警防活動等に改善の必要があると

認めるときは、関係署長に対し必要な措置を命ずるものとする。 

２ 副本部長は、警防活動において功労があったと認める場合は、関係署長に通知するもの

とする。 

第５章 警防活動効果の検討及び研究 

第１節 警防活動効果の検討 

（警防活動検討会） 

第８８条 副本部長、大隊長及び中隊長は、警防活動に関する検討会を開催し、将来の警防

施策に資さなければならない。 

２ 前項に定める検討会の種別は、次のとおりとする。 

（１） 本部検討会 

（２） 大隊検討会 

（３） 中隊検討会 

３ 警防活動検討会に関し必要な事項は、別に定める。 

第２節 警防活動の研究 

（警防活動研究会） 
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第８９条 消防課長は、警防知識の修得、警防指揮技術等の向上を図るため警備課長等によ

る研究会を随時開催するものとする。 

２ 署長は、特異な災害の事例及び研究結果等を素材として研究会を開催し、警防技術の向

上、効果的な訓練技術の向上及び警防機器の活用技術の向上を図るものとする。 

３ 警防活動研究会に関し必要な事項は別に定める。 

第６章 特別警戒 

（特別警戒） 

第９０条 署長は、第４０条に定める警防情報を知ったとき又は特異な社会現象により災

害が発生するおそれがあり通常の警防体制では対応できないと判断し必要と認めたとき

は、特別警戒を実施するものとする。 

２ 前項の場合において４署の管轄区域にわたる場合の警戒指揮は、次長の指定する署長

とする。ただし、警戒事象の規模その他により特に必要と認める場合は次長とする。 

３ 署長は、特別警戒の実施に必要な人員を確保するため署外勤務の制限等を行うものと

する。 

（歳末警戒） 

第９１条 歳末繁忙期における火災予防及び災害による被害の軽減を図るため歳末警戒を

実施するものとする。 

２ 前項以外に特別警戒を必要とするときは、別に定めるところにより実施するものとす

る。 

第４編 非常警備 

第１章 非常警備の実施 

（非常警備の実施） 

第９２条 本部長は、次の各号の一に該当する事象が発生し通常の警防体制で警防活動を

実施することが困難と認めるときは、非常警備を実施するものとする。 

（１） 特殊災害 

（２） 異常気象 

（３） 風水雪害 

（４） 前各号以外で非常警備を必要とするとき 

２ 大隊長は、非常警備を実施する必要があると認めるときは本部長の承認を得て行うこ

とができる。 

３ 本部課長及び大隊長は、非常警備が発令されたときは、通常業務を制限し又は中止し非

常警備体制の確立に努めなければならない。 

第２章 警防活動組織の強化 

（組織の強化） 

第９３条 非常警備を発令し必要と認めるときは、消防本部内に警防指揮本部を又災害の

状況に応じ現地に警防指揮本部を設置して消防部隊を統括する。 

２ 警防指揮本部は、第３２条に定めるところにより災害の状況に応じた活動を行うもの



40 

とする。 

３ 前項の指揮体制は、第５６条又は第５７条を準用する。 

４ 災害現場に警防指揮本部を２箇所以上設けるときの指揮本部長には、警防本部長の指

名する大隊長又は本部課長をあてる。 

（消防部隊の再編成） 

第９４条 現地警防指揮本部長は、非常警備発令中の警防活動（以下「非常警備活動」とい

う。）の実施にあたり災害規模等により必要と認めるときは、増強部隊を要請し適宜特設

大（中）隊を編成して消防部隊の再編成を行うことができる。この場合における大隊長及

び中隊長の指名は、現地警防指揮本部長が行う。 

第３章 非常警備活動 

（非常警備活動基準） 

第９５条 非常警備活動の災害防ぎょ手段は、第３編第４章に定める警防行動の例による。 

第４章 非常召集 

（非常招集の発令及び参集義務） 

第９６条 特殊災害、異常気象、風水雪害等の大規模な災害が発生し又はその発生が予想さ

れ緊急に消防部隊を増強する必要がある場合は、職員に非常招集を発令するものとする。 

２ 非常招集の発令があったときは、職員はあらゆる手段を用いて速やかに指定された場

所に参集しなければならない。 

３ 非常招集に関し必要な事項は別に定める。 

第５編 雑則 

（警防機器派遣等の承認） 

第９７条 署長は、次の各号の一に該当する警防業務を実施するときは、消防長に報告し承

認を受けなければならない。ただし、緊急を要するときは、口頭によることができる。 

（１） 警防訓練実施等のため他所属の警防機器の派遣を必要とするとき 

（２） 重要な警防情報を発表するとき 

（３） 前各号以外で署長が特に必要であると認めたとき 

（現場即報） 

第９８条 現場最高指揮者は、次の事項を本部長又は大隊長に即報するものとする。 

（１） 指揮本部を設置したとき（指揮権の移行を含む。） 

（２） 災害種別、発生場所及び被災物 

（３） 災害の程度及び災害に大きな変化を生じたとき 

（４） 災害発生場所周辺の状況 

（５） 消防部隊増強の要否 

（６） 死傷者の状況 

（７） 行方不明者又は要救助者の状況 

（８） 重大な警防活動作業を実施したとき又は変更するとき 

（９） 住民の財産等に重大な損害を与えたとき 
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（１０） 警防機器等が故障し任務遂行不能となったとき 

（１１） 消防水利に異常が生じたとき 

（１２） 火災警戒区域を設定したとき 

（１３） 鎮圧、鎮火又は警防活動を終了したとき 

（１４） 前各号以外で必要と認める事項 

（警防活動報告） 

第９９条 署長は、次の各号の一に該当する警防活動を実施したときは、その状況を速やか

に消防長に口頭報告しなければならない。 

（１） 建物で焼損面積１００平方メートル以上の火災 

（２） 建物以外で焼損面積３００平方メートル以上の火災 

（３） 前号以外の火災で特異なもの 

（４） 火災以外の災害で特異なもの 

（５） 警防活動効果が顕著であると認めるもの 

（６） 職員が死傷したとき。ただし、軽易な負傷を除く 

（７） 死者が発生したとき 

（８） 公共施設、重要建物に被災があったとき 

（９） 前各号以外で署長が必要と認めたとき 

（報告） 

第１００条 署長は、別に定めるもののほか次の各号に定める事項については、消防長に書

類で報告しなければならない。 

（１） 警防活動実施結果 

（２） 警防活動中において職員が死傷したとき 

（３） 警防活動実施にあたり住民の財産に重大な損害を与えたとき 

（４） 警防機器が故障したとき。ただし、軽易なものを除く 

（５） 非常警備実施結果 

（６） 特別警戒実施計画及び実施結果 

（７） 歳末警戒実施計画及び実施結果 

（８） 警防活動及び警防業務実績報告（年間） 

（９） 前各号以外で署長が必要と認める事項 

附 則 

１ この規程は、平成８年３月１５日から施行する。 

２ 火災出場規程（昭和５２年３月１５日訓令第１号）は、廃止する。 

附 則（平成９年３月２７日訓令甲第１号） 

この規程は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１１年３月５日訓令甲第３号） 

この規程は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年７月２４日訓令甲第５号） 
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この規程は、平成１３年８月１日から施行する。 

附 則（平成１６年２月１０日訓令第８号） 

この規程は、平成１６年３月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月２０日訓令第４１号） 

この規程は、平成１８年３月２０日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２６日訓令第３号） 

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年４月１日訓令第１１号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年３月２５日訓令第１５号） 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２７日訓令第１０号） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２７日訓令第９号） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２５日訓令第１０号） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２７日訓令第１７号） 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年２月１３日訓令第１号） 

この規程は、平成３１年３月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月２７日訓令第２０号） 

この規程は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月２３日訓令第１０号） 

この規程は、令和４年４月１日より施行する。 

 
以下別表第１～８は省略 
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(5)-1 火災・災害等即報要領（昭和 59年消防災第 267号） 

即報基準 

１ 火災等即報 

(1) 一般基準 

火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するおそれが

ある場合を含む。）等について報告をすること。 

ア 死者が３人以上生じたもの 

イ 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの 

ウ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

次の火災及び事故については、上記(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それ

ぞれ各項に定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）につい

て報告をすること。 

ア 火災 

(ア) 建物火災 

a 特定防火対象物で死者の発生した火災 

b 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地下街において発生した火災で利

用者等が避難したもの 

c 大使館・領事館及び国指定重要文化財の火災 

d 特定違反対象物の火災 

e 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上と推定される火災 

f 他の建築物への延焼が１０棟以上又は気象状況等から勘案して概ね１０棟以上

になる見込みの火災 

g 損害額１億円以上と推定される火災 

(イ) 林野火災 

a 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの 

b 空中消火を要請又は実施したもの 

c 住宅等へ延焼するおそれがあるもの 

(ウ) 交通機関の火災 

a 航空機火災 

b タンカー火災 

c 船舶火災であって社会的影響度が高いもの 

d トンネル内車両火災 

e 列車火災 

(エ) その他 

以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、特殊な態様の火災等 

（例示） 

・ 消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴う火災 

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

(ア) 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 
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（例示） 

・ 危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物等を貯蔵し、又は取り扱う施設

の火災又は爆発事故 

(イ) 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの 

(ウ) 特定事業所内の火災（（ア)以外のもの。） 

ウ 危険物等に係る事故 

危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」とい

う。）を貯蔵し、又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるも

の（イの石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

(ア) 死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの 

(イ) 負傷者が５名以上発生したもの 

(ウ) 周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又は爆発により周辺の建物等に被

害を及ぼしたもの 

(エ) ５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい事故 

(オ) 海上、河川への危険物等流出事故 

(カ) 高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う火災・危険物等の漏えい事

故 

エ 原子力災害等 

(ア) 原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線

の漏えいがあったもの 

(イ) 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の

運搬中に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの 

(ウ) 原子力災害対策特別措置法（平成 11年法律第 156号）第１０条の規定により、

原子力事業者から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長にあ

ったもの 

(エ) 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線

の漏えいがあったもの 

オ その他特定の事故 

可燃性ガス等の爆発、漏えい及び異臭等の事故であって、社会的に影響度が高いと認

められるもの 

カ 消防職員及び消防団員の消火活動等に伴う重大事故 

(3) 社会的影響基準 

(1) 一般基準、(2) 個別基準に該当しない火災・事故であっても、報道機関に大きく取

り上げられる等社会的影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 

 

２ 救急・救助事故即報 

救急・救助事故については、次に該当する事故（該当するおそれがある場合を含む。）に

ついて報告をすること。 

(1) 死者５人以上の救急事故 

(2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故 
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(3) 要救助者が５人以上の救助事故 

(4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上の救助事故 

(5) 消防防災ヘリコプター、消防用自動車等に係る重大事故 

(6) 消防職員及び消防団員の救急・救助活動に伴う重大事故 

(7) 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(8) 上記(1)から(7)に該当しない救急・救助事故であっても、報道機関に大きく取り上げ

られる等社会的影響度が高い救急・救助事故（社会的影響度が高いことが判明した時点

での報告を含む。） 

（例示） 

・ 列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故 

・ バスの転落による救急・救助事故 

・ ハイジャックによる救急・救助事故 

・ 不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯施設における設備等において発

生した救急・救助事故 

・ 全国的に流通している食品の摂取又は製品の利用による事故で、他の地域にお

いて同様の事案が発生する可能性があり、消費者安全の観点から把握されるべき

救急・救助事故 

 

３ 武力攻撃災害等即報 

武力攻撃災害等については、次の災害による火災・災害等（該当するおそれがある場合を

含む。）について報告をすること。 

(1) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16 年法律第 112

号。以下「国民保護法」という。）第２条第４項に規定する災害、すなわち、武力攻撃に

より直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の

人的又は物的災害 

(2) 国民保護法第１７２条第１項に規定する緊急対処事態における災害、すなわち、武力

攻撃に準ずる攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性

物質の放出その他の人的又は物的災害 

 

４ 災害即報 

災害即報については、次の基準に該当する災害（該当するおそれがある場合を含む。）に

ついて報告をすること。 

(1) 一般基準 

ア 災害救助法の適用基準に合致するもの 

イ 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

ウ 災害が２都道府県以上にまたがるもので一の都道府県における被害は軽微であって

も、全国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの 

エ 気象業務法第１３条の２に規定する大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表

されたもの 

オ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 
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(2) 個別基準 

次の災害については(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項に定める

個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告をすること。 

ア 地震 

(ア) 当該都道府県又は市町村の区域内で震度５弱以上を記録したもの 

(イ) 人的被害又は住家被害を生じたもの 

イ 津波 

(ア) 津波警報又は津波注意報が発表されたもの 

(イ) 人的被害又は住家被害を生じたもの 

ウ 風水害 

(ア) 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(イ) 洪水、浸水、河川の溢水、堤防の決壊又は高潮等により、人的被害又は住家被

害を生じたもの 

(ウ) 強風、竜巻などの突風等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

エ 雪害 

(ア) 積雪、雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(イ) 積雪、道路の凍結、雪崩等により、孤立集落を生じたもの 

オ 火山災害 

(ア) 噴火警報（火口周辺）が発表されたもの 

(イ) 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(3) 社会的影響基準 

(1) 一般基準、(2) 個別基準に該当しない災害であっても、報道機関に大きく取り上げ

られる等社会的影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 
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(5)-2 直接即報基準 

 

１ 火災等即報 

(1) 交通機関の火災 

(5)-1の１の(2）のアの(ウ）に同じ。 

(2) 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

(5)-1の１の(2)のイの(ア)、(イ)に同じ。 

(3) 危険物等に係る事故（(2)の石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

ア (5)-1の１の（2）のウの(ア)、(イ)に同じ。 

イ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内又は

周辺で、５００平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

ウ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当する

もの 

(ア) 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの 

(イ) ５００キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等 

エ 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近住民

の避難、道路の全面通行禁止等の措置を要するもの 

オ 市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災 

(4) 原子力災害等 

(5)-1の１の(2)のエに同じ。 

(5) ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災 

(6) 爆発、異臭等の事故であって、報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高

いもの（武力攻撃事態等又は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。） 

 

２ 救急・救助事故即報 

死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの 

(1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助事故 

(2) バスの転落等による救急・救助事故 

(3) ハイジャックによる救急・救助事故 

(4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事故 

(5) その他報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高いもの 

 

３ 武力攻撃災害等即報 

(5)-1の３の(1)、(2)に同じ。 

 

４ 災害即報 

(1) 地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有無を問

わない。） 

(2) (5)-1 の４の(2)のイ、ウ及びオのうち、死者又は行方不明者が生じたもの 
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(6) 災害報告取扱要領（昭和 45年消防防第 246 号） 

 

昭和 45年 4月 10日 

消防防第 246号消防庁長官 

最終改正 令和 5年 5月消防応第 55号 

第 1 総則 

1 趣旨 

この要領は、消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第 40条の規定に基づき消防庁長

官が求める報告のうち災害に関する報告についてその形式及び方法を定めるものとす

る。 

なお、災害即報については、火災・災害等即報要領（昭和 59年 10月 15日付消防災第

267号）の定めるところによるものとする。 

 

2 災害の定義 

「災害」とは、暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、

噴火、地滑りその他の異常な自然現象又は大規模な事故のうち火災（火災報告取扱要領

（平成６年４月 21日付消防災第 100号）に定める火災をいう。）を除いたものとする。 

 

3 被害状況等の報告 

市町村は、把握した被害状況等について必要な事項を都道府県に報告し、都道府県は、

市町村からの報告及び自らの情報収集等により把握した被害状況等を整理して、必要な

事項を消防庁長官に報告するものとする。 

なお、各都道府県は、被害状況の把握にあたって当該都道府県の警察本部等関係機関

と密接な連絡を保つものとする。 

 

4 報告すべき災害 

この要領に基づき報告すべき災害は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 災害救助法の適用基準に合致するもの 

(2) 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

(3) 災害が当初は軽微であっても、２都道府県以上にまたがるもので、一の都道府県に

おける被害は軽微であっても、全国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じてい

るもの 

(4) 災害による被害に対して、国の特別の財政援助を要するもの 

(5) 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告する必要があると認めら

れるもの 

 

5 報告の種類、期日等 

(1) 報告の種類、提出期限、様式及び提出部数は次の表のとおりとする。 

報告の種類 提 出 期 限 様 式 提出部数 

災害確定報告 応急対策を終了した後 20日以内 第 1号様式 1 部 
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災害中間年報 12 月 20日 第 2号様式 1 部 

災害年報 4 月 30日 第 3号様式 1 部 

(2) 災害中間年報は、毎年 1月 1 日から 12月 10日までの災害による被害の状況につい

て、12月 10 日現在で明らかになったものを報告するものとする。 

(3) 災害年報は、毎年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの災害による被害の状況について、

翌年 4月 1日現在で明らかになったものを報告するものとする。 

 

 

第 2 記入要領 

第１号様式、第２号様式及び第３号様式の記入要領は、次に定めるところによるもの 

とする。 

 

1 人的被害 

(1) 「死者」とは、当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの又は死体は確認でき

ないが、死亡したことが確実な者とする。また、「災害関連死者」とは、当該災害によ

る負傷の悪化又は避難生活等における身体的負担による疾病により死亡し、災害弔慰

金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82号）に基づき災害が原因で死亡したも

のと認められたもの（実際には災害弔慰金が支給されていないものも含めるが、当該

災害が原因で所在が不明なものは除く。）とする。 

(2) 「行方不明者」とは、当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある

者とする。 

(3) 「重傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあ

る者のうち１月以上の治療を要する見込みのものとする。 

(4) 「軽傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあ

る者のうち１月未満で治療できる見込みのものとする。 

 

2 住家被害 

(1) 「住家」とは、現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であ

るかどうかを問わない。 

(2) 「全壊」とは、住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住

家全部が倒壊、流失、埋没したもの、又は住家の損壊（ここでいう「損壊」とは、住

家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなけれ

ば元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。以下同じ。）が甚だしく、補修に

より元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊若しくは流出

した部分の床面積がその住家の延べ床面積の 70％以上に達した程度のもの又は住家

の主要な構成要素（ここでいう「主要な構成要素」とは、住家の構成要素のうち造作

等を除いたものであって、住家の一部として固定された設備を含む。以下同じ。）の経

済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 50％以上に達し

た程度のものとする。 

(3) 「半壊」とは、住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわ
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ち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体

的には、損壊部分がその住家の延べ床面積の 20％以上 70％未満のもの、又は住家の主

要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合

が 20％以上 50％未満のものとする。 

(4) 「一部破損」とは、全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要と

する程度のものとする（床上浸水及び床下浸水に該当するものを除く）。ただし、ガラ

スが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。 

(5) 「床上浸水」とは、全壊及び半壊に該当しない場合において、住家の床より上に浸

水したもの及び土砂竹木のたい積により一時的に居住することができないものとす

る。 

(6) 「床下浸水」とは、全壊及び半壊に該当しない場合において、床上浸水にいたらな

い程度に浸水したものとする。 

 

3 非住家被害 

(1) 「非住家」とは、住家以外の建物でこの報告中他の被害個所項目に属さないものと

する。これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

(2) 「公共建物」とは、例えば役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用に

供する建物とする。 

(3) 「その他」とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

(4) 非住家被害は、全壊又は半壊の被害を受けたもののみを記入するものとする。 

 

4 その他 

(1) 「田の流失、埋没」とは、田の耕土が流失し、又は砂利等のたい積のため、耕作が

不能になったものとする。 

(2) 「田の冠水」とは、稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 

(3) 「畑の流失、埋没」及び「畑の冠水」については、田の例に準じて取り扱うものと

する。 

(4) 「学校」とは、学校教育法（昭和 22年法律第 26 号）第１条に規定する学校をいい、

具体的には、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校、大学及び高等専門学校における教育の用に供する施設とする。 

(5) 「道路」とは、道路法（昭和 27年法律第 180号）第２条第１項に規定する道路のう

ち、橋りょうを除いたものとする。 

(6) 「橋りょう」とは、道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とする。 

(7) 「河川」とは、河川法（昭和 39年法律第 167号）が適用され、若しくは準用される

河川若しくはその他の河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、

床止その他の施設若しくは沿岸を保全するために防護することを必要とする河岸と

する。 

(8) 「港湾」とは、港湾法（昭和 25 年法律第 218 号）第２条第５項に規定する水域施

設、外かく施設、けい留施設、又は港湾の利用及び管理上重要な臨港交通施設とする。 

(9) 「砂防」とは、砂防法（明治 30 年法律第 29号）第１条に規定する砂防施設、同法
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第３条の規定によって同法が準用される砂防のための施設又は同法第３条の２の規

定によって同法が準用される天然の河岸とする。 

(10) 「清掃施設」とは、ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

(11) 「鉄道不通」とは、汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 

(12) 「被害船舶」とは、ろかいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行

不能になったもの及び流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行

できない程度の被害を受けたものとする。 

(13) 「電話」とは、災害により通話不能となった電話の回線数とする。 

(14) 「電気」とは、災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数

とする。 

(15) 「水道」とは、水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点

における戸数とする。 

(16) 「ガス」とは、一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち

最も多く供給停止となった時点における戸数とする。 

(17) 「ブロック塀」とは、倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

(18) 「り災世帯」とは、災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を

維持できなくなった生計を一にしている世帯とする。 

例えば寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので共同生活を営んでい

るものについては、これを一世帯として扱い、また同一家屋の親子、夫婦であっても、

生活が別であれば分けて扱うものとする。 

(19) 「り災者」とは、り災世帯の構成員とする。 

 

5 火災発生 

火災発生件数については、地震又は火山噴火の場合のみ報告するものであること。 

 

6 被害金額 

(1) 「公立文教施設」とは、公立の文教施設とする。 

(2) 「農林水産業施設」とは、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関

する法律（昭和 25年法律第 169号）による補助対象となる施設をいい、具体的には、

農地、農業用施設、林業用施設、漁港施設及び共同利用施設とする。 

(3) 「公共土木施設」とは、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26年法律第

97号）による国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、

林地荒廃防止施設、道路、港湾及び漁港とする。 

(4) 「その他の公共施設」とは、公共文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外

の公共施設をいい、例えば庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又は公共の用に

供する施設とする。 

(5) 災害中間年報及び災害年報の公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びそ

の他の公共施設については、未査定額（被害見込額）を含んだ金額を記入する。 

(6) 「公共施設被害市町村」とは、公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及び

その他の公共施設の被害を受けた市町村とする。 
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(7) 「農産被害」とは、農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、

農作物等の被害とする。 

(8) 「林産被害」とは、農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の

被害とする。 

(9) 「畜産被害」とは、農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の

被害とする。 

(10) 「水産被害」とは、農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えば、のり、漁具、

漁船等の被害とする。 

(11) 「商工被害」とは、建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器

具等とする。 

 

7 備考 

備考欄には、災害発生場所、災害発生年月日、災害の種類及び概況、消防機関の活動状

況その他について簡潔に記入するものとする。 
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(7) 消防法施行規則（昭和 36年自治省令第 6号）第 34条の消防信号 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=336M50000008006 

別表第一の三 

①消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第６号）第 34 条の消防信号（別表第一の三） 
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②水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 20 条の水防信号（福井県水防計画より修正 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/sabo/suiboukeikaku_d/fil/suiboukeikau.pdf） 

知事の定める水防信号は、次のとおりとする。 

第１信号 氾濫注意水位（警戒水位）に達したことを知らせるもの 

第２信号 水防団員及び消防機関に属する者の全員が出動すべきことを知らせるもの 

第３信号 必要と認める区域内の居住者に避難のため立ち退くべきことを知らせるもの 

 
出典：令和６年度福井県水防計画 

 

③気象業務法施行規則（昭和 27年運輸省令第 101号）第 13条の津波標識 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/faq/siren.html

 

 

出典：気象庁 
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④津波フラッグ 

https://www.data.jma.go.jp/eqev/data/tsunami_bosai/img/guideline_tsunami_flag.pdf 

 津波フラッグの仕様及び運用については、予報警報標識規則（以下「標識規則」という。）

に以下のとおり定められている。 

○旗の色彩： 赤と白の格子模様 

赤 白 

白 赤 

〇旗の形： 方形（四角形） 

○旗の使用： 

・津波警報等が発表されたら、その伝達のために直ちに用

いる。 

・津波注意報、津波警報及び大津波警報の伝達はすべて同

じ旗で行う。 

・津波警報等の切り替え及び解除の際は、旗による伝達は

行わない。 

 

なお、令和２年６月 24日の標識規則の改正・施行以前に、津波フラッグ以外の旗を用い

て津波からの避難を呼びかけていた自治体等については、津波フラッグへの移行期間とし

て、改正・施行後１年間は従前に用いていた旗により津波警報等の伝達を行ってもよい。 

出典：「津波フラッグ」による津波警報等の伝達に関するガイドライン（気象庁） 
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(8) 災害弔慰金の支給等に関する条例 

平成 16年 3月 1日 

条例第 68号 

 (目的) 

第 1 条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律(昭和 48 年法律第 82号。以下「法」

という。)及び災害弔慰金の支給等に関する法律施行令(昭和 48 年政令第 374 号。以下

「令」という。)の規定に基づき、暴風豪雨等の自然災害により死亡した市民の遺族に対

する災害弔慰金の支給を行い、自然災害により精神又は身体に著しい障害を受けた市民

に災害障害見舞金の支給を行い、並びに自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対

する災害援護資金の貸付けを行い、もって市民の福祉及び生活の安定に寄与することを

目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他異常な自然現象により被

害が生ずることをいう。 

(2) 市民 災害により被害を受けた当時、本市の区域内に住所を有した者をいう。 

(災害弔慰金の支給) 

第 3 条 市は、市民が令第 1 条に規定する災害により死亡したときは、その者の遺族に対

し、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

(災害弔慰金を支給する遺族) 

第 4 条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第 3 条第 2 項の遺族の範囲とし、その順

位は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族を先に

し、その他の遺族を後にする。 

(2) 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

2 前項の場合において、同順位の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし、同

順位の祖父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母

を先にし、実父母を後にする。 

3 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前 2項の規定により難いときは、前 2項

の規定にかかわらず、第 1 項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができ

る。 

4 前 3 項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が 2人以上あると

きは、その 1人に対してした支給は、全員に対しなされたものとみなす。 
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(災害弔慰金の額) 

第 5 条 災害により死亡した者 1 人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時に

おいてその死亡に関し災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として

維持していた場合にあっては 500 万円とし、その他の場合にあっては 250 万円とする。

ただし、死亡者がその死亡に係る災害に関し既に第 9 条に規定する災害障害見舞金の支

給を受けている場合は、これらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除し

た額とする。 

(死亡の推定) 

第 6 条 災害の際現にその場に居合わせた者についての死亡の推定については、法第 4 条

の規定によるものとする。 

(支給の制限) 

第 7 条 弔慰金は、次に掲げる場合には支給しない。 

(1) 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

(2) 令第 2条に規定する場合 

(3) 災害に際し、市長の避難の指示に従わなかったことその他の特別の事情があるため、

市長が支給を不適当と認めた場合 

(支給の手続) 

第 8 条 市長は、災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは、規則で定めると

ころにより支給を行うものとする。 

2 市長は、災害弔慰金の支給に関し遺族に対し、必要な報告又は書類の提出を求めること

ができる。 

(災害障害見舞金の支給) 

第 9 条 市は、市民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったとき(その症状が固定

したときを含む。)に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該市民(以下「障害者」

という。)に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

(災害障害見舞金の額) 

第 10条 障害者 1人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又

は疾病にかかった当時においてその属する世帯の生計を主として維持していた場合にあ

っては 250万円とし、その他の場合にあっては 125万円とする。 

(準用) 

第 11条 第 7条及び第 8条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

(災害援護資金の貸付け) 

第 12 条 市は、令第 3 条に掲げる災害により法第 10 条第 1 項各号に掲げる被害を受けた

世帯の市民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付

けを行うものとする。 

2 前項に掲げる世帯は、その所得について法第 10 条第 1 項に規定する要件に該当するも

のでなければならない。 

(災害援護資金の限度額等) 

第 13条 災害援護資金の 1災害における 1世帯当たりの貸付限度額は、災害による当該世

帯の被害の種類及び程度に応じ、それぞれ次に掲げるとおりとする。 
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(1) 療養に要する期間が、おおむね 1月以上である世帯主の負傷(以下「世帯主の負傷」

という。)があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね 3分の 1以上である損害(以

下「家財の損害」という。)及び住居の損害がない場合 150万円 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 250万円 

ウ 住居が半壊した場合 270万円 

エ 住居が全壊した場合 350万円 

(2) 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 150万円 

イ 住居が半壊した場合 170万円 

ウ 住居が全壊した場合(エの場合を除く。) 250万円 

エ 住居の全体が滅失若しくは流失した場合 350万円 

(3) 第 1号のウ又は前号のイ若しくはウにおいて、被災した住居を建て直すに際しその

住居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、「270万円」

とあるのは「350万円」と、「170万円」とあるのは「250万円」と、「250万円」とある

のは「350万円」と読み替えるものとする。 

2 災害援護資金の償還期間は、10 年とし、据置期間はそのうち 3 年(令第 7 条第 2 項括弧

書の場合は、5年)とする。 

(保証人及び利率) 

第 14条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができる。 

2 法第 10 条第 4 項の条例で定める率は、保証人を立てる場合にあっては無利子とし、保

証人を立てない場合にあっては年 1.5パーセントとする。 

3 第 1 項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担するものと

し、その保証債務は、令第 9条の違約金を包含するものとする。 

(償還等) 

第 15条 災害援護資金は、年賦償還、半年賦償還又は月賦償還とする。 

2 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸付けを受けた者は、いつ

でも繰上償還をすることができる。 

3 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、法第 13条、第

14条第 1項及び第 16条並びに令第 8 条、第 9条及び第 12条の規定によるものとする。 

(委任) 

第 16条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 16年 3月 1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行前に芦原町災害弔慰金の支給等に関する条例(昭和 49年芦原町条例第 21

号)又は金津町災害弔慰金の支給等に関する条例(昭和 62 年金津町条例第 8 号)の規定に

よりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされた処
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分、手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成 31 年３月 26日条例第５号） 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 31年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例による改正後のあわら市災害弔慰金の支給等に関する条例の規定は、この条

例の施行の日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金

の貸付けについて適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対す

る災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。 

附 則（令和元年９月 25日条例第 20 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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(9) あわら市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

平成 16年３月１日 

規則第 53号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、あわら市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成 16年あわら市条例

第 68号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（支給の手続） 

第２条 市長は、条例第３条の規定により災害弔慰金を支給するときは、次に掲げる事項の

調査を行った上、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

(１) 死亡者（行方不明者を含む。以下同じ。）の氏名、性別及び生年月日 

(２) 死亡（行方不明を含む。）の年月日及び死亡の状況 

(３) 死亡者の遺族に関する事項 

(４) 支給の制限に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（必要書類の提出） 

第３条 市長は、本市の区域外で死亡した市民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する被

災証明書を提出させるものとする。 

２ 市長は、市民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるもの

とする。 

（支給の手続） 

第４条 市長は、条例第９条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次に掲げる事

項の調査を行った上、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

(１) 障害者の氏名、性別及び生年月日 

(２) 障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった年月日及び負傷又は疾病の状況 

(３) 障害の種類及び程度に関する事項 

(４) 支給の制限に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（必要書類の提出） 

第５条 市長は、本市の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった市民に対

し、負傷し、又は疾病にかかった地の官公署の発行する被災証明書を提出させるものと

する。 

２ 市長は、障害者に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48年法律第 82号）別

表に規定する障害を有することを証明する医師の診断書（様式第１号）を提出させるも

のとする。 

（借入れの申込み） 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けようとする者（以下「借入

申込者」という。）は、次に掲げる事項を記載した災害援護資金借入申込書（様式第２号。

以下「借入申込書」という。）を市長に提出しなければならない。 

(１) 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(２) 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 
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(３) 貸付けを受けようとする理由及び資金の使途についての計画 

(４) 保証人を立てる場合は、保証人となるべき者に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 借入申込書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

(１) 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の療養見込期間及び療養

概算額を記載した診断書 

(２) 被害を受けた日の属する年の前年（当該被害を１月から５月までの間に受けた場

合にあっては前々年とする。以下この号において同じ。）において、他の市町村に居住

していた借入申込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村長の証明

書 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた書類 

３ 借入申込者は、借入申込書をその者の被災の日の属する月の翌月１日から起算して３

月を経過する日までに提出しなければならない。 

（調査） 

第７条 市長は、借入申込書の提出を受けたときは、速やかに、その内容を検討の上、当該

世帯の被害の状況、所得その他の必要な事項について調査を行うものとする。 

（貸付けの決定） 

第８条 市長は、借入申込者に対して資金を貸し付ける旨を決定したときは、災害援護資金

貸付決定通知書（様式第３号。以下「貸付決定通知書」という。）を借入申込者に交付す

るものとする。 

２ 市長は、借入申込者に対して、資金を貸し付けない旨を決定したときは、災害援護資金

貸付不承認決定通知書（様式第４号）を借入申込者に交付するものとする。 

（借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた借入申込者は、速やかに、災害援護資金借用書（保

証人を立てる場合は、保証人の連署した借用書）（様式第５号。以下「借用書」という。）

に、自己の印鑑証明書（保証人を立てる場合は、自己及び保証人の印鑑証明書）を添えて、

市長に提出しなければならない。 

（貸付金の交付） 

第 10条 市長は、前条の借用書を受理したときは、借入申込者に貸付金を交付するものと

する。 

（償還の完了） 

第 11条 市長は、資金の貸付けを受けた者（以下「借受人」という。）が貸付金の償還を完

了したときは、当該借受人に係る借用書及びこれに添えられた印鑑登録証明書を遅滞な

く返還するものとする。 

（繰上償還の申出） 

第 12条 繰上償還をしようとする者は、繰上償還申出書（様式第６号）を市長に提出する

ものとする。 

（償還金の支払猶予） 

第 13条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、償還金支払猶予申請書

（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 
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２ 市長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、支払猶予承認通知書（様式第８号）

を、当該借受人に交付するものとする。 

３ 市長は、支払の猶予を認めない旨の決定をしたときは、支払猶予不承認通知書（様式第

９号）を当該借受人に交付するものとする。 

（違約金の支払免除） 

第 14条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、その理由を記載した違

約金支払免除申請書（様式第 10号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、違約金の支払免除を認める旨を決定したときは、違約金支払免除承認通知書

（様式第 11号）を当該借受人に交付するものとする。 

３ 市長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、違約金支払免除不承認通知書（様式

第 12号）を当該借受人に交付するものとする。 

（償還金の免除） 

第 15条 資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者（以下「償還

免除申請者」という。）は、災害援護資金償還免除申請書（様式第 13 号）を市長に提出し

なければならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げるいずれかの書類を添えなければならない。 

(１) 借受人の死亡を証する書類 

(２) 借受人が精神又は身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなくな

ったことを証する書類 

(３) 借受人が破産手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けたことを証する書類 

３ 市長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、災害援護資金償還免除承認通知書

（様式第 14号）を当該償還免除申請者に交付するものとする。 

４ 市長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、災害援護資金償還免除不承認通知

書（様式第 15号）を当該償還免除申請者に交付するものとする。 

（督促） 

第 16条 市長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行する

ものとする。 

（氏名又は住所の変更届等） 

第 17条 借受人又は保証人について、氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に異動

を生じたときは、借受人は速やかに、氏名等変更届（様式第 16 号）を市長に提出しなけ

ればならない。ただし、借受人が死亡したときは、同居の親族又は保証人が代わってその

旨を届け出るものとする。 

（その他） 

第 18条 この規則に定めるもののほか、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害

援護資金の貸付けの手続に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 16年３月１日から施行する。 

附 則（平成 31年３月 29 日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成 31年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この規則による改正前のあわら市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則に定める

様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和元年９月 25日規則第 22号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年９月 30日規則第 13号の２） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年 10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の各規則の規定は、この規則の施行の日以後にされた申請につ

いて適用し、同日前の申請については、なお従前の例による。 

３ この規則による改正前の各規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調 

整をして使用することができる。 
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(10) 福井県災害ボランティアセンター連絡会開催要綱（福井県地域防災計画 

資料編） 

 

（設置） 

第 1 条 県災害対策本部が設置される大規模災害が発生した際などに、災害ボランティア

の活動拠点として設置される「災害ボランティアセンター」（以下「センター」という。）

の設置および運営に関する基本事項を協議･決定し、また、平常時において、構成団体相

互間の連携･協力関係の推進等に努めるなど、災害時における迅速かつ的確な対策の実施

に資するため、「福井県災害ボランティアセンター連絡会」（以下「連絡会」という。）を

開催する。 

 

（所掌事務） 

第 2 条 連絡会は、次に掲げる事務を行なう。 

(1) センターの設置･運営に関すること。 

(2) 災害ボランティア活動を円滑に行なうための構成団体相互間の情報交換および交流

に関すること。 

(3) その他、センター活動の推進に関すること。 

 

（構成） 

第 3 条 連絡会は別表に掲げる団体で構成する。 

 

（会議） 

第 4条 連絡会に座長を置き、座長は社会福祉法人福井県社会福祉協議会専務理事とする。 

２ 座長は、必要に応じて構成員以外の者を会議に出席させ、意見または説明を求めること

ができる。 

３ 会議は、県からの要請を踏まえ、または必要に応じて座長が招集する。 

 

（事務局） 

第 5 条 連絡会の事務局は、総務部男女参画･県民活動課において行なう。 

 

（雑則） 

第 6 条 この要綱に定めるもののほか、連絡会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は平成 25年３月 22日から施行する。 
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２ 協定関係 
 

(1) 福井県･市町村災害時相互応援協定 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法第 67 条および 68 条の規定の趣旨に基づき、県内に

おいて災害が発生し、被災市町村独自では十分な応急措置が実施できないときに、県およ

び県内市町村が協力して支援を実施するため、必要な事項について定めるものとする。 

 

（連絡窓口） 

第２条 県および市町村は、災害が発生した場合に、速やかに必要な情報を相互に伝達する

ため、あらかじめ連絡担当部局を定め、連絡体制をとるものとする。 

 

（県および隣接市町村における情報収集・伝達） 

第３条 災害が発生した場合、県および隣接市町村は、被災市町村における被災状況等の情

報収集に積極的に努めるものとする。 

２ 隣接市町村は、収集した情報を県に速やかに報告するものとする。 

３ 収集した被災状況、応急活動等の情報を速やかに他の市町村に伝達するものとする。 

 

（県の役割） 

第４条 県は、被災市町村から応援要請があった場合は、速やかに連絡調整を行うとともに

応急措置を講じ、または他の市町村に対し応援を求めるものとする。 

２ 県は、災害の規模、場所または被災市町村からの応援要請内容に照らし、必要と認めた

場合、速やかに防災機関または他県に応援を求めるものとする。 

 

（応援の内容） 

第５条 応援の内容は次に掲げるとおりとする。 

（1）食料、飲料水および生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供および斡旋 

（2）被災者の救出、医療、防疫、施設等の応急復旧等に必要な資機材および物資の提供お

よび斡旋 

（3）救援および救助活動に必要な車両等の提供および斡旋 

（4）救援、医療、防疫、応急復旧活動等に必要な職員の派遣 

（5）ボランティアの斡旋 

（6）児童生徒の受入れ 

（7）被災者に対する住宅の斡旋 

（8）前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項 

 

（応援要請の手続き） 

第６条 応援を受けようとする市町村は、県および市町村に対して次の事項を明らかにし
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て無線または電話で応援要請し、後に速やかに別に定める様式により提出するものとす

る。 

（1）被害の状況 

（2）前条第 1号から第 3号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の品名お

よび数量等 

（3）前条第 4号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種および人員 

（4）応援場所および応援場所への経路 

（5）応援の期間 

（6）前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 被災市町村から直接応援要請を受けた市町村は、速やかに応援内容を県に対して報告

するものとする。 

 

（応援経費の負担） 

第７条 応援に要した経費は、原則として応援を受けた市町村の負担とする。 

２ 応援を要請した市町村が、前項に規定する経費を支弁するいとまがなく、かつ応援を要

請した市町村から申し出があった場合は、応援を要請された市町村は、一時繰替支弁する

ものとする。 

 

（自主応援の実施） 

第８条 災害が発生し、被災市町村との連絡がとれない場合において、応援を行おうとする

市町村が必要と認めたときは、職員を派遣し被災地の情報収集を行うとともに、当該情報

に基づいて必要な応援を行うことができる。 

２ 応援を行おうとする市町村は、応援内容を県に対して報告するものとする。 

３ 前項に基づく応援については、第６条に定める要請があったものとみなす。 

 

（物資等の携行） 

第９条 応援を行おうとする市町村は、職員等を派遣する場合には、自ら消費または使用す

る物資等を携行させるように努めるものとする。 

 

（日頃の災害に対する備え） 

第 10条 県および市町村は、日頃の防災意識の高揚を図るとともに、防災施設および資機

材の整備および防災に関する組織の育成に努めるものとする。 

 

（訓練の実施） 

第 11条 市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、市町村防災訓練を実施

するとともに、毎年実施している県防災総合訓練に積極的に参加するよう努めるものと

する。 

 

（市町村消防防災連絡会議の開催） 

第 12条 県と市町村は、この協定が円滑に行われるよう、毎年および必要に応じ市町村消
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防防災連絡会議を開催して、防災に関する必要な情報を交換するものとする。 

 

（その他） 

第 13条 この協定の実施に関し、必要な事項およびこの協定に定めのない事項は、県およ

び市町村が協議して定めるものとする。 

 

附則 

この協定は、平成８年２月 23日から適用する。 

この協定の成立を証するため、県および各市町村記名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成 8年 2月 23 日 

 

 

福井県知事             坂井町長 

福井市長              今立町長 

敦賀市長              池田町長 

武生市長              南条町長 

小浜市長              今庄町長 

大野市長              河野村長 

勝山市長              朝日町長 

鯖江市長              宮崎村長 

美山町長              越前町長 

松岡町長              越廼村長 

永平寺町長             織田町長 

上志比村長             清水町長 

和泉村長              三方町長 

三国町長              美浜町長 

芦原町長              上中町長 

金津町長              名田庄村長 

丸岡町長              高浜町長 

春江町長              大飯町長 
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(2) 福井県防災ヘリコプター応援協定 

 

(目的) 

第１条 この協定は、福井県下の市町村および消防の一部事務組合(以下｢市町村等｣とい

う。)が、災害による被害を最小限に防止するため、福井県の所有する防災ヘリコプター(以

下｢防災ヘリ｣という。)の応援を求めることについて、必要な事項を定めることを目的とす

る。 

 

(協定区域) 

第２条 この協定区域は前条の市町村等の区域とする。 

 

(災害の範囲) 

第３条 この協定において、災害とは、消防組織(昭和 22年法律第 226号)第 1条に規定す

る災害をいう。 

 

(応援要請) 

第４条 この協定も基づく応援要請は、災害が発生した市町村等(以下｢発令市町村等｣とい

う。)の長が、次のいづれかに該当し、防災ヘリの活動を必要と判断する場合に、福井県知

事(以下｢知事｣という。)に対して行うものとする。 

(1) 災害が、隣接する市町村等に拡大し、または影響を与えるおそれのある場合 

(2) 発令市町村等の消防力によっては、防御が著しく困難と認められる場合 

(3) その他救急搬送等、緊急性があり、かつ、防災ヘリ以外に適切な手段がなく、防災ヘリ

による活動が最も有効な場合 

 

(応援要請の方法) 

第５条 応援要請は、福井県防災航空事務所長に次の事項を明らかにして行うものとする。 

(1) 災害の種別 

(2) 災害発生の日時、場所および被害の状況 

(3) 災害発生現場の気象状態 

(4) 災害現場の最高指揮者の職・氏名および連絡方法 

(5) 飛行場離着陸場の所在地および地上支援体制 

(6) 応援に要する資機材の品目および数量 

(7) その他必要な事項 

 

(防災航空隊の派遣) 

第６条 知事は、前条の規定により応援要請を受けたときは、災害発生現場の気象状態を確

認の上、応援するものとする。 

2 前条の規定による要請に応ずることができない場合は、知事は、その旨を速やかに発災

市町村等の長に通報するものとする。 
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第７条 前条第 1 項の規定により応援する場合において、災害現場における防災航空隊の

隊員(以下｢隊員｣という。)の指揮は、発災市町村等の定める災害現場の最高責任者が行

うものとする。 

 

(消防活動に従事する場合の特例) 

第８条 応援要請に基づき隊員が消防活動に従事する場合には、発災市町村等の長から隊

員を派遣している市町村等の長に対し、福井県市町村消防相互応援協定(以下｢相互応援

協定｣という。)第 5条の規定に基づく応援要請があったものとみなす。 

 

(経費負担) 

第９条 この協定に基づく応援に要する経費は、相互応援協定第 8 条の規定にかかわらず、

次の各号に定めるところにより負担するものとする。 

(1)  応援のために生じる隊員の手当、燃料費等の運航経費および事故により生じた

経費は、福井県の負担とする。火災防御活動に使用した消火剤については、発災

市町村等の負担とする。 

(2)  前号以外の経費については福井県と関係市町村等が、その都度協議のうえ決定

する。 

 

(その他) 

第 10条 この協定に定めのない事項は、福井県および市町村等が協議して定めるものとす

る。 

 

(適用) 

第 11条 この協定は、平成 9年 4月 1日から適用する。 
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福井県防災ヘリコプター使用要領 

 

第１章  総則 

（趣旨） 

第１ この要領は、福井県防災ヘリコプター運航管理要綱（以下「要綱」という。）第 23条

の規定に基づき、防災ヘリコプターの使用手続きに関して、必要な事項を定めるものと

する。 

 

（他の規定との関係） 

第２ 防災ヘリコプターの使用手続きに関しては、要綱および福井県防災ヘリコプター応

援協定（以下「協定」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

第２章  緊急運航 

（緊急運航の要請） 

第３ 要綱第１８条第１項の緊急運航の要請は、協定に基づき、災害等が発生した市町村お

よび消防の一部事務組合（以下「市町村等」という。）の長が運航管理責任者に行う。 

２ 前項の要請は、運航管理責任者に対して速報後、防災ヘリコプター緊急運航要請書（株

式第 1号）により行うものとする。 

 

（緊急運航の決定） 

第４ 要綱第１９条第１項の緊急運航の決定は、運航管理責任者が防災ヘリコプター緊急

運航決定書（様式第２号）により行うものとする。 

 

（緊急運航の報告） 

第５ 運航指揮者は、緊急運航を終了した場合には、緊急運航速報（様式第３号）により、

速やかに活動の内容を運航管理責任者に報告するものとする。 

２ 緊急運航を要請をした市町村等の長は、災害等が収束した場合、災害状況報告書（様式

任意）により、その旨を運航管理責任者に報告するものとする。 

３ 運航管理責任者は、緊急運航を行ったときは、緊急運航報告書（様式第４号）を作成し、

速やかに、運航監督者に報告しなければならない。 

 

（緊急運航の受け入れ体制） 

第６ 緊急運航を要請した市町村等の長は、防災航空隊と密接な連絡を図るとともに、必要

に応じ、次の受入れ体制を整えるものとする。 

（1）離着陸場所の確保および安全対策 

（2）傷病者等の搬送先の離着陸場所および病院等への搬送手配 

（3）空中消火用資機材、空中消火基地の確保 

（4）その他必要な事項 

 

第３章 災害予防活動 
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（災害予防活動の使用申請） 

第７ 要網第１５条第１項第６号に定める災害予防活動を予定する者は、運航管理責任者

に 2 月末日までに翌年度の使用予定について防災ヘリコプター災害予防活動使用年間予

定表（様式第 5号）を提出し、かつ、使用月の前々月の末日までに、防災ヘリコプター災

害予防活動使用申請書（様式第 6号）を提出しなければならない。 

 

（災害予防活動の使用承認） 

第８ 運航管理責任者は、第７の申請があったときは、その使用目的、使用内容等を審査の

上、適当と認めるときは、その使用を承認するものとする。 

２ 運航管理責任者は、前項により承認した場合は、防災ヘリコプター災害予防活動使用承

認書（様式第７号）を申請者に交付するものとする。 

 

第４章 防災訓練等参加 

（防災訓練等への参加基準） 

第９ 防災ヘリコプターの防災訓練への参加は、市町村等が主催する防災訓練および消防

訓練（以下「防災訓練等」という。）とする。 

２ 防災ヘリコプターによる訓練は、救急活動訓練のみまたは救助活動訓練、災害応急対策

活動訓練もしくは火災防御訓練のうち 2種目以内とする。 

 

（防災訓練等への参加依頼） 

第 10 防災訓練等に防災ヘリコプターの参加を希望する市町村等の長は、訓練月の前々月

の末日までに、防災ヘリコプター防災訓練等参加依頼書（様式第 8 号）に防災訓練等の

計画書を添えて運航管理責任者に提出しなければならない。 

 

（防災訓練等への参加決定） 

第 11 運航管理責任者は、第１０の依頼があったときは、訓練場所の飛行条件の調査を行

ったうえ、適当と認めるときは、その参加を決定するものとする。 

２ 運航管理責任者は、前項により決定した場合は、防災ヘリコプター防災訓練等参加通知

書（様式第９号）を市町村等の長に交付するものとする。 

３ 運航管理責任者は、前項の参加通知に必要な条件を付けることができるものとする。 

 

（防災訓練等への参加の中止） 

第 12 運航管理責任者は、当日の気象条件が防災ヘリコプターの運航に適さない場合には、

防災ヘリコプターを使用する訓練の一部または全部を中止するものとする。 

 

（防災訓練等への参加時の市町村等の措置） 

第 13 市町村等の長は、第１１の参加通知があった場合、次の措置を行わなければならな

い。 

(1) 防災ヘリコプターの離着陸場を確保し、航空法施行規則第 172条の 2に規定する飛行、

場外離着陸許可申請に係る場外離着陸場の位置図、周辺詳細図、土地使用承諾書を作成
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のうえ、訓練日の 1ヶ月前までに運航管理責任者に提出する。 

(2) 離着陸地帯には所定の標識を設け、散水等必要な措置を講ずる。 

(3) 防災ヘリコプターの離着陸に際しては、人員を配置して離着陸地帯およびその周辺へ

の立入を禁止する。 

(4) 防災ヘリコプターの離着陸に伴う騒音、砂塵等について、事前に離着陸場周辺住民に理

解を得る。なお、万一これらの苦情等が発生した場合には、市町村等の責任で処理する。 

(5) 場外離着陸場の確認のため、航空隊が行う事前調査、訓練等に際し、(2)～(4)の措置を

講ずる。 

(6) 訓練に必要な資機材の借用、陸上輸送等が必要な場合には、所要の協力を行う。 

 

（附則） 

この要領は、平成 9年 4月 1日から施行する。 
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(3) 福井県広域消防相互応援協定書 

 

(目的) 

第 1 条 この協定は、消防組織法(昭和 22 年法律第 226 号)第 39 条の規定に基づき、福井

県内の市町(消防事務を処理する一部事務組合が設けられている場合は、当該一部事務組

合とする。以下同じ。)における相互応援体制を確立し、消防力の強化を図ることを目的

とする。 

 

(協定区域) 

第 2 条 協定区域は、この協定書により協定した市町(以下「関係市町」という。)の区域と

する。 

 

(災害の範囲) 

第 3 条 この協定において「災害」とは、消防組織法第 1条に規定する災害で、応援活動を

必要とするものをいう。 

 

(応援の種別) 

第 4 条 この協定による応援は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 普通応援  関係市町が接する地域及び当該地域周辺部で災害が発生した場合に、

被災市町の長(一部事務組合にあっては、管理者とする。以下同じ。)の要

請を待たずに出動する応援 

(2) 特別応援  関係市町の区域内に災害が発生した場合に、被災市町の長の要請に基

づいて出動する応援。ただし、通信の途絶等により被災地との連絡をとる

ことができないときは、関係市町の長は、被災市町の長からの要請があっ

たものとみなし応援出動することができる。 

2 前項第 1号に規定する普通応援については、この協定書に定めるもののほか、関係市町

の長が別に定めることができる。 

 

(応援要請) 

第 5 条 特別応援を要請しようとする市町(以下「受援市町」という。)の長は、次の事項を

明確にして応援する市町(以下「応援市町」という。)の長に対し応援の要請を行うものと

する。 

(1) 災害の種別 

(2) 災害の発生場所及び災害の状況 

(3) 応援隊の種別、隊数及び人員 

(4) 防ぎょに必要な資機材の種別及び人員 

(5) 集結場所 

(6) その他必要な事項 

2 受援市町の長は、事後速やかに前各号に掲げる事項を記載した文書を応援市町の長に提

出しなければならない。 



74 

3 普通応援で出動した場合は、応援市町の長は、直ちにその旨を被災市町の長に連絡する

ものとする。 

 

(応援隊の派遣) 

第 6 条 応援市町の長は、当該市町の区域内の警備に支障のない範囲において、応援隊を派

遣するものとする。 

2 応援市町の長は、前項の規定により応援隊を派遣したときは、出発時刻、出動人員、機

械器具、消火薬剤等の数量及び到着予定時刻を受援市町の長に通報するものとする。ただ

し、派遣しがたいときは、その旨を直ちに通報するものとする。 

 

(応援隊の指揮) 

第 7 条 この協定に基づき応援のため出動した消防隊、救急隊及びその他の隊は、受援市町

の消防長の指揮の下に行動するものとする。 

 

(経費の負担) 

第 8 条 応援に要した経費については、次により負担するものとする。 

(1) 人件費及び消費燃料等の経常的経費並びに公務災害補償費は、応援市町の負担とす

る。 

(2) 消火薬剤及び食料費等の経費は、受援市町の負担とする。 

(3) その他多額の経費を要する場合は、その都度、当該関係市町の長が協議のうえ定め

る。 

 

(疑義) 

第 9 条 この協定に定めのない事項、又はこの協定に定める事項に疑義が生じたときは関

係市町の長が協議して決定するものとする。 

 

(委任) 

第 10条 この協定の運用に関し必要な事項は、関係市町の消防長が協議のうえ定める。 

 

(改廃) 

第 11条 この協定の改廃は、関係市町の長が協議のうえ行うものとする。 

 

(有効期間) 

第 12 条 この協定の有効期問は、平成 18 年 3 月 20 日から平成 20 年 3 月 31 日までとす

る。 

2 前項の期間満了の日 1ヶ月前までに、いずれかの関係市町からも何らかの意思表示がな

いときは、更に 2年間有効期間を延長するものとし、以後この例によるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書 9通を作成し、関係市町の長は記名押印のうえ各１

通を保有するものとする。 
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附 則 

この協定書は、平成 18年 3月 20日から施行する。 

平成 18年 4月 1 日 

附 則 

この協定書は、令和元年 6月 1日から施行する。 

令和元年 6月 1日 

 

福井市長           東村 新一 

敦賀美方消防組合管理者    渕上 隆信 

南越消防組合管理者      奈良 俊幸 

若狭消防組合管理者      松崎 晃治 

大野市長           石山 志保 

勝山市長           山岸 正裕 

鯖江・丹生消防組合管理者   牧野 百男 

嶺北消防組合管理者      坂本 憲男 

永平寺町長          河合 永充 
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(4) 福井県市町村防犯隊相互応援協定書 

 

(目的) 

第 1 条 この協定は、福井県内の市町村が相互に協力して防犯隊の応援派遣を行うために

必要な事項を定めるものとする。 

 

(応援派遣の要請) 

第 2 条 各市町村の長は、次に掲げる場合に置いて、当該市町村防犯隊のみでは十分な応急

措置または警戒活動が行えないときには、他の市町村の長に対し、防犯隊の応援派遣を要

請することができる。 

(1) 災害、事件、事故が発生した場合 

(2) 多数の者の集結が予想される大規模な催事、試合等が開催される場合 

2 各市町村の長は、前項の規定に基づく要請を受けたときは、要請を行った市町村(以下

「要請市町村」という。)へ防犯隊を応援派遣することができる。 

 

(要請の手続き) 

第 3 条 要請市町村の長は、要請先の市町村の長に対し、別に定める様式により次の各号に

掲げる事項を明らかにして要請を行うものとする。 

ただし、急を要する場合は無線または電話等で要請し、後に速やかに前記様式を提出す

るものとする。 

(1) 要請する理由 

(2) 派遣を要請する人員 

(3) 必要な服装および資機材 

(4) 集結場所および集結場所への経路 

(5) 応援期間 

 

(派遣隊の指揮) 

第 4 条 応援派遣された防犯隊は、要請市町村の長の指揮の下に行動するものとする。 

 

(経費の負担) 

第 5 条 応援派遣に要した経費は、要請市町村の負担とする。 

2 要請市町村が前項に規定する経費を支弁するいとまがなく、かつ要請市町村から申し出

があった場合は、応援派遣を要請された市町村は、一次繰替支弁するものとする。 

 

(派遣隊員の公務災害補償) 

第 6条 応援派遣された隊員は、福井県市町村非常勤務職員公務災害補償等条例(昭和 42年

福非公災条例第 3号)の規程に基づき、公務遂行中の災害により死亡または負傷したもの

と認められたとき、補償を受けることができる。 

 

(協議) 
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第 7 条 この協定の実施に関し、必要な事項およびこの協定に定めのない事項は、関係市町

村の長が協議して定めるものとする。 

 

附 則 

1 この協定は、平成 10年 1月 1日から適用する。 

2 この協定の成立を証するため、本書 35 通を作成し、各関係市町村の長は記名押印の

上、各 1通を保有するものとする。 

 

平成 9年 12月９日 
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(5) 災害時相互応援協定一覧 

①公的機関との協定 

協定名称 協定の相手 締結年月日 主な内容等 

福井県・市町村災害時相互応援協

定 
県、県内市町村 H8.2.23 相互応援 

福井県広域消防相互応援協定 県内消防本部 H8.6.27 相互応援 

越前・加賀みずといで湯の文化連

邦災害時相互応援協定 

福井県坂井市、石川県加

賀市 
H19.3.15 

物資提供、 

職員派遣 

近隣市防災協力体制協定 石川県加賀市・小松市 H17.11.1 

資機材の提
供、職員の派
遣 

災害時相互応援協定 高知県香美市 H21.3.1 

資機材の提
供、職員の派
遣 

近畿２府４県内の工業用水道事業

者の災害時等の相互応援に関する

覚書 

工業用水道事業者 H23.4.1 
資機材提供、
職員派遣 

災害時相互応援協定 新潟県妙高市 H24.5.18 相互応援 

災害時等の応援に関する申し合わ

せ 
近畿地方整備局 H24.9.25 

リエゾンの
派遣、機器の
貸与等 

災害時における相互応援に関する

協定 
長野県茅野市 H26.8.17 

資機材の提
供、職員の派
遣 

災害時相互応援協定 

栃木県小山市、静岡県富
士宮市、兵庫県西宮市、
富山県南砺市 

H26.10.26 

資機材の提
供、職員の派
遣 

災害時相互応援協定 茨城県下妻市 H27.11.16 

資機材の提
供、職員の派
遣 

 

②法人・公的機関との協定 

協定名称 協定の相手 締結年月日 主な内容等 

災害時の医療救護活動に関する協

定 
坂井市、坂井地区医師会 H19.3.1 救護活動 

災害時における応急救護用燃料の
供給に関する協定 

福井県エルピーガス協会 H19.10.22 ガスの供給 

災害時における福井県災害対応技
術指導員の活用に関する協定 

福井県建設技術公社 H20.7.22 
被害調査、復
旧支援 

災害時における応急対策活動に関
する協力協定 

北陸電気保安協会 H21.3.31 
電気設備応
急対策 

災害時における建築物等の解体撤
去に関する協定 

福井県建物解体業協会 H21.4.16 

建物の解体、
廃棄物の撤
去 

災害時における公共土木施設の応
急対策に関する協定 

坂井郡建設業協会 H21.7.29 
公共土木施
設の復旧 

災害時における応急対策業務に関
する協定 

坂井建設連合会 H22.2.17 
応急復旧作
業 

福祉避難所の設置運営に関する協
定 

あわら市社会福祉協議会 H22.3.25 
金津雲雀ヶ
丘寮 
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協定名称 協定の相手 締結年月日 主な内容等 

福祉避難所の設置運営に関する協
定 

医療法人至捷会 H22.5.11 
ナイスケア
木村 

福祉避難所の設置運営に関する協
定 

社会福祉法人坂井福祉会 H22.5.11 
ウエルネス
木村 

福祉避難所の設置運営に関する協
定 

社会福祉法人緑進会 H22.5.11 
芦原メロン
苑 

福祉避難所の設置運営に関する協
定 

社会福祉法人ハスの実の
家 

H22.5.11 
ハスの実の
家 

福祉避難所の設置運営に関する協
定 

社会福祉法人サンホーム H22.5.11 
金津サンホ
ーム 

災害時における建築物に係る応急
対策に関する協定 

福井県木材組合連合会坂
井支部 

H22.11.1 
仮設住宅の
建設 

災害時における測量、調査等の応
急対策業務に関する協定 

社団法人福井県測量設計
業協会 

H22.11.1 
災害状況調
査 

災害時における被害状況調査の応
援協力に関する協定 

坂井市測量・建設コンサ
ルタント協会 

H22.11.1 
災害状況調
査 

災害時における応急対策活動に関
する協力協定 

あわら市電設協会 H25.1.15 

公共施設の
電気施設の
応急復旧等 

災害時における郵便局とあわら市
間の協力に関する協定 

郵便局 H27.11.9 

臨時の郵便
差し出し箱
の設置等 

激甚災害支援協力に関する協定 あわら市ゴルフ場協議会 R2.6.30 

大災害時の
緊急避難所
の施設等提
供 

災害時における廃棄物処理等の協
力に関する協定 

一般社団法人 福井県産
業資源循環協会 

R5.3.15 

災害廃棄物
の処理等の
協力 

災害福祉活動に関する相互連携協
定 

あわら市社会福祉協議
会、あわら三国ライオン
ズクラブ 

R5.6.27 

避難所や災
害ボランテ
ィアセンタ
ー開設時に
不足する設
備や資機材
等の提供と
人的支援 

 

③企業等との協定 

協定名称 協定の相手 締結年月日 主な内容等 

災害時における応急生活物資供給
等の協力に関する協定 

ＮＰＯ法人  

コメリ災害対策センター  
H18.9.21 

生活物資の
供給 

災害時における支援協力に関する
協定 

セッツカートン株式会社 H23.8.30 
ダンボール
製品の提供 

災害時における生活物資の供給協
力等に関する協定 

福井県民生活協同組合 H26.7.18 
生活物資の
供給 

災害時における臨時災害放送局開
設の協力に関する協定 

福井街角放送㈱ H29.2.9 

臨時災害放
送局開設の
協力 
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協定名称 協定の相手 締結年月日 主な内容等 

自然災害による排水機場機械・電
気設備緊急工事の請負に関する協
定 

㈱電業社機械製作所 H29.7.10 

排水機場機
械・電気設備
の復旧 

災害に係る情報発信等に関する協
定 

ヤフー株式会社 H31.3.26 

災害時にお
ける緊急情
報の発信 

災害時における支援協力に関する
協定 

イオンリテール株式会社 R1.8.9 
生活物資の
供給 

特設公衆電話の設置・利用に関す
る協定 

西日本電信電話株式会社 R3.3.29 
特設公衆電
話の利用 

防災減災パートナーシップに関す
る協定 

福井放送株式会社 R4.8.19 

災害時にお
ける緊急情
報の発信、出
前授業 
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３ 防災関係組織・体制等 
 

(1) あわら市防災階層一覧表 

防災地区 

（指揮連絡拠点） 
拠点避難場所 自治会（防災の基本単位） 

金津地区 

（中央公民館） 

金津中学校 新、北稲越 

中央公民館 東、六日 

金津高等学校 古、新用、馬場、榛ノ木原 

金津小学校 
新富、天王、水口、十日、脇出、上八日、八日、下
八日、坂ノ下、坂の下雇用促進住宅、稲荷山、千束、
向ヶ丘、向ヶ丘雇用促進住宅、若葉台、新みどり 

金津こども園 春日、中央、高塚 

トリムパーク
かなづ 

旭、桜ヶ丘、山室、菅野、矢地 

芦原地区 

(湯のまち公民館) 

芦原小学校 
田中温泉、西温泉、重義、番田、田中々、堀江十楽、
布目 

湯のまち公民館 東温泉 

武道館 舟津、松影 

芦原中学校 舟津温泉、二面温泉 

農業者トレーニ
ングセンター 

二面、牛山、国影、新成、井江葭、井江葭雇用促進
住宅、横垣、宮王、桜 

本荘・新郷地区 

（本荘公民館） 

本荘小学校 
轟木、新田、東善寺、谷畠、上番、根上り、仏徳寺、
翠明、光明、御鷹、中番、下番、玉木 

新郷小学校 河間、河水苑、宮前公文、北本堂、角屋、中浜 
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防災地区 

（指揮連絡拠点） 
拠点避難場所 自治会（防災の基本単位） 

北潟・波松地区 

（北潟公民館） 

北潟小学校 北潟東、北潟西、富津 

北潟公民館 赤尾 

浜坂区民館 浜坂 

波松小学校 波松、城、城新田、番堂野、十三 

細呂木・吉崎地区 

（細呂木公民館） 

細呂木小学校 
滝、青ノ木、宮谷、坂口、蓮ヶ浦、細呂木、橋屋、
樋山、指中、沢、細呂木駅前 

さくらセンター 清王、山西方寺、柿原、山十楽、嫁威、日の出 

吉崎小学校 吉崎 1、吉崎 2 

坪江・剱岳地区 

（坪江公民館） 

金津東小学校 
中川、東田中、瓜生、南疋田、北疋田、次郎丸、御
簾尾、北野、北、前谷、笹岡、上野 

熊坂農村環境
改善センター 

熊坂、下金屋、畝市野々、牛ノ谷、名泉郷 

剱岳公民館 東山、後山、清滝、鎌谷、椚、権世、権世市野々 

伊井地区 

（伊井公民館） 
伊井小学校 

伊井、古屋石塚、桑原、清間、南稲越、河原井手、
池口 
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(2) あわら市防災地区の配置図 
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(3) あわら市防災拠点の配置図 
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(4) 防災関係機関 

 

区
分 

機関の名称 
番号 

電話 FAX 

あ 

わ 

ら 

市 

総務部 
0776-73-8004 

0776-73-8008 0776-73-1350 

創造戦略部 0776-73-8005 

市民生活部 
0776-73-8014 

0776-73-5688 0776-73-8018 

健康福祉部 0776-73-8023 

経済産業部 0776-73-8026 0776-73-1350 

土木部 
0776-73-8031 

0776-73-5688 
0776-73-8036 

教育委員会 0776-73-8039 0776-73-1350 

福井坂井地区広域市町村圏事務組合総務課 0776-74-1324 0776-74-1315 

福井坂井地区広域市町村圏事務組合清掃センター 0776-74-1314 0776-74-1315 

消 

防 
等 

嶺北消防組合消防本部 0776-51-0119 0776-51-5209 

嶺北あわら消防署 0776-73-0119 0776-73-5195 

嶺北あわら消防署救急分所 0776-75-2119  

福 

井 

県 

防災安全部危機管理課 0776-20-0308 0776-22-7617 

防災安全部原子力安全対策課 0776-20-0313 0776-21-6875 

土木部道路保全課 0776-20-0477 0776-20-0478 

土木部河川課 0776-20-0480 0776-20-0696 

土木部砂防防災課 0776-20-0494 0776-20-0676 

三国土木事務所 0776-82-1111 0776-82-1160 

坂井農林総合事務所 0776-81-3096 0776-82-2805 

坂井健康福祉センター 0776-73-0600 0776-73-0763 

坂井県税相談室 0776-81-3179 0776-81-3194 

あわら警察署 0776-73-0110 0776-77-3456 



 

86 

区
分 

機関の名称 
番号 

電話 FAX 

指 

定 

地 

方 

行 

政 

機 
関 

中部管区警察局（福井県情報通信部） 0776-22-2880  

北陸総合通信局 076-233-4412  

北陸財務局（福井財務事務所） 0776-25-8230 0776-22-7053 

近畿厚生局（福井事務所） 0776-25-5373 0776-25-5375 

福井労働局 0776-22-2655  

北陸農政局（福井県拠点） 0776-30-1610  

近畿中国森林管理局（福井森林管理署） 0776-23-0200 0776-27-3574 

中部経済産業局 052-951-2683 052-962-6804 

近畿経済産業局 06-6966-6001 06-6966-6071 

中部近畿産業保安監督部 052-951-0558 052-951-9803 

中部近畿産業保安監督部近畿支部 06-6966-6061 06-6966-6095 

福井地方整備局（敦賀港湾事務所） 0770-22-2590  

中部地方整備局（岐阜国道事務所） 058-271-9811 058-271-3175 

近畿地方整備局（福井河川国道事務所） 0776-35-2661 0776-35-6979 

近畿地方整備局（足羽ダム工事事務所） 0776-27-0642  

近畿地方整備局（九頭竜川ダム統合管理事務所） 0779-66-5300 0779-66-5304 

中部運輸局（福井運輸支局） 0776-34-1601 0776-34-2028 

大阪航空局（小松空港事務所） 0761-24-0828 0761-22-4632 

東京管区気象台（福井地方気象台） 0776-24-0096  

第八管区海上保安本部（福井海上保安署） 0776-82-4999 0776-82-5321 

中部地方環境事務所 052-955-2130 052-951-8889 

国土地理院（北陸地方測量部） 076-441-0888 076-441-0889 

自衛隊福井地方協力本部 0776-23-1910 0776-23-1904 

陸上自衛隊第 14普通科連隊 076-241-2171  

海上自衛隊舞鶴地方総監 0773-62-2250  

航空自衛隊第６航空団 0761-22-2101    



 

87 

区
分 

機関の名称 
番号 

電話 FAX 

指 

定 

公 

共 

機 

関 

及 

び 

指 

定 
地 

方 

公 

共 

機 

関 

独立行政法人国立病院機構あわら病院 0776-79-1211 0776-79-1249 

日本銀行（福井事務所・金沢支店） 
0776-22-4495 

076-223-9541 
0776-23-9285 

日本郵便株式会社北陸支社 076-220-3011 076-232-3892 

日本赤十字社福井県支部 0776-36-3640 0776-34-6299 

日本放送協会（福井放送局） 0776-28-8850  

西日本旅客鉄道（株）（金沢支社） 076-254-3011 076-254-3012 

西日本電信電話㈱福井支店 0776-20-9820  

(株)ＮＴＴドコモ（北陸支社） 076-225-2005  

ＫＤＤＩ(株)（北陸総支社） 076-261-4077  

ソフトバンク(株)（地域人事総務部 関西・東海総務課（北陸）） 076-236-4080  

楽天モバイル㈱ 050-5369-7204  

日本通運(株)（金沢支店 福井事業所） 0776-52-8180 0776-52-8189 

北陸電力(株)（福井支店） 0776-29-6966  

北陸電力送配電(株) 0776-29-6966 0776-23-1231 

関西電力(株)（原子力事業本部） 0770-32-3500 0770-32-3515 

日本原子力発電(株)（敦賀発電所） 0770-26-1111  

(国研)日本原子力研究開発機構（敦賀事業本部） 0770-23-3021 0770-21-2045 

えちぜん鉄道（株） 0776-52-8888 0776-52-8855 

(株)ハピラインふくい 0776-20-2306 0776-20-2303 

京福バス（株） 0776-57-7700 0776-54-3434 

福山通運(株)（福井支店） 0776-54-8001 0776-54-8004 

佐川急便(株)（福井営業所） 0570-01-0187 0776-38-4355 

ヤマト運輸(株)（福井主管支店） 0776-52-2413 0776-52-2410 

西濃運輸(株)（福井支店） 0776-57-0300 0776-57-0380 

中日本高速道路㈱福井保全・サービスセンター 0776-41-3420 0776-41-3000 

中日本高速道路(株)（敦賀保全サービスセンター） 0770-25-5223 0770-22-9293 

西日本高速道路(株)（福知山高速道路事務所） 0773-27-7101 0773-27-4606 

(一社)福井県エルピーガス協会 0776-34-3930 0776-34-3940 

福井放送(株) 0776-57-1000  
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区
分 

機関の名称 
番号 

電話 FAX 

 

福井テレビジョン放送(株) 0776-21-2233 0776-27-9217 

福井エフエム放送(株) 0776-21-2100 0776-21-2101 

(株)福井新聞社 0776-57-5111  

(株)日刊県民福井 0776-28-8611  

(一社)福井県医師会 0776-24-0387 0776-21-6641 

公
共
的
団
体
等 

(一社)坂井地区医師会 0776-73-5366 0776-73-5363 

坂井地区医師会あわら市支部 0776-77-3060  

福井県農業協同組合（坂井経済営農センター） 0776-67-8203 0776-67-5802 

坂井森林組合 0776-74-2120  

北潟漁業協同組合 0776-79-0900  

あわら市商工会 0776-73-0248 0776-73-7145 

あわら市社会福祉協議会 0776-73-2253 0776-73-4542 

芦原温泉旅館協同組合 0776-77-2040  

あわら市管工事協会協議会 
0776-74-1056 

0776-77-2335 
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(5) 嶺北消防組合組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 嶺北消防組合の消防力 

① 消防車両等 

（令和６年４月 1日現在） 

消防本部・署 消防団 消防水利 

消 防 

史員数 

（人） 

普通消防
ポンプ 

自動車数
（台） 

水槽付消
防ポンプ
自動車数
（台） 

はしご 

自動車
（台） 

化学消防
自動車
（台） 

救急 

自動車
（台） 

消防団数 分団数 

消防 

団員数
（人） 

普通消防
ポンプ 

自動車数
（台） 

小型動力
ポンプ付
積載車
（台） 

小型動力
ポンプ
（台） 

消火栓 

（公設） 

防火水槽
（公設、 

40㌧以上） 

202 6 4 2 4 8 2 33 706 34 7  6,240 986 

出典：嶺北消防組合調べ 

 

副所長

署長

嶺北消防署

警

備

第

１

課

警

備

第

２

課

予

防

指

導

課

嶺北消防組合

嶺北消防本部

消防長

次長

庶

務

係

防
火
協
会

事

務

局

予防課

庶

務

企

画

係

財

政

経

理

係

議

会

事

務

局

人

事

教

養

係

庶

務

課

予

防

指

導

課

警

備

第

１

課

警

備

第

２

課

消防団

管理者
副管理者
会計管理者

通

信

係

通信司令室

監査委員

組合議会

指

導

・

管

理

係

消
防
団
係

・

協

会

施

設

・

装

備

係

消防課

情

報

処

理

係

指

令

係

消

防

音

楽

隊

総務課

予

防

・

調

査

係

危

険

物

等

係

救

急

分

所

副所長

署長

嶺北あわら消防署 嶺北丸岡消防署

署長

副所長

庶

務

課

予

防

指

導

課

警

備

第

１

課

警

備

第

２

課

庶

務

課

予

防

指

導

課

警

備

第

１

課

警

備

第

２

課

嶺北三国消防署

署長

副所長

通信指令課 

副署長 副署長 副署長 副署長 
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② 消防団の消防車両 

普通ポンプ車 

分団名 配置場所 台 

あわら第１分団 国影 13-8 １ 

あわら第２分団 北潟 266-6-1 １ 

あわら第３分団 吉崎 16 字 61 １ 

あわら第４分団 滝 7-59 １ 

あわら第５分団 北 6-1 １ 

あわら第６分団 椚 25 字 24-2 １ 

あわら第７分団 清間 21 字 27-3 １ 

あわら第８分団 春宮 1 丁目 154-1 １ 

あわら第９分団 中番 15-9 １ 

あわら第 10 分団 国影 13-8 １ 

小型動力ポンプ積載車 

 

 

 

 

 

③ 消防水利 

（令和 6年 4月 1 日現在） 

公設防火水槽 公設消火栓 

プ
ー
ル 

合計 
20ｍ3 

以上 

40ｍ3 

未満 

40ｍ3 

以上 

50ｍ3 

未満 

50ｍ3 

以上 
小計 

100 ㎜ 

以上 

150 ㎜
未満 

150 ㎜ 

以上 

200 ㎜
未満 

200 ㎜ 

以上 

250 ㎜
未満 

250 ㎜ 

以上 
小計 

38 284 11 333 641 414 80 48 1183 15 1516 

私設防火水槽 

40ｍ3 

未満 

40ｍ3 

以上 
合計 

4 50 54 

分団名 配置場所 台 

あわら第１－２ 国影 13-8 １ 
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(7) 消防署・消防団拠点施設 
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(8) 災害時優先電話 

※ 注意：災害発生時、応急対策のための優先電話になるため、不要な通話は控える

とともに、用件は簡潔明瞭にして効率的な使用に協力のこと 

    

市外局番：0776 

施  設  名 電話番号 設置場所 

あわら市役所（代表） 73-1221 

市姫３丁目１－１ 

あわら市役所総務部 
73-8004 

73-8008 

あわら市役所創造戦略部 73-8005 

あわら市役所市民生活部 
73-8014 

73-8018 

あわら市役所健康福祉部 73-8023 

あわら市役所経済産業部 73-8026 

あわら市役所土木部 
73-8031 

73-8036 

あわら市教育委員会 73-8039 

あわら市ＦＡＸ 

73-5688 

73-1350 

73-1222 

金津中学校 73-0149 市姫１丁目５－１ 

金津高等学校 73-1255 市姫４丁目５－１ 

金津小学校 73-0044 花乃杜１丁目 20－１ 

金津こども園 73-1228 春宮３丁目 24-20 

芦原小学校 77-2101 田中々２－25 

芦原中学校 77-2007 舟津２－75 

農業者トレーニングセンター 77-3511 国影 23－１ 

本荘小学校 77-2610 下番７－１ 

新郷小学校 77-2614 中浜１－１ 

北潟公民館 79-1100 北潟 150－１ 

浜坂区民館 79-1844 浜坂４－５ 

波松小学校 79-1200 波松 25－１ 

吉崎小学校 75-1901 吉崎８－55 

細呂木小学校 73-5700 滝 63-８ 

剱岳公民館 74-1849 椚 18－10 

金津東小学校 74-1020 中川 18－10 

伊井小学校 73-0251 清間 13－24 

トリムパークかなづ 73-7272 山室 67－30－１ 
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(9)-1 福井県防災情報ネットワーク管理運用要綱【別表】 

①端末局 

ア 県出先機関 

無線局名 設置場所 使用管理者 

防災坂井保健 あわら市春宮２丁目 21の 17 坂井健康福祉センター所長 

 

イ 市町 

無線局名 設置場所 使用管理者 

防災あわら市 あわら市市姫三丁目１－１ あわら市長 

 

② ＶＳＡＴ局 

ア 端末局 

（県出先機関） 

無線局名 地球局名 設置場所 使用管理者 

LASCOM 福井県福井スー

パーバード可搬地球 

V003（N） 

坂井保健 あわら市春宮２丁目21の

17 

坂井健康福祉セン

ター所長 

 

（市町） 

無線局名 地球局名 設置場所 使用管理者 

LASCOM 福井県福井スー

パーバード可搬地球 

V029（N） 

あわら市 あわら市市姫三丁目１－

１ 

あわら市長 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

(9)-2 無線局設置状況 

（令和６年２月１日現在） 

  

同報系無線局 移動系無線局 

整備 

年度 

アナログ 

デジタル 

の別 

送信機 受信機 

整備 

年度 

アナログ 

デジタル 

の別 

基地局 移動局 

出力 

W 

周波数 

MHz 

屋 

外 

 

台 

数 

戸 

別 

 

台 

数 

出力 

W 

周波数 

MHz 

車 

載 

型 

 

台 

数 

可 

搬 

型 

 

台 

数 

携 

帯 

型 

 

台 

数 

あわら市 
H21～

H26 

デジタル

MCA 
2 800M 帯 93  

H20

～H27 

デジタル

MCA 
2 800M 帯 13 16 20 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(10) あわら市防災行政無線配置図 
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(11) 防災行政無線テレフォンサービス、メールサービス等について 

 

① 災害情報テレフォンサービス 

 

○災害情報テレフォンサービスとは？ 

災害時など、緊急に市民の皆さんにいち早く正確な情報をお伝えするため、市では、防

災行政無線を整備し、市内 93カ所において運用しています。しかし、放送された内容を

聞きのがしてしまった、または、聞き取れなかったので、もう一度確認したい、聞きたい

といった場合があります。 

このような場合に対応するため、市では、防災行政無線から放送された内容を電話で確

認できる災害情報テレフォンサービス（自動案内）を平成 25年 10月 15日から開始して

います。ご利用の際には以下の番号に電話をかけてください。 

 

電話番号 050-5536-6029(自動案内) 

 

○どんな情報が聞けるの？ 

・防災行政無線から放送された内容を確認できます。 

・防災行政無線からの放送がないときは、「ただいま、市内で災害は発生しておりませ

ん」と案内放送が流れます。 

 

○注意事項 

・利用料はかかりませんが、通話料金がかかります。 

・多数の電話が集中した場合、通話が混み合う可能性があります。 

・プリペイド式携帯電話、IP電話などでは、ご利用になれない場合があります。 

・放送内容は、24時間経過するまで、確認することができます。ただし、24時間以内

に新しい情報を放送した場合は、その内容に上書きされます。 

・電話のかけ間違いには十分ご注意ください。 

 

② 緊急速報「エリアメール」 

あわら市では、株式会社ＮＴＴドコモが提供する緊急速報「エリアメール」、ソフトバ

ンクモバイル株式会社、ＫＤＤＩ株式会社及び楽天モバイル株式会社が提供する「緊急速

報メール」のサービスを活用して、災害情報を配信します。緊急速報「エリアメール」・

「緊急速報メール」とは、あわら市内にある携帯電話に対して、一斉に情報を配信するサ

ービスです。対応している携帯電話ならば、登録は不要で、市民の方でなくてもメールを

配信いたします。 

なお、市外でも市境付近にいる場合は、受信することがあります。 

月額使用料のほか通信料も含め一切無料です。 

 

○緊急速報「エリアメール」、「緊急速報メール」とは？ 

◇市内にいるだけで受信が可能 
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配信エリアはあわら市内全域であり、観光や仕事などで一時的にあわら市を訪れて

いる方にも情報を配信します。 

◇メールアドレスの登録が不要 

事前登録は不要です。あわら市にメールアドレスを伝える必要はありません。 

メールアドレスを用いずに区内の携帯電話利用者に対し配信します。通信料や月額

使用料は無料です。 

◇緊急時でも同時配信が可能 

多数の携帯電話へメッセージの即時配信が可能です。また、回線混雑による影響を受

けにくい仕様です。 

◇複雑な操作が不要 

受信すると専用着信音が流れ、内容が携帯電話の画面に自動的に表示されます。 

 

○配信開始日 

◇ＮＴＴドコモ 

平成 23年 9月 24日から 

◇ＫＤＤＩ 

平成 24年 9月 25日から 

◇ソフトバンクモバイル 

平成 24年 9月 27日から 

◇楽天モバイル 

令和３年１月 27日から 

 

○配信する情報 

◇あわら市が配信する情報 

避難情報（避難指示等）、その他緊急かつ重要な情報 

◇気象庁が配信する情報 

緊急地震速報など 

 

○注意事項 

受信するには、お持ちの携帯電話が対応機種であって、受信設定等が完了している必要

があります。詳しい設定方法や対応機種等については、各携帯電話事業者のホームページ

でご確認ください。 

◇株式会社 NTTドコモ 

http://www.nttdocomo.co.jp/service/safety/areamail/ 

◇ソフトバンクモバイル株式会社 

http://mb.softbank.jp/mb/service/urgent_news/ 

◇KDDI株式会社 

https://www.au.com/mobile/anti-disaster/kinkyu-sokuho/jishin-sokuho/ 

◇楽天モバイル株式会社 

https://network.mobile.rakuten.co.jp/service/emergency-alert-mail/ 
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③ 防災情報配信システム（防災メール）の登録について 

暮らしの安全や安心に関する情報をホームページに掲載しています。登録された人に

は、新しい情報が掲載されたことをメールでお知らせしますので、災害などの緊急時にも

最新の情報を入手することができます。 

また、防災行政無線で放送する内容は、同時間にメールでもお知らせしますので是非と

もご登録をお願いします。 

 

○登録方法 

1．右記のＱＲコードを読み取るか、指定のメールアドレス 

「bousai.awaracity@raiden3.ktaiwork.jp」に空メール（件名・本文不要）を送信

する。 

2．登録用ＵＲＬが記載されたメールが届いたら、ＵＲＬを選択してリンク先にアク

セスする。 

3．利用規約を確認して、「同意する」を押す。 

4．ユーザー情報登録の内容を確認して、「次へ」を押す。 

5．設定内容の確認をして、「登録」を押す。 

迷惑メール対策で「受信拒否」の設定を行っている場合は、次のドメインを指定し、

防災メールを受信できるよう設定してください。 

@city.awara.lg.jp 

メールアドレスを変更した場合には、再度、メールアドレスの登録を行ってくださ

い。 
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(12) 自主防災組織の現況 

（令和７年１月１日現在） 

 

管内世帯数 

（Ａ） 

自主防災組織が組織 

されている地域の世帯数 

（Ｂ） 

自主防災 

組織数 

（Ｃ） 

組織率（カバー率） 

①Ｂ／Ａ（％） 

10,478 9,987 111 95.3 

(注)管内世帯数（Ａ）は、「住民基本台帳に基づく人口、世帯数調べ（令和７年１月１日現在）」に基づく 
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４ 避難所・輸送・備蓄等 
 

(1) 避難施設一覧 

（令和６年４月１日現在） 

ア 災害種別による指定緊急避難場所及び指定避難所 

①指定緊急避難場所 

施設名 
災害種別 

洪水 土砂災害 高潮 地震 津波 
大規模な

火事 

内水氾

濫 

火山現

象 

金津中学校※ ○ － － ○ － ○ ○ ○ 

中央公民館※ ○ － － ○ － ○ ○ ○ 

金津高等学校 ○ － － ○ － ○ ○ ○ 

金津小学校 ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

金津こども園 ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

トリムパーク
かなづ 

○ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

芦原小学校※ ○ － － ○ － ○ ○ ○ 

湯のまち公民
館※ 

○ － － ○ － ○ ○ ○ 

武道館 ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

武道館横テニ
スコート 

－ － － ○ － － － － 

芦原中学校 ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

農業者トレーニ
ングセンター 

○ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

本荘小学校※ ○ － － ○ － ○ ○ ○ 

新郷小学校※ ○ － － ○ － ○ ○ ○ 

北潟小学校 ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ 

北潟公民館 ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ 

浜坂区民館 ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

浜坂ゲートボ
ール場 

－ － ○ － ○ － － － 

波松小学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

細呂木小学校 ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ 

さくらセンター － － － ○ － ○ ○ ○ 

吉崎小学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

金津東小学校 ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

熊坂農村環境
改善センター 

－ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

剱岳公民館 ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ 

伊井小学校 ○ － － ○ － ○ ○ ○ 

※印：洪水時２階以上避難 
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②指定避難所 

施設名 

金津中学校 

中央公民館 

金津高等学校 

金津小学校 

金津こども園 

トリムパークかなづ 

芦原小学校 

湯のまち公民館 

武道館 

芦原中学校 

農業者トレーニングセンター 

本荘小学校 

新郷小学校 

北潟小学校 

北潟公民館 

浜坂区民館 

波松小学校 

細呂木小学校 

さくらセンター 

吉崎小学校 

金津東小学校 

熊坂農村環境改善センター 

剱岳公民館 

伊井小学校 
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イ 指定緊急避難場所（風水害時）及び指定避難所と対象地域 

施設名 所在地 対象地域（区名） 

金津中学校※ 市姫一丁目 5-1 新 北稲越 

中央公民館※ 市姫一丁目 9-18 東 六日 

金津高等学校 市姫四丁目 5-1 古 新用 馬場 榛ノ木原 

金津小学校 花乃杜一丁目 20-1 

新富 天王 水口 十日 脇出 上八日 

八日 下八日 坂ノ下 稲荷山 千束 向
ヶ丘 若葉台 新みどり 

金津こども園 春宮三丁目 24-20 春日 中央 高塚 

トリムパークかなづ 山室 67-30-1 旭 桜ヶ丘 矢地 菅野 山室 

芦原小学校※ 田中々2-25 
田中温泉 西温泉 重義 番田 田中々 

堀江十楽 布目 

湯のまち公民館※ 二面 32-16 東温泉 

武道館 舟津 2-81 舟津 松影 

芦原中学校 舟津 2-75 舟津温泉 二面温泉 

農業者トレーニングセ
ンター 

国影 23-1 
二面 牛山 国影 新成 井江葭 横垣 

宮王 桜 

本荘小学校※ 下番 7-1 

轟木 新田 東善寺 谷畠 上番 根上り 

仏徳寺 翠明 光明 御鷹 中番 下番 

玉木 

新郷小学校※ 中浜 1-1 
河間 河水苑 宮前公文 北本堂 角屋 

中浜 

北潟小学校 北潟 35-11 北潟東 北潟西 富津 

北潟公民館 北潟 150-1 赤尾 

浜坂区民館 浜坂 4-5 浜坂 

波松小学校 波松 25-1 波松 城 城新田 番堂野 十三 

細呂木小学校 滝 63-8 
滝 青ノ木 宮谷 坂口 蓮ヶ浦 細呂木 

橋屋 樋山 指中 沢 細呂木駅前 

さくらセンター 柿原 36-20 
清王 山西方寺 柿原 山十楽 嫁威 日
の出 

吉崎小学校 吉崎 8-55 吉崎１ 吉崎２ 

金津東小学校 中川 18-10 

中川 東田中 瓜生 南疋田 北疋田 次
郎丸 御簾尾 北野 北 前谷 笹岡 上
野 

熊坂農村環境改善セン
ター 

熊坂 42-20 熊坂 下金屋 畝市野々 牛ノ谷 名泉郷 

剱岳公民館 椚 18-10 
東山 後山 清滝 鎌谷 椚 権世 権世
市野々 

伊井小学校 清間 13-24 
伊井 古屋石塚 桑原 清間 南稲越 河
原井手 池口 

 ※印：洪水時２階以上避難 
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ウ 指定緊急避難場所（地震時）と対象地域 

施設名 所在地 対象地域（区名） 

金津中学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 市姫一丁目 5-1 新 北稲越 

中央公民館駐車場 市姫一丁目 9-18 東 六日 

金津高等学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 市姫四丁目 5-1 古 新用 馬場 榛ノ木原 

金津小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 花乃杜一丁目 20-1 

新富 天王 水口 十日 脇出 上八日 

八日 下八日 坂ノ下 稲荷山 千束 向

ヶ丘 若葉台 新みどり 

金津こども園ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 春宮三丁目 24-20 春日 中央 高塚 

トリムパークかなづ多
目的ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

山室 67-30-1 旭 桜ヶ丘 矢地 菅野 山室 

芦原小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 田中々2-25 
田中温泉 西温泉 重義 番田 田中々 

堀江十楽 布目 

湯のまち公民館駐車場 二面 32-16 東温泉 

武道館横テニスコート 舟津 2-81 舟津 松影 

芦原中学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 舟津 2-75 舟津温泉 二面温泉 

農業者トレーニングセ
ンターｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

国影 23-1 
二面 牛山 国影 新成 井江葭 横垣 

宮王 桜 

本荘小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 下番 7-1 

轟木 新田 東善寺 谷畠 上番 根上り 

仏徳寺 翠明 光明 御鷹 中番 下番 

玉木 

新郷小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 中浜 1-1 
河間 河水苑 宮前公文 北本堂 角屋 

中浜 

北潟小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 北潟 35-11 北潟東 北潟西 富津 

北潟公民館駐車場 北潟 150-1 赤尾 

浜坂区民館駐車場 浜坂 4-5 浜坂 

波松小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 波松 25-1 波松 城 城新田 番堂野 十三 

細呂木小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 滝 63-8 
滝 青ノ木 宮谷 坂口 蓮ヶ浦 細呂木 

橋屋 樋山 指中 沢 細呂木駅前 

さくらセンター駐車場 柿原 36-20 
清王 山西方寺 柿原 山十楽 嫁威 日

の出 

吉崎小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 吉崎 8-55 吉崎 1 吉崎 2 

金津東小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 中川 18-10 

中川 東田中 瓜生 南疋田 北疋田 次

郎丸 御簾尾 北野 北 前谷 笹岡 上

野 

熊坂農村環境改善セン
ター駐車場 

熊坂 42-20 熊坂 下金屋 畝市野々 牛ノ谷 名泉郷 

剱岳公民館駐車場 椚 18-10 
東山 後山 清滝 鎌谷 椚 権世 権世

市野々 

伊井小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 清間 13-24 
伊井 古屋石塚 桑原 清間 南稲越 河

原井手 池口 
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エ 指定避難所（地震時）と対象地域 

施設名 所在地 対象地域（区名） 

金津中学校 市姫一丁目 5-1 新 北稲越 

中央公民館 市姫一丁目 9-18 東 六日 

金津高等学校 市姫四丁目 5-1 古 新用 馬場 榛ノ木原 

金津小学校 花乃杜一丁目 20-1 

新富 天王 水口 十日 脇出 上八日 

八日 下八日 坂ノ下 稲荷山 千束 向
ヶ丘 若葉台 新みどり 

金津こども園 春宮三丁目 24-20 春日 中央 高塚 

トリムパークかなづ 山室 67-30-1 旭 桜ヶ丘 矢地 菅野 山室 

芦原小学校 田中々2-25 
田中温泉 西温泉 重義 番田 田中々 

堀江十楽 布目 

湯のまち公民館 二面 32-16 東温泉 

武道館 舟津 2-81 舟津 松影 

芦原中学校 舟津 2-75 舟津温泉 二面温泉 

農業者トレーニングセ
ンター 

国影 23-1 
二面 牛山 国影 新成 井江葭 横垣 

宮王 桜 

本荘小学校 下番 7-1 

轟木 新田 東善寺 谷畠 上番 根上り 

仏徳寺 翠明 光明 御鷹 中番 下番 

玉木 

新郷小学校 中浜 1-1 
河間 河水苑 宮前公文 北本堂 角屋 

中浜 

北潟小学校 北潟 35-11 北潟東 北潟西 富津 

北潟公民館 北潟 150-1 赤尾 

浜坂区民館 浜坂 4-5 浜坂 

波松小学校 波松 25-1 波松 城 城新田 番堂野 十三 

細呂木小学校 滝 63-8 
滝 青ノ木 宮谷 坂口 蓮ヶ浦 細呂木 

橋屋 樋山 指中 沢 細呂木駅前 

さくらセンター 柿原 36-20 
清王 山西方寺 柿原 山十楽 嫁威 日
の出 

吉崎小学校 吉崎 8-55 吉崎１ 吉崎２ 

金津東小学校 中川 18-10 

中川 東田中 瓜生 南疋田 北疋田 次
郎丸 御簾尾 北野 北 前谷 笹岡 上
野 

熊坂農村環境改善セン
ター 

熊坂 42-20 熊坂 下金屋 畝市野々 牛ノ谷 名泉郷 

剱岳公民館  椚 18-10 
東山 後山 清滝 鎌谷 椚 権世 権世
市野々 

伊井小学校 清間 13-24 
伊井 古屋石塚 桑原 清間 南稲越 河
原井手 池口 
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オ 指定緊急避難場所（津波災害時）と対象地域 

避難対象地域 緊急避難場所 備考 

吉崎地区  吉崎小学校 指定緊急避難場所 

浜坂区 居住地内 浜坂ゲートボール場 指定緊急避難場所 

  芦原ゴルフクラブ方向 自主避難場所 

  区民館裏山 〃 

 居住地外（大聖寺川・北潟湖沿岸） 丘陵地 〃 

 居住地外（日本海沿岸） 丘陵地 〃 

富津区  丘陵地 〃 

波松区 

 波松小学校 指定緊急避難場所 

 丘陵地 自主避難場所 

城区  丘陵地 〃 

城新田区  丘陵地 〃 

 

 

カ 福祉避難所 

施設名 所在地 

あわら市社会福祉協議会 

金津雲雀ケ丘寮 
あわら市春宮三丁目 28－21 

医療法人 至捷会 

ナイスケア木村 
あわら市市姫三丁目 23－４ 

社会福祉法人 坂井福祉会 

ウエルネス木村 
あわら市自由ヶ丘二丁目 15－23 

社会福祉法人 緑進会 

特別養護老人ホーム芦原メロン苑 
あわら市井江葭 50-18 

社会福祉法人 緑進会 

地域密着型介護老人福祉施設 

湯の町メロン苑 

あわら市二面 42-20 

社会福祉法人 ハスの実の家 あわら市二面 87－26－2 

社会福祉法人 サンホーム 

金津サンホーム 
あわら市花乃杜三丁目 22－12 

 

 

 



 

105 

(2) 防災ヘリコプター緊急離着陸場 

（令和６年２月現在） 

名称 所在地 管轄消防機関 

国影グラウンド あわら市国影地係 嶺北消防本部 

湯のまちグラウンド あわら市田中々地係 嶺北消防本部 

トリムパークかなづ あわら市山室 67-30-1 嶺北消防本部 

※緊急離着陸場：特定のヘリコプターが災害時のみ利用できる場所 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

 

(3) 主要水防倉庫 

 

河川名 倉庫名 管理者名 所在地 
施工 

年月 
摘要 

竹田川 上番 あわら市 
あわら市上番 40 字

5-2 
H6.3 上重橋南 150m 

竹田川 市姫 あわら市 
あわら市市姫 2丁目

266 番地 2 
H28.8 

あわら市役所北側職員駐車

場内 

竹田川 瓜生 あわら市 
あわら市瓜生 12-5-

2 
S58.3 

国道 8 号線沿横山神社南

100m 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(4) 水防倉庫配置図 

 

 



 

107 

(5) 水防資器材備蓄 

管理者 あわら市 上番 市姫 瓜生 

17 

品 

目 

資 

器 

材 

俵(枚) - - - 

かます(枚) - - - 

袋類(枚) 8,800 3,200 4,000 

畳(枚) 6 - 14 

むしろ(枚) - 170 250 

縄(巻) 29 21 30 

竹(束) - - 30 

生木(本) - - - 

丸太(本) 85 - 33 

杭(本) 13 185 25 

蛇籠(本) - - - 

置石(m3) - - - 

土砂(m3) - - - 

鉄線(kg) 3 3 3 

釘(kg) - - 1 

板類(枚) - - - 

かすがい(本) - - - 

そ 

の 

他 

の 

資 

器 

材 

スコップ(丁) 20 109 66 

掛矢(丁) 7 10 11 

ペンチ(丁) 9 1 4 

まさかり(丁) - - - 

ロ-プ(巻) - - - 

一輪車(台) 5 8 9 

照明具(台) - - 2 

くわ(丁) 9 2 12 

金鎚(丁) 8 3 10 

つるはし(丁) 9 9 13 

にないぼう(本) - 20 - 

クリッパー(丁) - - - 

シート類（枚） 7 17 10 

大型土のう（袋） - 15 - 

土砂詰め大型土のう（袋） - - - 

ボトルユニット（袋） - - - 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(6) 備蓄物資の整備状況 

 

①備蓄の基準量 

平成 27年３月末現在 

 
住民基本台帳に基づく 

人口、世帯数 
人口按分比 

基準量 

(食糧：食) 

(飲料水：ﾘｯﾄﾙ) 

アルファ米 
29,869 3.69 4,257 

飲料水 

 

 

②備蓄物資の整備状況 

令和６年２月１日時点 

食糧 単位 数量 その他内訳 

アルファ米 食換算 4,800  

飲料 単位 数量 その他内訳 

ペットボトル・アルミ缶 ﾘｯﾄﾙ 4,500  

給水機器等 ﾘｯﾄﾙ 9,900  

トイレ 単位 数量 その他内訳 

便座 基 52  

排便収納袋 袋 7,000  

日用品 単位 数量 その他内訳 

毛布 枚 1,900  

ブルーシート 枚 780  

大型テント 張 3  

懐中電灯 本 22  

生理用品 個 1,290  

仕切り・セパレーター 台 480  

担架 台 88  

ベッド 台 70  

医薬品 セット 44  

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(7) 市保有車両一覧 

（令和７年１月現在） 

乗用車 

(軽自動車含む) 
バン・ワゴン マイクロバス 大型バス 小型貨物 普通貨物 

乗車 

定員 
台 

乗車 

定員 
台 

乗車 

定員 
台 

乗車 

定員 
台 

トン

数 
台 

トン

数 
台 

4 人 12 4 人 8 25 人 1 35 人 1 0.35ｔ 6 2.8ｔ 4 

5 人 7 5 人 8   53 人 3 1.0ｔ 1   

  7 人 1         

  10 人 1         

出典：総務課調べ 

 

(8) 災害緊急救援物資輸送に係る車両借上先一覧表 

（令和６年２月１日現在） 

一般社団法人 福井県トラック協会 

社名 所在地 電話 
保有車両数 

普通 小型 計 

春江貨物㈱ 
坂井市春江町江留中

35-5-1 
0776-51-0046 52 4 56 

㈱ツカダ物流 
坂井市坂井町福島 31-

57 
0776-67-1880 17 1 18 

㈱北陸環境サービス あわら市東田中 9-36 0776-74-2235 29  29 

※車両数：令和６年１月末日現在の福井運輸支局台帳調べ 

当協会理事会社の保有車両であり、災害時出動を確保するものではない。 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(9) 福井県内タクシー事業者及び車種別タクシー車両数（非協会員除く） 

（令和６年２月１日現在） 

会社名 営業所 営業区域 所在地 

一般車両数 福祉車両 

合計 車両数内訳 一般
福祉
併用 

福祉
専用 

特大 大型 普通 合計 

ケ イ カ
ン 交 通
㈱ 

本社 
福井交通圏 

あわら市二面 34

の 4 の 8 
7  22 29 12  29 

丸岡 坂井市丸岡町 1  15 16   16 

㈲ 温 泉
タ ク シ
ー 

本社 福井交通圏 
あわら市温泉 4

丁目 918 番地 
  7 7   7 

㈲ 高 橋
タ ク シ
ー 

本社 福井交通圏 
あわら市二面 41

の 25 の 2 
  5 5   5 

あ わ ら
観光㈱ 

本社 福井交通圏 
あわら市市姫 5

丁目 17 番 20 号 
1  7 8   8 
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会社名 営業所 営業区域 所在地 

一般車両数 福祉車両 

合計 車両数内訳 一般
福祉
併用 

福祉
専用 

特大 大型 普通 合計 

㈱ 金 津
相 互 タ
クシー 

本社 福井交通圏 
あわら市春宮 1

丁目 13 番 3 号 
2  5 7   7 

松 岡 交
通㈱ 

本社 福井交通圏 

吉田郡永平寺町
松岡神明 3 丁目
92 番地 

2  4 6 2  6 

都 タ ク
シー㈱ 

本社 

福井交通圏 

あわら市舟津 3

丁目 15 
  9 9   9 

三国 坂井市三国町 2  9 11   11 

丸岡 坂井市丸岡町   11 11   11 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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５ 公共施設等の現況 
 

(1)-1 水道事業の現況 

（令和５年３月 31日現在） 

 単位 数量 

計画給水人口 （人） 30,800 

給水区域現在人口 （人） 23,935 

現在給水人口 （人） 23,887 

給水区域内世帯数 （世帯） 8,626 

現在給水世帯数 （世帯） 8,588 

計画１日最大給水量 (m3) 19,315 

年間給水量 (千 m3) 3,897 

施設能力 (m3/日) 21,702 

水源別

年間取

水量 

表流水 (千 m3)  

浅井戸 (千 m3)  

深井戸 (千 m3) 2,421 

浄水受水 (千 m3) 3,954 

その他 (千 m3)  

浄水池 （池）  

浄水池総有効容量 (m3)  

配水池・配水塔 （池） 18 

配水池・配水塔総有効容量 (m3) 13,967 

ポンプ設置台数 （台） 40 

消火栓設置数 （基） 1,062 

配水管延長 （ｍ） 249,250 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(1)-2 簡易水道の現況 

（令和５年３月 31日現在） 

事業数 

計画 

給水 

人口 

給水 

区域現在 

人口 

現在 

給水 

人口 

計画 

１日最大
給水量 

浄水方法の種別 

（浄水場数：ヶ所） 

実績 

１日最大
給水量 

実績年間 

給水量 

実績年間 

有収水量 

ヶ所 （人） （人） （人） （㎥） 

緩
速
ろ
過 

急
速
ろ
過 

膜
ろ
過 

そ
の
他 

消
毒
の
み 

（㎥） （㎥） （㎥） 

1 2,900 2,524 2,524 4,900     1 5,236 1,111,744 1,086,178 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(2) 下水道の現況 

（令和４年度末） 

処理場名・所在地 
排除 

方式 

供用開始 

面積 

（ha） 

行政人口 

ａ（人） 

処理人口 

ｂ（人） 

下水道処理 

人口普及率 

ｂ／ａ（％） 

処理開始 

年月 

九頭竜川浄化センター

（福井県）へ流入 
分流 1,251.4 26,725 25,780 96.5 - 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(3) ごみ処理施設等 

 

①ごみ処理施設 

（令和６年２月１日現在） 

事業主体 

施設 処理 
処理対象 

市町村 施設名称 所在地 
処理能力 

(t/日) 
炉型式 

福井坂井地区広域

市町村圏事務組合 
清掃センター 

あわら市笹岡

33-3-1 
222 全連続運転 

あわら市 

坂井市 

永平寺町 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

②粗大ごみ処理施設 

（令和６年２月１日現在） 

設置主体 施設名 設置場所 処理方式 
処理能力 

(t/日) 
備考 

福井坂井地区広域

市町村圏事務組合 
清掃センター 

あわら市笹岡

33-3-1 
破砕 90 

焼却施設 

に併設 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

③し尿処理施設 

（令和６年２月１日現在） 

事業主体 施設名 所在地 処理方式 
処理能力 

(kL/日) 

処理対象 

市町 

坂井地区広域連合 
さかいクリー

ンセンター 

坂井町今井

1-1 

高 負 荷 脱

窒素処理 
41 

あわら市・ 

坂井市 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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６ 気象観測施設等 
 

(1) 雨量観測所 

観測所名 水系 河川名 所在地 種別 観測者名 

六日 九頭竜川 竹田川 
あわら市市姫 2 丁目 905 

竹田川六日水位観測所 
無線テレ 三国土木 

下金屋 九頭竜川 竹田川 あわら市下金屋 9－2 無線テレ 三国土木 

 

(2)-1 水位観測所 

観測

所名 
河川名 

設置

場所 
所在地 種別 

水防団 

待機水

位(m) 

はん濫 

注意水

位(m) 

避難 

判断水

位(m) 

はん濫 

危険水

位(m) 

岩崎 

（金井）
竹田川 

橋梁 

地覆 

坂井市三国町楽円 3

字 

有線

テレ 
2.60 3.00  3.70 

六日 竹田川 橋脚 あわら市市姫 2－905 
無線

テレ 
3.50 4.00 4.20 4.40 

矢地 竹田川 橋脚 
あわら市矢地 1 字 8

－1 

無線

テレ 
4.00 5.00  5.80 

里竹田 竹田川 橋脚 
坂井市丸岡町里竹田

28 字 14－1 

無線

テレ 
2.50 3.00  4.00 

石塚 竹田川 橋脚 あわら市北疋田 
無 線

テレ 
3.50 4.00  4.60 

坪江 竹田川 右岸 坂井市丸岡町川上 
無線

テレ 
 2.20  2.80 

川上 竹田川 右岸 坂井市丸岡町上竹田 
無線

テレ 
1.80 2.10  4.00 

平岩 竹田川 左岸 坂井市丸岡町上竹田 
有線

テレ 
3.00 3.30  3.90 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(2)-2 危機管理型水位観測所 

観測 

所名 
河川名 

設置 

場所 
所在地 

自記 

テレメータ 

普通 

観測 

開始水

位(m) 

危険水

位(m) 
観測者名 

北潟 北潟湖 湖内 あわら市北潟 
無線 

テレ 
0.39 0.80 三国土木 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(2)-3 河川映像監視所 

監視 

所名 
水系名 河川名 所在地 監視者名 緯度 経度 

上新橋 九頭竜川 竹田川 あわら市春宮 三国土木 36 12 53 136 13 56 

開田橋 大聖寺川 北潟湖 あわら市浜坂 三国土木 36 17 16 136 14 56 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(3) 雪量観測点 

（令和６年２月１日現在） 

路線名 観測点地先名 観測者 摘 要 緯度 経度 

牛の谷停車場 
あわら市 

下金屋 
名泉郷積雪センサー 

定点 

気温 

36°14′

37.95″ 

136°16′

47.89″ 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(4) 潮位観測所 

（令和６年２月１日現在） 

観測地点名 所管機関名 所在地 
位置 

観測の方式 

観測基準 

面の標高 

（㎝） 緯度（北緯） 経度（東経） 

三国 国土地理院 
坂井市 

三国町 
36°15′ 136°9′ 

フロート

式 
-180.1 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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７ 危険箇所・区域、危険物施設等 
 

(1) 過去の災害 

○あわら市の主な災害等（旧金津・芦原町～あわら市） 

１４７４年（文明６年） 

不 明 吉崎において放火により吉崎御坊をはじめ、寺内町一帯を焼失 

１６４０年（寛永 17年） 

１１．２３ 加賀大聖寺を震源とする地震 越前、加賀の国境で家屋破損、死傷者多

数（震度６） 

１９２２年（大正 11年） 

５．８ 芦原小学校全焼 

６．３ 権世村大火 集落 27 戸中 21戸焼失 

１９４５年（昭和 20年） 

７．１３ 福井空襲 

１９４８年（昭和 23年） 

６．２８ 福井地震（マグニチュード 7.1 震度６ 震源地：旧丸岡町～旧森田町） 

旧坂井郡内 25,000戸中 13,307戸全壊、3,399戸半壊、1,832戸焼失 

             死者 1,747人、負傷者 6,305人 

 旧芦原・金津町内 死傷者 3,000人超 家屋全半壊約 5,700戸 

１９５６年（昭和 31年） 

４．２３ 芦原大火 ※災害救助法適用（旧町時代を含め唯一の救助法適用事案） 

午前６時 43 分頃、温泉１丁目、旧京福電鉄芦原湯の町駅前

の木造２階建ての青果店２階部から出火した火災は、負傷者

63人、焼失棟数 609棟、焼失延べ面積 57,360.3㎡、損害額

52億 3,000 万円、罹災世帯 348世帯・1,653人に達し、実に

温泉街の 42％を焼失するという国の火災史に残る大惨事と

なった。 

１９６３年（昭和 38年） 

 

３８豪雪（昭和 37年 12月末～昭和 38年２月上旬） 豪雪被害 

１９７３年（昭和 48年） 

１．１９ 芦原町牛山 紡績会社寮火災 負傷者２人 焼損面積 262㎡ 

 損害額526万６千円 着火物の漏洩が原因 

３．２２ 芦原町牛山 紡績会社寮火災 焼損面積2,523.3㎡ 損害額176万２千円 

              コンロの火の不始末が原因 

１９７６年（昭和 51年） 

１．１１ 金津町菅野 倉庫火災 焼損面積1,642㎡ 損害額３億6,839万円 原因不明 
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１９７７年（昭和 52年） 

４．２０ 金津町天王 住宅火災 全焼５棟 部分焼１棟 焼損面積 833㎡ 

 損害額１億 3,395万円 電気こたつが原因 

１９８１年（昭和 56年） 

 ５６豪雪（昭和 55年 12月下旬～昭和 56年１月中旬） 豪雪被害 

     嶺北消防管内全域 昭和 55年 12月 27日からの大雪により、

家屋（住家）の一部損壊等 47 棟、非住

家の一部損壊等 41棟、損害額１億 2,500

万円強（農業被害を含む。） 

雪害対策本部設置中の火災４件 水利

除雪等出動延べ人員 1,417 人 最深積

雪 138㎝ 

７．２～３ ７月豪雨 豪雨被害 

芦原町竹田川流域 家屋の浸水 100世帯 田畑の冠水 700ha 

 道路の損壊 16箇所 崖崩れ７箇所 

 被害総額 21億 9,300万円 

     金津町竹田川流域 住宅 18棟水没 避難命令２地区 

     嶺北消防管内全域 床上・床下浸水801棟 田畑の冠水1,800ha 

 崖崩れ７箇所 水防活動延べ人員 246人 

              総雨量 226㎜（観測史上初の１時間 46㎜） 

８．２０ 金津町中川 車両火災 死者３人 焼損２台 損害額 1,630万円 

           ガソリンの引火が原因 

１９８２年（昭和 57年） 

５．４ 芦原温泉街５丁目火災 

午後１時 36 分頃、芦原温泉街５丁目の製材所において、ド

ラム缶内で木屑等を焼却していたところ関係者が現場を離

れた数十分の間に、西北西の風、風速 10～15m/secの強風に

煽られ製材工場に飛び火延焼、さらに付近の鉄筋コンクリー

ト造り４階建てのホテル及び住宅、店舗等に延焼拡大したも

のである。焼失棟数は、全焼 12 棟、半焼１棟で焼失延べ面

積 4,066.37 ㎡、損害額４億 2,435万４千円、罹災世帯 10世

帯・35人の被害を出した。 

１９８７年（昭和 62年） 

２．１４ 金津町橋屋 住宅火災 焼損面積 356㎡ 損害額 569万円 

０時 40 分頃、強風波浪注意報発令下の金津町橋屋区で発

生した住宅火災では、住宅など２棟を全半焼、２階で就寝

中の親子６人が焼死という大惨事になった。県内の一般住

宅火災で、一度に６人もの焼死者が出たのは戦後初めてで

あった。 

出火原因としては、１階の居間で使用していた石油ストー
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ブの上方に干していた洗濯物が落下、周囲に燃え移り拡大

したものである。 

１９９１年（平成３年） 

４．１ 金津町菅野 工場火災 焼損面積 1,002㎡ 損害額１億 6,733万円  

原因不明 

９．２３ 芦原町田中々 アパート火災 焼損面積 93㎡ 損害額 617万６千円 

 マッチの火の不始末が原因 

９．２７ 芦原町二面 商事会社火災 焼損面積 657㎡ 損害額 2,587万円 

             ガス切断機の火花の飛散が原因 

１９９２年（平成４年） 

３．２３ 芦原町舟津 ホテル火災 

16時 56分頃、芦原町舟津で休業中のホテルから出火した

火災は、木造モルタル一部鉄筋コンクリート造２階建てを

焼失した。 

焼失棟数１棟、焼失面積 2,159㎡、損害額 8,200万円の被

害を出したが休業中であったため、負傷者等人的被害はな

かった。出火原因は、子供の火遊びであった。管理者が定

期的に巡回監視を行っていたものの子供がドア、窓などを

破損して内部に侵入しているなど無人建物の防火管理の

難しさが問われた火災であった。 

１９９７年（平成９年） 

１．２ ロシア船籍タンカー「ナホトカ号」沈没による重油流出事故 

午前２時 51 分頃、中国からロシア・ペトロパブロフスク

へ向け、日本海を航行中のロシア船籍タンカー「ナホトカ

号」が、島根県隠岐島北北東約 106 ㎞の海上で、Ｃ重油

19,000klを積載したまま船体が二つに折れて、船尾部は沈

没、船首部は流出した油とともに日本海を漂流するという

事故が発生した。日本海側の１府、８県の沿岸に油が漂着

し、環境、漁港、また観光に甚大な被害を与えた。 

１９９９年（平成 11年） 

２．３ 金津町清王 住宅火災 全焼２棟 部分焼４棟 焼損面積 532㎡ 

 損害額 1,239万６千円 石油ストーブが原因 

２００４年（平成 16年） 

７．１８ あわら市全域 豪雨被害 負傷者１人 全壊１棟（非住家） 

９．７ あわら市全域 台風被害 負傷者２人 全壊１棟（非住家） 

９．２４ あわら市内４ヶ所 大雨被害 道路冠水 

１０．２０ あわら市全域 台風被害 床下浸水４棟 3,602世帯に避難勧告発令 

２００５年（平成 17年） 

１２．１６ あわら市内数ヶ所 大雨被害 負傷者１名 全壊１棟（民家車庫） 
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２００６年（平成 18年） 

７．１８ あわら市吉崎等 豪雨被害 土砂崩れ１箇所 床下浸水５棟 

 ２世帯に避難勧告発令 

２０１２年（平成 24年） 

７．２１ あわら市全域 豪雨被害 床上浸水６棟 床下浸水60棟 その他農地等多数 

記録的短時間大雨 あわら市金津で 95mm 

２０１８年（平成 30年） 

２月初旬 福井県嶺北地方では 6 日 16 時までの 24 時間降雪量が平地でも 60cm を

超える記録的な大雪 

本市においては、災害対策本部を設置し、自衛隊による救援活動が行われた。 

２月４日から強い冬型の気圧配置となり、嶺北を中心に５日から 13 日

にかけて大雪となった。最深積雪は、名泉郷で 168 ㎝となり、「昭和 56

年豪雪」以来 37年ぶりの記録的な大雪となった。 

国道８号では、６日から９日にかけて加賀市熊坂町から坂井市丸岡町一

本田の約 20km の区間において、最大 1,500 台の車両が立ち往生するな

ど、交通網が麻痺状態となった。 

また、断続的な降雪により除雪が追いつかず、住民生活や経済活動に大

きな影響が生じた。市では、２月６日から２月 19 日まで災害対策本部

を設置し、その後も雪害対策連絡会議を継続することにより、除排雪作

業の徹底を図った。 

■被害概要 

・重傷１人、軽傷５人 

・住家 半壊１棟、一部破損 55棟 

・農林業被害総額 ５億 7,890万円 

・観光 宿泊予約キャンセル 11,043人 被害額２億円以上 

・除排雪経費 約 2.6億円 

■主な対処事項 

・８号線滞留車両に対する食料、毛布の配布、並びに休憩所の開設 

・市民相談窓口強化 

・臨時雪捨て場の設置 

・要配慮者の安否確認及び支援 

・応援物資の受領 

・茅野市、妙高市、県及び国交省からの除雪応援受入 

・要望活動 

■市の体制 

・２月６日 ７:00 あわら市雪害対策連絡会議設置 

14:00 あわら市災害対策本部設置（「雪害対策連絡会議」

を格上げ） 

・２月７日 ７:00 全職員災害対応業務優先体制始動：本部長(市長)指示 

・２月８日 16:00 あわら市災害対策本部内に雪害対策チームを設置 
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・２月 19日 ９:00 あわら市災害対策本部閉鎖(「雪害対策連絡会議」

に移行)   

■あわら市区内道路除排雪緊急支援交付金 

生活道路の確保を図るため、区民が一丸となって取り組んだ除排雪作

業に対し、緊急的に交付金制度を創設した。 

・申請件数 113区 

・交付金額 21,736,000円 

２０１８年（平成 30年） 

７．５～８ 本州付近に停滞した梅雨前線によって暖かく湿った空気が供給され続

けたため、西日本を中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨となり、本

市においても災害対策本部を設置し、避難勧告等を発令 

２０２３年（令和５年） 

７．１２～１３ あわら市 北潟等 豪雨等による土砂崩れにより住宅に土砂が流入 

        (国)305 号（あわら市北潟から北潟まで 0.4km、(全面

通行止)冠水による通行規制） 

(主)福井金津線(29)（あわら市吉崎から細呂木まで

3.0km(全面通行止)大雨による通行規制） 他 通行

規制実施 

畑地（大豆、野菜）で冠水等 

林道（2 路線）で土砂流出、法面崩壊等 

7 月 12 日午後 8 時に大雨警報が発表され、同日午後 11 時 40 分には土

砂災害警戒情報が発表された。翌日 13 日の未明には、3 時間連続で 40

㎜以上の雨が降り続いたため、観音川の水位が急激に上昇し、越水が発

生した。それにより、指中区と細呂木区の観音川流域を中心に、住宅へ

の床上・床下浸水、小屋などの浸水被害が多数発生した。 

■被害概要 

・人的被害 なし 

・家屋被害 床上浸水 1件 

床下浸水 22 件 

土砂流入 1件 

小屋被害 32 件 

■市の体制等 

・7月 12日 20：01 大雨警報発表（市の配備体制 警戒体制） 

23：40 土砂災害警戒情報発表 

・7月 13日  2：11 洪水警報発表 

7：00 警戒本部体制へ格上げ 

第１回警戒本部会議実施 

自主避難所（細呂木小学校）開設（4 名避難） 

16：00 自主避難所（熊坂農村改善センター）開設  

※避難者なし 
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・7月 14日  1：00 自主避難所（熊坂農村改善センター）閉鎖 

4：51 大雨警報解除 

5：00 自主避難所（細呂木小学校）閉鎖 

※その他、富津区と御簾尾区が独自に自主避難所を開設 

■主な市の対応 

避難情報の発信、避難所の開設・運営、土嚢配布、被害箇所のパトロ

ール及び応急対応、災害廃棄物の処理対応、罹災調査の実施 

２０２４年（令和６年） 

１．１ 令和 6 年１月１日午後４時 10 分頃、石川県能登半島でマグニチュード

7.6、最大震度 7 の揺れを観測する大地震が発生した。あわら市におい

ても震度 5強を観測し、家屋被害のほか、道路の陥没、断水など相当数

のインフラ被害が発生した。 

■被害概要 

・人的被害（軽傷３件） 

 女性３人（80 歳代１人、70 歳代１人、60 歳代１人） 

・家屋等の被害 

 ① 応急危険度判定（１月３日午後実施） 

   細呂木駅前区 １４棟／滝区 ３棟／国影区 ２棟／井江葭区 １棟

／北潟東区 ７棟／北潟西区 １１棟 計：３８棟(うち､危険:6 棟､

要注意:14 棟) 

  ② 罹災証明 

  罹災証明書交付件数：707件（令和７年２月１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市の体制等 

・1月 1日  16：10 震度 5強（石川県震度７） 

       16：12 津波注意報発令 

       16：22 津波警報発令 

       17：30 災害対策本部設置 

       18：50 市内全指定避難所開設（22 箇所） 

・1月 2日    1：15 津波警報解除 

           8：00 市内全指定避難所閉鎖 

非 住 家 

123件 

住家の被害区分 

全   壊 0件 

大規模半壊 1件 

中規模半壊 0件 

半   壊 11件 

準 半 壊 11件 

一 部 損 壊 561件 

合計 584件 
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           9：30 警戒本部体制に格下げ 

           10：00 津波注意報解除 

        15：30 警戒体制に格下げ 

※1月１日から 1月 3日までの市職員出動人数 延べ 388人 

■主な市の対応 

 災害対策本部会議の開催（5 回開催）、避難情報の発信、避難所の開

設・運営、応急危険度判定の実施、罹災調査の実施、被害箇所のパトロ

ール及び応急対応、国や県への要望活動、各支援制度の紹介・申請補助、

義援金の受付、災害廃棄物の処理対応 
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○福井県の主な地震災害 

震源地 発生年月日 地震の規模 地震被害の概要 

近江北部 1325年12月 5日 Ｍ6.5 敦賀郡気比神社倒漬 

加賀大聖寺 1640年11月23日 Ｍ6.5 家屋破損、死者多数 

琵琶湖西岸 1662年11月16日 Ｍ7.5 小浜で城の櫓・多門・石垣・蔵の破壊 

安政東海地震 1854年12月23日 Ｍ8.4 福井では場内の櫓・掘等大破 

潰240、死者4名 安政南海地震 1854年12月24日 Ｍ8.4 

濃尾地震 1891年10月28日 Ｍ8.0 
死者12名、負傷者105名 

家屋全壊1,090棟、堤防決壊、山崩れ 

福井県嶺北 1900年 3月22日 Ｍ5.8 
負傷者6名、家屋全壊2棟、半壊10棟 

山崩れ、堤防破損亀裂 

北丹後地震 1927年 3月 7日 Ｍ7.3 家屋の壁亀裂 

東南海地震 1944年12月 7日 Ｍ7.9 堤防の亀裂、老朽建設物の倒壊 

南海道地震 1946年12月21日 Ｍ8.0 電線切断による停電 

福井地震 1948年 6月28日 Ｍ7.1 
死者3,728名、負傷者21,750名 

家屋全壊35,382棟 

大聖寺地震 1952年 3月 7日 Ｍ6.5 負傷者1名、山崩れ 

北美濃地震 1961年 8月19日 Ｍ7.0 
死者1名、負傷者15名、家屋全壊12棟、  

山崩れ 

越前岬沖地震 1963年 3月27日 Ｍ6.9 
負傷者1名、家屋全壊2棟、山崩れ 

土砂崩れ 

能登半島地震 2007年 3月25日 Ｍ7.1 負傷者1名 

淡路島付近 2013年 4月13日 Ｍ6.3 負傷者1人 

能登半島地震 2024年 1月 1日 Ｍ7.6 負傷者6人、住家半壊12棟 

出典：福井地方気象台地震解説資料／地震調査研究推進本部 

○福井県内の津波 

 県内の津波被害は特にない。 

地震名 発生年月日 地震の規模 津波観測 

新潟地震 1964年 6月16日 Ｍ7.5 

三国26㎝、敦賀46㎝           

（新潟県・山形県・秋田県で地震や津波に

よる死者26名） 

日本海中部地震 1983年 5月26日 Ｍ7.7 

三国36㎝、福井69㎝           

（秋田県・青森県・北海道で地震や津波に

よる死者104名） 

北海道南西沖地震 1993年 7月12日 Ｍ7.8 

敦賀46㎝、三国（消防署）90cm、河野

60cm                    

（北海道で津波や地震による死者201名、

行方不明29名） 

出典：福井地方気象台地震解説資料 



 

124 

○福井県における風水害等 

年 月 種  類 被  災  状  況 

1921 年 9 月 台風、風水害 死者 3 人、浸水家屋 3,000 戸 

1930 年 7 月 水害 
死傷･行方不明 5 人、住家全壊･浸水 2500 戸、堤防決壊・破損 15

箇所 

1933 年 7 月 台風、風水害 全壊 15、流失 3 他 田畑浸水 3,500 町 

1934 年 9 月 室戸台風、風水害 
死者 8 人、行方不明 7 人、負傷者 14 人 

家屋（全･半壊 375 戸、浸水 566 戸）船舶（流失･沈没)58 隻 

1939 年 12 月 山くずれ 死者 14 人 

1940 年 1 月 大雪 死者 4 人、負傷者 10 人、被害建物 104 件 

1950 年 9 月 ジェーン台風 
死者 14 人、負傷者 556 人、行方不明 1 人建物(全壊 684 戸、半壊

4306 戸） 

1953 年 7 月 
梅雨前線、水害 

山くずれ 
死者 2 人、建物(全壊 4 戸、半壊 14 戸他） 

1953 年 9 月 台風 13 号、風水害 死者 116 人、負傷者 639 人、建物(全壊 328 戸、半壊 527 戸他） 

1954 年 9 月 洞爺丸台風、風害 負傷者 2 人、建物(全壊 10 戸、半壊 2 戸他） 

1956 年 4 月 
フェーン現象 

芦原大火 
死者 1 人、重傷 4 人、軽傷 345 人、全焼 309 戸、半焼 17 戸他 

1959 年 1 月 雪害 死者 2 人、負傷者 4 人他 

1959 年 8 月 
台風 7 号 

前線風水害 
死者 5 人、負傷者 6 人、家屋（全壊 15 戸、半壊 23 戸）他 

1953 年 8 月 伊勢湾台風、風水害 
死者 25 人、負傷者 6 人、行方不明 6 人、家屋（全壊 70 戸、半壊

167 戸他） 

1960 年 8 月 
台風 16 号 

前線風水害 
行方不明 3 人、負傷者 3 人、建物（全壊 6 戸、半壊 2 戸他） 

1961 年 9 月 第２室戸台風 負傷者 72 人、建物（全壊 95戸、半壊 357 戸他） 

1963 年 12～2 月 豪雪、風雪害 
死者 25 人、負傷者 48 人 

建物（全壊 623 棟、半壊（一部半壊を含む）69,653 棟他） 

1964 年 7 月 
梅雨前線 

山陰･北陸豪雨 
死者 1 人、負傷者 3 人、建物（半壊 71 棟他） 

1969 年 1～2 月 雪害 負傷者 5 人、建物（一部破損 28 戸他） 

1971 年 6 月 山くずれ 死者 6 人 

1971 年 7 月 梅雨前線 死者 1 人、全壊 1 戸 

1972 年 2 月 海難事故 死亡者 5 人 

1972 年 7 月 47.7 豪雨 負傷者 1 人、全壊 1 戸他 

1972 年 9 月 台風 20 号 死者 1 人、負傷者 7 人、建物（全壊 5 戸、半壊 14 戸他） 

1972 年 11 月 
北陸トンネル内 

列車火災事故 
死者 30 人、重軽傷者 744 人 
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年 月 種  類 被  災  状  況 

1976 年 9 月 台風 17 号 死者 1 名 

1976 年 10 月 越前海岸高波 
死者 1 名、重傷者 5 名、軽傷者 1 名、住家（全壊 9 棟、半壊 58 棟

他） 

1977 年 1～3 月 大雪 
死者 3 名、重傷者 15 名、軽傷者 16 名、住家（全壊 14 棟、半壊 19

棟他） 

1979 年 6～7 月 
梅雨前線に伴う 

集中豪雨 
軽傷者 1 名、住家一部破壊 2棟他 

1979 年 9～10 月 台風 16 号 死者 2 名、行方不明者 1 名、軽傷者 2 名、住家（半壊 12 棟他） 

1979 年 10 月 台風 20 号 重傷者 1 名、住家（全壊 1 棟、半壊 3 棟他） 

1980 年 1～2 月 雪害 死者 3 名、重傷者 5 名、軽傷者 2 名、住家（一部破壊 45 棟他） 

1980 年 8 月 大雨 死者 1 名、重傷者 2 名、軽傷者 2 名、住家（半壊 1 棟他） 

1980 年 10 月 高波と高潮 死者 2 名、重傷者 1 名、軽傷者 3 名、住家（半壊 5 棟他） 

1980 年 12～3 月 56 豪雪 
死者 15 名、重傷者 55 名、軽傷者 79 名 

住家（全壊 37 棟、半壊 40 棟他） 

1981 年 7 月 集中豪雨 
行方不明 1 人、負傷者 2 人、軽傷者 1 名 

住家（全壊 5 棟、半壊 11 棟他） 

1982 年 8 月 台風 10 号 重傷者 1 名、住家（半壊 1 棟他） 

1982 年 12～3 月 雪害 死者 2 名、重傷者 2 名、軽傷者 1 名他 

1984 年 1～3 月 59 豪雪 
死者 3 名、重傷者 35 名、軽傷者 61 名、住家（全壊 5 棟、半壊 4

棟他） 

1985 年 1～3 月 雪害 
死者 4 名、重傷者 13 名、軽傷者 20 名、住家（全壊 1 棟、半壊 1

棟他） 

1985 年 6～7 月 集中豪雨 死者 2 名、住家（半壊 2 棟他） 

1985 年 12～3 月 雪害 
死者 4 名、重傷者 21 名、軽傷者 33 名、住家（全壊 1 棟、半壊 1

棟他） 

1985 年 6～7 月 梅雨前線 死者 1 名、軽傷者 3 名他 

1986 年 12～3 月 雪害 死者 3 名、軽傷者 3 名他 

1987 年 7 月 台風 5 号 死者 1 名他 

1988 年 4 月 強風 重傷者 1 名、軽傷者 3 名他 

1988 年 6～7 月 豪雨 重傷者 1 名他 

1989 年 7 月 梅雨前線 死者 15 名他 

1989 年 9 月 大雨 死者 1 名他 

1990 年 9 月 台風 19 号 軽傷者 3 名、住家半壊 1 棟他 

1990 年 11 月 風浪 軽傷者 1 名他 

1990 年 12 月 強風波浪 重傷者 1 名、軽傷者 1 名他 
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○福井県における近年の災害(風水害) 

年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

平成 16 年 

7 月 17 日～18 日 

｢平成 16 年 7 月福井豪

雨｣ 

福井県内全域で記録的集中豪雨により福井県各地で浸水被害

等が発生した。 

■人的被害■ 

死者:4 名、行方不明者:1 名、負傷者(重軽傷):19 名 

■物的被害■ 

住家全壊:57 世帯、半壊:139 世帯、一部破損:211 世帯 

床上浸水:3,313 世帯、床下浸水:10,324 世帯 

平成 16年 10 月 22 日 台風 23 号による暴風雨 

台風 23 号による暴風雨により、福井県内全域で土砂災害、堤

防決壊等の被害が発生した。 

■人的被害■ 

負傷者(軽傷):1 名 

■物的被害■ 

住家全壊:3 世帯、半壊:10 世帯、一部破損:276 世帯 

住家床上浸水:30 世帯、床下浸水:423 世帯 

■堤防決壊■ 

護岸崩壊:56 箇所、越水 16 箇所、内水 6 箇所 

■土砂災害■ 

がけ崩れ 10 箇所、土石流 7 渓流、地すべり 0 箇所 

平成 18年 7 月 ｢平成 18 年 7 月豪雨｣ 

福井県内全域で記録的集中豪雨により福井県各地で浸水被害

等が発生した。 

■人的被害■ 

死者:2 名、行方不明者:0 名、負傷者(重軽傷):0 名 

■物的被害■ 

住家全壊:3 世帯、半壊:1 世帯、一部破損:4 世帯 

住家床上浸水:3 世帯、床下浸水:195 世帯 

年 月 種  類 被  災  状  況 

1991 年 2 月 強風波浪 死者 1 名、重傷者 6 名、軽傷者 1 名、住家（半壊 1 棟他） 

1991 年 9 月 台風 19 号 重傷者 3 名、軽傷者 14 名、住家（全壊 2 棟、半壊 11 棟他） 

1993 年 7 月 梅雨前線豪雨 行方不明者 1 名、他 

1993 年 9 月 暴風雨・豪雨 軽傷者 2 名他 

1996 年 4 月 
林野火災（旧今庄

町） 
山林 23.3ha 焼損 

1996 年 12 月 雪害 死者 1 名、軽傷 2 名他 

1998 年 10 月 台風 7 号   

2001 年 1 月 雪害   
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

平成 24 年 

７月 20 日～21 日 
豪雨 

日本の南の太平洋高気圧から、暖湿な空気が西日本から北陸

地方に流れ込み、また、上空の喚起を伴った気圧の谷の影響

で、嶺北を中心に大雨となった。 

（日最大 1 時間降水量（20、21 日）あわら市 95.0 ミリ） 

（日降水量（20、21 日）あわら市 182.0 ミリ） 

■人的被害■ 

なし 

■物的被害■ 

住家半壊：２棟、一部破損：９棟 

住家床上浸水：57 棟、床下浸水：243 棟 

平成 25年 8月 23 日 竜巻 

日本海の前線に向かって暖湿な気流が入り、大気の状態が非

常に不安定となり、小浜では竜巻（Ｆ１）と推定される現象

が発生した。 

■人的被害■ 

負傷者(軽傷):1 名 

■物的被害■ 

住家半壊：３棟、一部破損：70 棟 

平成 25年 9月 16 日 台風 18 号による暴風雨 

台風 18 号が日本の南海上を北上中、台風の北側に広がる雨

雲域が嶺南を中心にとどまっていた。05 時 05 分に大雨特別

警報の制定後初の当該警報発表のひとつとなった。（日最大 1

時間降水量：敦賀 25.0 ミリ、小浜 38.5 ミリ）（24 時間降水

量：敦賀 215.0 ミリ、小浜 384.0 ミリ） 

■人的被害■ 

死者:1 名 

■物的被害■ 

住家全壊：５棟、半壊：２棟、一部破損：13 棟 

住家床上浸水：78 棟、床下浸水：320 棟 

平成 25年 10 月 15 日 台風第 26 号 

台風第 26 号が本州の南海上を北上したため、雨で大雨とな

ったところがあった。 

（日最大 1 時間降水量(15 日）） 

九頭竜 16.5mm、大野 8.5mm 

（日降水量(15 日）） 

九頭竜 60.0mm、大野 37.0mm 

■その他被害■ 

31 千円 

平成 25年 11 月 25 日 暴風 

低気圧が発達しながら日本海中部を北東に進み、低気圧の中

心からのびる寒冷前線が 25 日夕方頃通過した。 

（日最大風速） 

福井 16.1m/s（南南東）11 時 57 分 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

三国 18.7m/s（南南東）08 時 59 分 

（日最大瞬間風速） 

福井 23.9m/s（南東）11 時 53分 

敦賀 28.2m/s（南南東）07 時 47 分 

■人的被害■ 

軽傷：1 人 

平成 26 年７月 17 日 豪雨・暴風・落雷 

梅雨前線に向かって湿った空気が流れ込んだ影響で、大気の

状態が不安定となった。 

（日最大 1 時間降水量(17 日）） 

小浜 32.5mm、春江・美浜 14.0mm 

（日降水量(17 日）） 

小浜 33.0mm、勝山 24.0mm 

（日最大風速） 

小浜 14.3m/s(-)14時 07 分 

勝山 7.3m/s（北北西）14時 27 分 

（日最大瞬間風速） 

小浜 33.8m/s(-)14時 02 分 

勝山 11.7m/s（北西）14 時 22分 

■非住家被害■ 

その他：1 棟 

平成 26年 7月 20 日 豪雨 

上空に寒気を伴った気圧の谷と湿った空気の影響で、大気の

状態が非常に不安定となった。 

（日最大 1 時間降水量（20 日）） 

三国 56.5mm、福井 52.5mm 

（日降水量（20 日）） 

福井 77.5mm、勝山 71.0mm 

■住家被害■ 

床下浸水：1 棟 

平成 26年 8月 9 日 台風第 11 号 

台風第 11 号は、日本の南から四国の南に進み、北日本から西

日本にのびる前線に向かって暖かく湿った空気が流れ込んだ

影響により、県内の所々で大雨となった。 

（日最大１時間降水量（9 日）） 

大飯 18.0mm、越廼 11.5mm 

（日降水量(9 日）） 

大飯 102.0mm、美浜 71.5mm 

■人的被害■ 

軽傷：1 人 

■住家被害■ 

一部破損：1 棟 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

平成 26年 8月 15 日 豪雨 

北陸地方に停滞する前線に向かって、暖かく湿った空気が流

れ込み、雨で雷を伴い、大雨となった。 

（日最大 1 時間降水量(15 日）） 

春江 33.5mm、越廼 30.5mm 

（日降水量(15 日）） 

越廼 83.5mm、勝山 75.0mm 

■住家被害■ 

床下浸水：1 棟 

平成 26年 12 月 5 日 暴風・波浪 

上空に寒気を伴った気圧の谷が通過し、冬型の気圧配置が強

まり大気の状態が不安定となった。 

（日最大風速） 

越廼 11.6m/s（西）07 時 01 分 

敦賀 11.4m/s（西）16 時 20 分 

（日最大瞬間風速） 

三国 20.7m/s（西）10 時 52 分 

越廼 20.2m/s（西南西）06 時 07 分 

■住家被害■ 

一部破損：1 棟 

平成 27年 8月 25 日 暴風 

強い台風第 15 号は九州に上陸した後、北に進み日本海に抜

けたため、強い風を観測したところがあった。 

（日最大風速） 

敦賀 20.4m/s（南東）17 時 49分 

福井 16.4m/s（南南東）23 時 26 分 

（日最大瞬間風速） 

敦賀 30.7m/s（南東）18 時 26分 

小浜 30.6m/s（東南東）17 時 01 分 

■人的被害■ 

軽傷：2 人 

■その他の公共施設被害■ 

216 千円 

平成 28年 4月 17 日 暴風 

華中で前線上に発生した低気圧が、発達しながら北東に進み、

17 日末明には朝鮮半島に、その後も発達しながら日本海を北

東に進み 17 日夜には北海道西海上に進んだ。この低気圧の

影響で福井県内では、16 日夜から風が強まり、17 日昼過ぎに

かけて非常に強い風を観測した所があった。 

（日最大風速(17 日）） 

三国 21.2m/s（南）10 時 35 分 

敦賀 20.Om/s（南南東）06 時 41 分 

（日最大瞬間風速(17 日）） 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

敦賀 32.9m/s（南南東）08 時 08 分 

三国 30.1m/s（南）11 時 13 分 

■人的被害■ 

軽傷：2 人 

■その他被害■ 

15,075 千円 

平成 28年 5月 3 日 暴風 

黄河下流で発生した低気圧は、ボッ海から黄海付近を通過し、

中国東北区を進んだ 3 日昼頃にかけて急速に発達し、その後

は東北東進した。この低気圧からのびる寒冷前線が、3 日夜

から 4 日未明にかけて北陸地方を通過した影響で、福井県内

では、3 日末明から風が強まり、夜遅くかけて非常に強い風

を観測した所があった。 

（日最大風速(3 日）） 

敦賀 22.9m/s（南南東）20 時 15 分 

三国 21.7m/s（南南東）22 時 05 分 

（日最大瞬間風速(3 日）） 

敦賀 35.8m/s（南東）11 時 17分 

三国 31.6m/s（南南東）21 時 57 分 

■人的被害■ 

重傷：2 人、軽傷：3 人 

■住家被害■ 

一部破損：10 棟 

■非住家被害■ 

その他：3 棟 

■農林水産業施設被害■ 

15,000 千円 

■その他の公共施設被害■ 

854 千円 

■その他被害■ 

6,800 千円 

平成 28年 6月 25 日 大雨 

前線を伴った低気圧が日本海を北東進した影響で、嶺北を中

心に大雨となり強い雨を観測した所があった。 

（日最大 1 時間降水量（26 日）） 

三国 42.0mm5 時 33 分 

■農林水産業施設被害■ 

9,757 千円 

平成 28年 9月 20 日 台風第 16 号 

台風第 16 号が、太平洋沿岸を北東進した影響で、福井県で

は、19 日から 20 日にかけて雨が降り、強い雨を観測した所

があった。 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

（日最大 1 時間降水量（20 日）） 

敦賀 33.5mm14 時 46 分 

九頭竜 28.5mm16 時 11 分 

小浜 28.5mm13 時 24 分 

（日降水量（20 日）） 

九頭竜 117.0mm、大飯 109.5mm 

■住家被害■ 

床上浸水：1 棟、一部破損：1棟 

■公共土木施設被害■ 

224,135 千円 

■その他被害■ 

1,136 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

敦賀市、池田町 

平成 28年 10 月 5 日 台風 18 号 

台風第 18 号が、対馬海峡から山陰沖を通過し能登半島沖に

進んだ影響で、福井県では、5 日昼前から風が強まり、5 日夜

遅くにかけて強い風を観測した所があった。 

（日最大風速(5 日）） 

敦賀 16.Om/s（南南東）16 時 10 分 

三国 18.4m/s（南）19 時 31 分 

（日最大瞬間風速(5 日）） 

三国 26.4m/s（南）19 時 25 分 

敦賀 25.3m/s（南南東）15 時 52 分 

■人的被害■ 

軽傷：2 人 

■その他被害■ 

300 千円 

平成 29 年 1 月 20 日～21

日 
暴風 

20 日夜から 21 日はじめにかけて、低気圧が日本海から北陸

付近を南東に進み、上空に非常に強い寒気が流れ込んだ影響

で、福井県内では 20 日夜遅くから 21 日末明にかけて、急速

に風が強まり、風速が 20m/s 以上の暴風が吹いた所があった。 

（日最大風速(20 日）） 

敦賀 21.4m/s（北西）23 時 25分 

三国 21.3m/s（北北西）23 時 43 分 

（日最大瞬間風速(20 日）） 

三国 32.9m/s（北北西）23 時 34 分 

小浜 32.4m/s（西北西）22 時 45 分 

■住家被害■ 

一部破損：9 棟 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

平成 29年 8月 7 日～8 日 台風第 5 号 

台風第 5 号は、四国の南を通り、7 日 15 時半頃に暴風域を伴

ったまま和歌山県北部に上陸した。上陸後は近畿地方を北東

に進み 8 日には石川県白山市付近を通過した影響で、福井県

では、7 日から 8 日にかけて断続的に強い雨が降った。 

8 日は激しい雨を観測した所もあり、7 日 00 時から 8 日 24時

にかけての総降水量は、奥越、嶺南を中心に 200mm を超えた

所があった。 

（日最大 1 時間降水量（8 日）） 

美山 41.0mm 06 時 45 分 

小浜 35.0mm 00 時 55 分 

(7 日～8 日の期間降水量） 

九頭竜 223.5mm、敦賀 207.5mm 

■住家被害■ 

全壊：1 棟、床下浸水：3 棟 

■非住家被害■ 

その他：1 棟 

■公共土木施設被害■ 

393,080 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

小浜市 

平成 29年 8月 12 日 大雨 

気圧の谷や湿った空気の影響で、嶺南では激しい雨を観測し

た所があった。 

（日最大 1 時間降水量(12 日）） 

小浜 28.5mm 04 時 19 分 

■住家被害■ 

床下浸水：1 棟 

■非住家被害■ 

その他：1 棟 

■公共土木施設被害■ 

20,496 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

高浜町 

平成 29年 8月 25 日 大雨 

低気圧から伸びる前線が北陸地方を南下したため、雷を伴っ

て激しい雨の降った所があった。 

（日最大 1 時間降水量（25 日）） 

勝山 42.0mm 10 時 03 分 

大野 39.0mm 11 時 00 分 

福井 34.5mm 09 時 45 分 

春江 34.0mm 09 時 27 分 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

■住家被害■ 

床下浸水：5 棟 

■非住家被害■ 

その他：1 棟 

■公共土木施設被害■ 

16,588 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

永平寺町 

平成 29年 9月 18 日 台風第 18 号 

台風第 18 号が、兵庫県明石市付近に上陸した後、17 日夜遅

くから 18 日末明にかけて福井県を通過した影響で、福井県

では激しい雨の降った所があった。 

また、台風が最も接近した 17日夜遅くから風が強まり、18日

末明に強い風を観測した所があった。 

（日最大 1 時間降水量(17 日）） 

大飯 38.0mm 23 時 34 分 

三国 37.5mm 23 時 16 分 

九頭竜 35.0mm 23 時 25 分 

（日最大 1 時間降水量(18 日）） 

越廼 43.5mm 00 時 12 分 

(17 日～18 日の期間降水量） 

大飯 114.5mm、小浜 112.5mm 

（日最大風速(18 日）） 

敦賀 17.2m/s（北西） 00時 32 分 

小浜 16.8m/s（北西） 00時 49 分 

（日最大瞬間風速(18 日）） 

敦賀 26.2m/s（北西） 00時 24 分 

小浜 30.6m/s（北北西） 00 時 40 分 

■住家被害■ 

床下浸水：5 棟 

■非住家被害■ 

その他：1 棟 

■公共土木施設被害■ 

275,419 千円 

平成 29年 10月 22日～23

日 
台風第 21 号 

台風第 21 号が、静岡県御前崎市付近に上陸した後、東海地方

及び関東地方を北東に進んだ影響で、福井県では激しい雨を

観測した所があった。 

台風が最も接近した 22 日夜遅くから 23 日末明にかけて、非

常に強い風を観測した所があった。 

（日最大 1 時間降水量（22 日）） 
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大飯 38.0mm 22 時 33 分 

越廼 34.5mm 23 時 21 分 

（日最大 1 時間降水量（23 日）） 

大飯 31.0mm 00 時 01 分 

(22 日～23 日の期間水量） 

大飯 304.0mm、小浜 279.0m 

今庄 253.0mm 

（日最大風速（23 日）） 

春江 23.1m/s（北） 01時 47分 

今庄 22.5m/s（北） 02時 43分 

小浜 20.3m/s（北） 01時 04分 

（日最大瞬間風速（23 日）） 

春江 33.4m/s（北） 01時 44分 

今庄 36.8m/s（北） 02時 37分 

小浜 38.8m/s（北） 02時 07分 

■人的被害■ 

重傷：1 人、軽傷：4 人 

■住家被害■ 

全壊：1 棟、半壊：6 棟、一部破損：609 棟、床上浸水：5 棟、 

床下浸水：57 棟 

■非住家被害■ 

公共建物：9 棟、その他：87棟 

■公共土木施設被害■ 

15,912 千円 

■農林水産業施設被害■ 

479,172 千円 

■公共土木施設被害■ 

4,124,326 千円 

■その他の公共施設被害■ 

129,904 千円 

■その他被害■ 

592,067 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

敦賀市、小浜市、鯖江市、越前市、永平寺町、越前町、高浜

町、おおい町 

平成 30年 2月 4 日～7 日 豪雪 

日本付近に強い寒気が南下し、福井県嶺北地方では 6 日 16 時

までの 24 時間降雪量が平地でも 60cm を超える記録的な大雪

となり、福井市では 37 年ぶりに最深積雪が 130cm を超える

大雪となったため、国道８号において立往生が発生し、集中
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除雪のため通行止めが実施された。 

本市においては、災害対策本部を設置し、自衛隊による救援

活動が行われた。 

平成 30年 7月 4日～12日 大雨 

4 日は台風第 7 号が日本海を北東に進み、その後、8 日にかけ

て梅雨前線が本州付近に停滞した。 

日本付近には暖かく湿った空気が供給され続けたため、西日

本を中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨となった。 

福井県では、多い所では 4日から 8日までの総降水量が 400mm

を超える大雨となった。 

<4 日から 8 日までの総降水量＞ 

九頭竜 424.5mm、三国 417.0mm、 

越廼 330.0mm 

三国、越廼、勝山、武生、今庄、美浜、大飯では 7 月の日降

水量の極値を更新した。 

＜極値を更新したアメダス＞ 

三国(7 日： 164.0mm)、越廼(7 日： 193.0mm)、勝山(5 日： 

178.0mm)、武生(5 日： 183.0mm)、今庄(5 日： 161.0mm)、美

浜(5 日： 131.5mm)、大飯(7日： 151.0mm)、平成 30 年 6月

28 日以降の台風第 7 号や梅雨前線の影響によって、西日本を

中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨となり、全国各地で

甚大な被害が発生したことを踏まえ、気象庁は、この大雨の

名称を「平成 30年 7 月豪雨」と定めた。 

■物的被害■ 

一部破損：4 棟、床上浸水：3棟、床下浸水：18 棟 

■非住家被害■ 

その他：2 棟 

■農林水産業施設被害■ 

75,733 千円 

■公共土木施設被害■ 

1,691,415 千円 

■その他の公共施設被害■ 

458 千円 

■その他の被害■ 

4,870 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

敦賀市、大野市、鯖江市、あわら市、越前市、南越前町、越

前町、高浜町 

平成 30年 8月 24 日 台風第 20 号 
台風第 20 号は、23 日は、四国の南海上を北上し、強い勢力

で暴風域を伴ったまま 23 日 21 時頃に徳島県南部に上陸し
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た。その後も暴風域を伴ったまま四国から近畿地方を北上し、

24 日 2 時に日本海に抜けた後、15 時に秋田県沖で温帯低気

圧に変わった。 

＜日最大風速＞ 

福井 17.4m/s(24 日 00 時 49 分南東） 

敦賀 21.3m/s(24日 03 時 00 分南南東） 

＜最大瞬間風速＞ 

福井 29.5m/s(24 日 03 時 16 分南） 

敦賀 37.5m/s(24 日 00 時 50 分南東） 

■人的被害■ 

軽傷：3 人 

■住家被害■ 

一部破損：23 棟 

■非住家被害■ 

公共建物：1 棟、その他：1 棟 

■公共文教施設被害■ 

1,644 千円 

■農林水産業施設被害■ 

146 千円 

■その他の公共施設被害■ 

715 千円 

■その他被害■ 

456 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

小浜市、鯖江市 

平成 30年 9月 4 日～5 日 
台風第 21 号【福井県災

害対策本部設置】 

台風第 21 号は暴風域を伴い非常に強い勢力を維持して 4 日

12 時頃に徳島県南部に上陸した。 

その後も暴風域を伴ったまま北北東に進み、14 時頃に兵庫県

神戸市付近に再上陸した。 

15 時には若狭湾に達し、日本海を北上した後、5 日 9 時に間

宮海峡で温帯低気圧に変わった。 

＜日最大風速＞ 

福井 21.8m/s(4 日 15時 59 分南南東） 

敦賀 26.3m/s(4 日 15時 29 分南南東） 

＜最大瞬間風速＞ 

福井 37.9m/s(4 日 16時 22 分南） 

敦賀 47.9m/s(4 日 15時 00 分東南東） 

■人的被害■ 

重傷：1 人、軽傷：6 人 
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■住家被害■ 

半壊：4 棟、一部破損：23 棟 

■非住家被害■ 

公共建物：1 棟、その他：4 棟 

■公共文教施設被害■ 

19,769 千円 

■農林水産業施設被害■ 

11,942 千円 

■公共土木施設被害■ 

74,241 千円 

■その他の公共施設被害■ 

9,623 千円 

■その他被害■ 

4,092 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

敦賀市、小浜市、鯖江市、永平寺町、南越前町 

平成 30 年 9 月 30 日～10

月 1 日 
台風第 24 号 

台風第 24 号は、四国の南海上を北東に進み、非常に強い勢力

を維持して 30日 20 時頃に和歌山県田辺市付近に上陸した。 

その後も暴風域を伴ったまま更に速度を速めて東海、関東甲

信、東北地方を北東に進み、10 月 1 日 12 時に日本の東海上

で温帯低気圧に変わった。 

＜日最大風速＞ 

福井 12.Om/s(1 日 00時 27 分北北西） 

敦賀 21.8m/s(30 日 23 時 49 分北北西） 

＜最大瞬間風速＞ 

福井 23.7m/s(1 日 00時 08 分北） 

敦賀 30.8m/s(30 日 23 時 42 分北北西） 

■住家被害■ 

一部破損：3 棟 

■公共上木施設被害■ 

7,430 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

敦賀市、小浜市、鯖江市、永平寺町、南越前町、商浜町 

平成 29年 12月 25日～平

成 31年 1月 4 日 
地滑り 

福井市蔵作町の主要地方道武生美山線において、12 月 25 日

に一次崩壊が発生し、12 月 29 日から 1 月 3 日にかけて斜面

が高さ 85ｍ、巾 60ｍ、深さ 10ｍにわたる地滑りによって、

約 1 万㎥の土砂が道路を寸断した。 

12 月 25 日～29 日まで片側交互通行を行っていたが、12 月 29

日から平 30 年 1 月 4 日までは全面通行止め。迂回路の設置完
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了に伴い、1月 4日から今日まで片側交互通行となっている。 

■公共土木施設被害■ 

1,176,131 千円 

令和 1 年 8 月 16 日 台風 10 号 

台風第 10 号は、日本の南海上を北西に進み、次第に進路を北

に変え、15 日 11 時過ぎに愛媛県佐田岬半島付近を通過した

後、15 日 15 時頃に広島県呉市付近に上陸し、中国地方を縦

断後に日本海を北上した。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

九頭竜 29.5mm 16 日 02時 48分 

＜日降水量＞ 

九頭竜 92.0mm 16 日 

＜期間水量(15 日～16 日）＞ 

九頭竜 138.0mm 

＜日最大風速(15 日～16 日）＞ 

福井 14.8m/s(15日 21 時 33 分南南東） 

敦賀 19.2m/s(15日 19 時 07 分南南東） 

＜日最大瞬間風速(15 日～16日）＞ 

福井 23.9m/s(15日 19 時 17 分南東） 

敦賀 33.5m/s(15日 19 時 03 分南南東） 

■農林水産業施設被害■ 

9,488 千円 

令和 1 年 10 月 12 日～10

月 13 日 
台風 19 号 

台風第 19 号は、マリアナ諸島を西に進み、一時大型で猛烈な

台風に発達した後、次第に進路を北に変え、日本の南を北上

し、12 日 19 時前に大型で強い勢力で伊豆半島に上陸した。

その後、関東地方を通過し、13 日 12 時に日本の東で温帯低

気圧に変わった。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

小浜 13.5mm 12 日 13時 25 分 

今庄 12.0mm 12 日 15時 03 分 

＜日降水量＞ 

小浜 113.0mm 12 日、今庄 100.0mm 12 日 

＜期間水量(12 日～13 日＞ 

小浜 127.0mm、今庄 111.0mm 

＜日最大風速＞ 

福井 12.5m/s(12日 20 時 41 分北北西） 

春江 18.7m/s(12日 21 時 01 分北） 

敦賀 20.0m/s(12日 20 時 06 分北西） 

＜日最大瞬間風速＞ 

福井 22.3m/s(12日 23 時 48 分北北西） 
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春江 27.8m/s(12日 20 時 36 分北北西） 

敦賀 29.9m/s(12日 19 時 22 分北北西） 

■人的被害■ 

重傷：1 人 

■公共土木施設被害■ 

37 千円 

■その他の公共施設被害■ 

1,099 千円 

■その他被害■ 

23,400 千円 

令和 2 年 6 月 10 日～6 月

16 日 
大雨 

梅雨前線が日本付近に停滞した影響により 14 日を中心に激

しい雨が降り大雨となった所があった。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

越廼 39.5mm 14 日 17時 54 分 

春江 38.0mm 14 日 18時 05 分 

福井 36.0mm 14 日 18時 17 分 

敦賀 32.0mm 14 日 19時 37 分 

小浜 31.5mm 13 日 07時 49 分 

＜日降水量＞ 

春江 125.5mm 14 日、越廼 111.0mm 14 日、 

三国 108.5mm 14 日、勝山 105.0mm 14 日 

福井 103.5mm 14 日 

■農林水産業施設被害■ 

5,023 千円 

■公共土木施設被害■ 

115,294 千円 

令和 2 年 6 月 27 日～6 月

28 日 
大雨 

梅雨前線の影響により 28 日は非常に激しい雨が降り大雨と

なった所があった。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

越廼 50.0mm 28 日 02時 13 分 

福井 36.5mm 28 日 02時 40 分 

美山 36.0mm 28 日 03時 23 分 

＜日降水量＞ 

越廼 97.0mm 28 日、福井 78.5mm 28 日、美山 57.5mm 28 日 

■公共土木施設被害■ 

43,407 千円 

令和 2 年 7 月 8 日 大雨 

活発な梅雨前線の影響により大雨となった所があった。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

九頭竜 29.5mm 8日 03 時 42 分 
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敦賀 26.5mm 8日 05 時 07 分 

今庄 19.5mm 8日 05 時 30 分 

＜日降水量＞ 

九頭竜 80.0mm 8 日、敦賀 53.0mm 8 日、今庄 53.0mm 8 日 

■住家被害■ 

床下浸水：3 棟 

令和 2 年 7 月 10 日～7 月

14 日 
大雨 

梅雨前線が日本付近に停滞した影響により大雨となった所が

あった。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

三国 21.5mm 11 日 05時 16 分 

春江 19.5mm 11 日 06時 39 分 

美山 19.0mm 11 日 05時 47 分 

＜日降水量＞ 

九頭竜 68.5mm 13 日、勝山 51.0mm 13 日、春江 42.5mm 11 日、 

今庄 42.5mm 13 日 

■公共土木施設被害■ 

71,287 千円 

令和 3年 7月 6日～7月 7

日 
大雨 

7 月 4 日から 8 日にかけて梅雨前線や梅雨前線上の低気圧の

影響により大雨となった所があった。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

越廼 36.0mm 7日 05 時 52 分 

九頭竜 27.5mm 7日 06 時 19 分 

美山 22.5mm 5 日 07 時 48 分 

大野 22.0mm 7 日 06 時 24 分 

＜期間降水量(4 日～7 日）＞ 

美山 181.5mm、大野 178.0mm、九頭竜 158.0mm、越廼 143.0mm、 

今庄 135.5m 

■公共土木施設被害■ 

10,640 千円 

令和 3 年 7 月 15 日 大雨 

上空に寒気を伴った気圧の谷と湿った空気の影響で、大気の

状態が非常に不安定となった。 

＜日最大 10 分間降水量＞ 

武生 12.0mm 15 日 15時 37 分 

美浜 7.0mm 15日 18 時 44 分 

大飯 6.0mm 15日 14 時 24 分 

■公共土木施設被害■ 

20,643 千円 

令和 3 年 7 月 29 日 大雨 
台風第 8 号から変わった日本海の低気圧に向かって、暖かく

湿った空気が流入し、また上空約 6000 メートルの氷点下 6 度
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以下の寒気が流れ込んだため、大気の状態が非常に不安定と

なり、嶺北北部を中心に大雨となった。局地的に雨雲が発達

し、福井市、越前町を中心に雷を伴い、29 日明け方から朝に

かけて猛烈な雨が降った。 

＜日最大 1 時間降水量(29 日）＞ 

福井 44.0mm 06 時 17 分 

越廼 34.0mm 08 時 12 分 

美山 25.5mm 01 時 51 分 

春江 23.0mm 05 時 39 分 

三国 22.0mm 05 時 25 分 

＜日降水量（29 日）＞ 

福井 107.0mm、越廼 91.5mm、春江 60.0mm、美山 54.0mm、 

三国 41.5mm 

■人的被害■ 

軽傷：1 人 

■住家被害■ 

半壊：1 棟、床上浸水：18 棟、床下浸水：47 棟 

■非住家被害■ 

その他：1 棟 

■農林水産業施設被害■ 

94,219 千円 

■公共土木施設被害■ 

1,055,177 千円 

令和 3 年 8 月 9 日 大雨・暴風 

台風第 9 号から変わった温帯低気圧が発達しながら日本海を

北東に進んだ影響により、福井県では断続的に強い風が吹い

た。 

＜日最大風速(9 日）＞ 

三国 16.3m/s(15時 11 分南） 

福井 14.8m/s(18時 20 分南南西） 

春江 14.4m/s(17時 20 分南） 

＜日最大瞬間風速(9 日）＞ 

三国 30.2m/s(18時 16 分南） 

福井 27.2m/s(17時 44 分南南西） 

春江 23.7m/s(18時 23 分南南西） 

越廼 23.7m/s(17時 39 分南） 

■人的被害■ 

軽傷：1 人 

令和 3 年 8 月 14 日 大雨 
8 月 12 日から 15 日にかけて前線が西日本から東日本に停滞

し、前線に向かって暖かく湿った空気が流れ込んだ影響で大
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気の状態が不安定となり、嶺北を中心に全域で大雨となった。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

福井 31.0mm 14 日 06時 47 分 

武生 28.0mm 14 日 06時 53 分 

大飯 23.5mm 14 日 06時 48 分 

＜期間降水量(13 日～14 日）＞ 

武生 184.0mm、九頭竜 175.5mm、美山 168.5mm、勝山 165.5mm、 

大野 149.5mm 

■公共土木施設被害■ 

145,906 千円 

令和 4 年 3 月 26 日 暴風 

日本海の低気圧が発達したため、日本海側を中心に広範囲で

南よりの暴風となった。 

（日最大風速） 

敦賀 18.2m/s（南南東） 14 時 35 分 

三国 17.5m/s（南南東） 15 時 40 分 

（日最大瞬間風速） 

美浜 29.8m/s（東南東） 14 時 16 分 

敦賀 29.7m/s（南東） 14時 21 分 

■人的被害■ 

重傷：1 人 

■住家被害■ 

半壊：1 棟、一部損壊：2 棟 

令和 4 年 7 月 3 日 大雨 

気圧の谷と湿った空気の影響で、大気の状態が不安定となっ

た。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

福井 70.0mm 3日 19 時 36 分 

勝山 40.5mm 3 日 20 時 29 分 

美山 35.0mm 3日 19 時 41 分 

大野 33.5mm 3日 20 時 17 分 

＜日降水量＞ 

福井 102.5mm、勝山 63.0mm、大野 53.0mm、武生 49.0mm 

■公共土木施設被害■ 

24,305 千円 

令和 4年 8月 4日～8月 5

日 

大雨【福井県災害対策本

部設置】 

8 月 4 日から 5 日は、日本海から北陸地方を通って日本の東

にのびる前線がゆっくり南下した。日本の南に中心を持つ高

気圧の縁をまわる暖かく湿った空気が前線に向かって流れ込

んだ影響や、上空の寒気の影響で大気の状態が不安定となっ

た。4 日昼前には奥越で猛烈な雨が降り、激しい雨が同じ場

所で降り続いたことから「線状降水帯」が発生した。5 日明
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

け方から朝にかけて嶺北南部や嶺南東部に次々と発達した積

乱雲が流れ込み、断続的に猛烈な雨が降り記録的な大雨を観

測した。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

今庄 74.0mm 5日 09 時 13 分 

美浜 66.0mm 5日 06 時 58 分 

九頭竜 65.5mm 4 日 07 時 31 分 

勝山 56.0mm 4 日 09 時 27 分 

大野 56.0mm 4 日 09 時 17 分 

＜期間降水量(3 日～5 日）＞ 

今庄 426.0mm、武生 233.5mm、大野 219.5mm、九頭竜 206.5mm、 

福井 189.0mm、美山 186.0mm、勝山 182.0mm 

■住家被害■ 

全壊：8 棟、半壊：70 棟、一部破損：4 棟、床上浸水：82棟、 

床下浸水：182 棟 

■非住家被害■ 

その他：13 棟 

■農林水産業施設被害■ 

1,805,450 千円 

■公共上木施設被害■ 

11,272,162 千円 

■その他の公共施設 

97,238 千円 

■その他被害■ 

33,375 千円 

■災害対策本部設置市町村■ 

敦賀市、大野市、勝山市、鯖江市、越前市、南越前町、越前

町 

令和 5 年 6 月 28 日～6 月

29 日 
大雨 

6 月 28 日から 29 日は、暖かく湿った空気や上空の寒気の影

響で大気の状態が非常に不安定となった。このため、29 日未

明から明け方にかけて嶺北南部や嶺南東部で非常に激しい雨

が降った所があった。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

今庄 59.0mm 29 日 02 時 59 分 

敦賀 52.5mm 29 日 03 時 42 分 

武生 22.5mm 29 日 01 時 50 分 

越廼 20.5mm 28 日 23 時 33 分 

＜期間降水量（28 日～29 日）＞ 

今庄 147.5mm、敦賀 136.5mm、武生 80.5mm、越廼 64.5mm 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

■公共土木施設被害■ 

118,876 千円 

令和 5 年 7 月 12 日～7 月

13 日 
大雨 

日本海にのびる梅雨前線が、12 日から 13 日にかけて北陸地

方をゆっくり南下し、福井県付近に停滞した。この前線に向

かって太平洋高気圧の縁を回って暖かく湿った空気が流入し

た。また、北陸地方の上空に寒気が流れ込んだ影響もあり、

大気の状態が非常に不安定となった。特に 13 日末明から朝

にかけては嶺北や嶺南東部で雷を伴って非常に激しい雨が降

り、アメダス三国と越廼では日最大 1 時間降水量が観測史上

1 位の値を更新する大雨となった。この大雨の影響により、

嶺北を中心に土砂災害や浸水害などが発生した。また、道路

の通行止めや交通機関の運休などライフラインヘの大きな影

響があった。 

＜日最大 1 時間降水量＞ 

越廼 69.0mm 13 日 04時 54 分 

三国 66.0mm 13 日 01時 19 分 

大野 49.0mm 13 日 05時 38 分 

福井 47.5mm 13 日 04時 46 分 

武生 44.5mm 13 日 05時 33 分 

勝山 44.0mm 13 日 05時 15 分 

＜期間降水量(12 日～13 日）＞ 

三国 159.5mm、越廼 142.0mm、美山 135.5mm、勝山 132.5mm、 

大野 131.5mm、武生 121.0mm、福井 118.5mm 

■住家被害■ 

全壊：1 棟、一部破損：1 棟、床上浸水：16 棟、 

床下浸水：133 棟 

■非住家被害■ 

その他：1 棟 

■農林水産業施設被害■ 

747,661 千円 

■公共土木施設被害■ 

2,107,672 千円 

■その他の公共施設被害■ 

7,824 千円 

■その他被害■ 

6,189 千円 

  出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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○福井県における近年の災害(雪害) 

年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

平成 17年 12 月～ 

      平成 18年 2 月 
豪雪 

大陸から流れ出した寒気により、雪雲が嶺北南部から嶺南東

部にかけての地域に持続して流れ込んだため、今庄地域を中

心に県内の広域で大雪となり、福井県地方気象台は 13 日か

ら 14 日にかけて大雪警報を発表した。 

■対策本部の設置■ 

あわら市雪害対策本部を平成 17年 12月 14日から平成 18年

2 月 6 日まで設置 

■積雪量■ 

今庄地区 12 月の日最深積雪量 165cm(観測史上記録更新) 

1 月 8 日 日最深積雪量 174cm を記録 

■人的被害■ 

死者:14 名、行方不明者:0 名、負傷者(重軽傷):162 名 

■物的被害■ 

住家全壊:1 世帯、半壊:2 世帯、一部破損:46 世帯 

床上浸水:0 世帯、床下浸水:2世帯 

平成 25年 12 月 15 日 

～平成 26年 3月 31 日 
大雪 

12 月上旬の終わりころから短い周期で低気圧が通過し、その

後冬型の気圧配置となり、1 月中旬には強い寒気の影響で気

温が低くなった。 

（日降雪量最大） 

福井 16cm2 月 8 日 

敦賀 15cm12月 28 日 

九頭竜 35cm12月 12 日 

大野 25cm2 月 8 日 

武生 25cm2 月 8 日 

今庄 33cm12月 28 日 

小浜 18cm12月 28 日 

（最深積雪最大値） 

福井 17cm1 月 11 日 

敦賀 21cm12月 29 日 

九頭竜 101cm2月 16 日 

大野 32cm12月 29 日 

武生 22cm2 月 8 日 

今庄 35cm12月 29 日 

小浜 16cm12月 29 日 

■人的被害■ 

軽傷：1 人 

平成 26 年 12 月 7 日～平

成 27年 3月 31 日 
大雪 

12 月は冬型の気圧配置や寒気を伴った気圧の谷の影響で、雪

や雨の日が多く、気温はかなり低くなった。１月、２月は上
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

旬に冬型の気圧配置が強まり大雪となった。 

（日降雪量最大） 

福井 32cm1 月 1 日 

敦賀 34cm2 月 9 日 

九頭竜 65cm12月 22 日 

大野 42cm12月 22 日 

武生 33cm1 月 2 日 

今庄 51cm1 月 1 日 

小浜 38cm1 月 1 日 

（最深積雪最大値） 

福井 56cm1 月 2 日 

敦賀 64cm2 月 10 日 

九頭竜 227cm2月 14 日 

大野 115cm1月 3 日 

武生 50cm1 月 3 日 

今庄 113cm1月 3 日 

小浜 44cm1 月 2 日 

■人的被害■ 

死者：1 人、重傷：3 人、軽傷：4 人 

■非住家被害■ 

その他：1 棟 

平成 27年 12月 17日～平

成 28年 2月 29 日 
大雪 

12 月は低気圧の通過や冬型の気圧配置の影響で曇りや雨の

日が多く、1 月 24 日から 25 日にかけて嶺北中心に、2 月中

頃は嶺南中心に一時的に冬型の気圧配置が強まって大雪とな

った。 

（日降雪量最大） 

福井 36cm1 月 24 日 

敦賀 21cm2 月 16 日 

九頭竜 35cm1 月 19 日 

大野 34cm1 月 24 日 

武生 26cm1 月 25 日 

今庄 50cm1 月 25 日 

小浜 15cm2 月 16 日 

（最深積雪最大値） 

福井 47cm1 月 26 日 

敦賀 21cm2 月 16 日 

九頭竜 87cm1 月 25 日 

大野 57cm1 月 25 日 

武生 39cm1 月 25 日 



 

147 

年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

今庄 59cm1 月 25 日 

小浜 27cm2 月 16 日 

■人的被害■ 

軽傷：4 人 

平成 28 年 12 月 1 日～平

成 29年 2月 28 日 
大雪 

12 月の中旬以降は、冬型の気圧配置や気圧の谷の影響で、雨

や曇りの日が多く、1 月の中旬、下旬は寒気を伴った低気圧

や非常に強い冬型の気圧配置の影響で暴風や大雪となり、2

月は 9 日から 11 日にかけて強い冬型の気圧配置となったた

め、嶺南を中心に大雪となった。 

（日降雪量最大値） 

福井 25cm2 月 10 日 

敦賀 42cm2 月 11 日 

九頭竜 48cm1 月 13 日 

大野 31cm1 月 13 日 

武生 24cm2 月 10 日 

今庄 29cm2 月 11 日 

小浜 81cm2 月 10 日 

（最深積雪最大値） 

福井 28cm2 月 11 日 

敦賀 58cm2 月 11 日 

九頭竜 138cm2月 12 日 

大野 62cm2 月 12 日 

武生 28cm2 月 11 日 

今庄 72cm2 月 12 日 

小浜 80cm2 月 11 日 

■人的被害■ 

重傷：2 人、軽傷：9 人 

■住家被害■ 

一部破損：29 棟 

■非住家被害■ 

その他：4 棟 

平成 30年 1月 11日～3月

31 日 

大雪（平成 30年 2 月豪

雪）【福井県災害対策本

部設置】 

1 月中旬から 2 月中旬にかけて、強い寒気が周期的に入った。

特に、2 月 3 日から 8 日は強い冬型の気圧配置が続いたため、

嶺北を中心に記録的な大雪となった。 

嶺北では 5 日夜遅くから 6 日昼前にかけて 1 時間に 5cm を超

える強い雪が断続的に降り、6 日 10 時までの 12 時間で 50cm

前後の降雪量を観測した所があった。 

7 日 15 時には福井市の積雪がこの期間の最深の 147cm に達

し、昭和 56 年の豪雪(196cm)以来の大雪となった。 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

8 日午後から 10 日は一時的に冬型の気圧配置は緩んだが、11 

日から 13 日前半にかけて再び冬型の気圧配置が強まり、嶺

北中心に大雪となった。 

＜アメダスの最深積雪（期間：2017年 12月～2018年 2月）＞ 

福井 147cm(2 月 7 日） 

武生 130cm(2 月 13 日） 

大野 177cm(2 月 13 日） 

九頭竜 301cm(2 月 13 日） 

今庄 162cm(2 月 13 日） 

敦賀 57cm(2月 8 日） 

小浜 48cm(2月 8 日） 

く大雪警報発表日＞ 

1 月 11 日、1月 12 日、1 月 13日、1 月 24 日、2 月 4 日、2 月

5 日、2月 6 日、2 月 7 日、2月 8 日、2 月 12 日、2 月 13 日 

■人的被害■ 

死者：14(12)人、重傷：35(26)人、軽傷：102(95)人 

■住家被害■ 

全壊：1(1)棟、半壊：5(5)棟、一部破損：534(532)棟、 

床下浸水：7(7)棟 

■非住家被害■ 

公共建物：6(6)棟、その他：128(128)棟 

■災害対策本部設置市町■ 

福井市、大野市、勝山市、鯖江市、あわら市、越前市、坂井

市、永平寺町 

※（）内は平成 30年 2 月豪雪にかかる被害 

令和 2 年 12 月 31 日～令

和 3 年 1 月 1 日 
大雪 

12 月 31 日から 1 月 1 日にかけて、強い冬型の気圧配置とな

り、上空には強い寒気が流れ込んだ影響により大雪となった。 

（日降雪量最大値） 

福井 10cm 12 月 31 日 

武生 10cm 1月 1 日 

大野 21cm 1月 1 日 

九頭竜 36cm1 月 1 日 

今庄 27cm 12 月 31 日 

敦賀 18cm 12 月 31 日 

小浜 12cm 12 月 31 日 

（最深積雪最大値） 

福井 17cm 12 月 31 日 

武生 18cm 1月 1 日 

大野 63cm 1月 1 日 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

九頭竜 98cm 1月 1 日 

今庄 35cm 1月 1 日 

敦賀 22cm 1月 1 日 

小浜 11cm 12 月 31 日 

■人的被害■ 

死亡：1 人、軽傷：3 人 

令和 3 年 1 月 7 日～1 月

10 日 

大雪【福井県災害対策本

部設置】 

1 月 7 日から 10 日にかけて強い冬型の気圧配置となり、上空

には強い寒気が流れ込んだ影響により、嶺北を中心に大雪と

なった。 

（日降雪量最大値） 

福井 54cm 1月 9 日 

武生 32cm 1月 8 日 

大野 63cm 1月 8 日 

九頭竜 39cm 1月 8 日 

今庄 39cm 1月 10 日 

敦賀 13cm 1月 10 日 

（最深積雪最大値） 

福井 107cm 1 月 9 日 

武生 64cm 1月 10 日 

大野 162cm 1 月 10 日 

九頭竜 187cm 1 月 10 日 

今庄 91cm 1月 10 日 

敦賀 16cm 1月 10 日 

■人的被害■ 

死亡：6 人、重傷：17 人、軽傷：74 人 

■住家被害■ 

全壊：1 棟、半壊：1 棟、一部損壊：3 棟、床上浸水：2 棟、 

床下浸水：14 棟 

■非住家被害■ 

その他：2 棟 

■災害対策本部設置市町■ 

福井市、大野市、勝山市、坂井市、永平寺町 

令和 3 年 2 月 17 日～2 月

18 日 
大雪 

2 月 17 日から 18 日にかけて強い冬型の気圧配置となり、上

空には強い寒気が流れ込んだ影響により、嶺北を中心に大雪

となった。 

（日降雪量最大値） 

九頭竜 52cm 2月 17 日 

大野 46cm 2月 17 日 

福井 24cm 2月 17 日 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

敦賀 23cm 2月 18 日 

今庄 20cm 2月 18 日 

武生 16cm 2月 17 日 

小浜 3cm 2 月 18 日 

（最深積雪最大値） 

九頭竜 177cm 2 月 18 日 

大野 95cm 2月 18 日 

福井 27cm 2月 18 日 

今庄 27cm 2月 18 日 

敦賀 26cm 2月 18 日 

武生 14cm 2月 18 日 

小浜 2cm 2 月 18 日 

■住家被害■ 

一部損壊：40 棟 

■公共土木施設被害■ 

49,505 千円 

令和 3 年 12月 26 日 大雪 

12 月 25 日から 27 日にかけて、日本付近には強い寒気が流れ

込み、冬型の気圧配置が強まった。その中、日本海寒帯気団

収束帯(JPCZ)の影響により、嶺南を中心に大雪となった。 

（日降雪量最大値(26 日）） 

小浜 34cm、今庄 27cm、大野 23cm、武生 19cm、九頭竜 18cm、 

敦賀 15cm、福井 13cm 

（最深積雪最大値(26 日）） 

小浜 34cm、今庄 27cm、大野 23cm、福井 22cm、武生 22cm、 

九頭竜 22cm、敦賀 12cm 

■人的被害■ 

軽傷：2 人 

令和 4 年 1 月 20 日 大雪 

日本付近は、冬型の気圧配置となっている。北陸地方の上空

約 5500 メートルに、氷点下 36 度以下の強い寒気が流れ込ん

だ影響で大気の状態が非常に不安定となり嶺北の山地を中

心に大雪となった。 

（日降雪量最大値(20 日）） 

九頭竜 43cm、大野 43cm、今庄 30cm、武生 22cm、福井 14cm、 

敦賀 4cm、小浜 3cm 

（最深積雪最大値(20 日）） 

九頭竜 151cm、大野 99cm、今庄 72cm、武生 30cm、福井 28cm、 

小浜 5cm、敦賀 4cm 

■人的被害■ 

軽傷：1 人 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

令和 4 年 2 月 16 日～17

日 
大雪 

日本海の低気圧や寒気の影響で日本海側を中心に大雪とな

った。 

（日降雪量最大値） 

福井 18cm 2月 16 日 

武生 17cm 2月 16 日 

大野 56cm 2月 16 日 

九頭竜 49cm 2月 16 日 

今庄 19cm 2月 17 日 

小浜 8cm 2 月 17 日 

敦賀 15cm 2月 17 日 

（最深積雪最大値） 

福井 25cm 2月 17 日 

武生 24cm 2月 17 日 

大野 124cm 2 月 17 日 

九頭竜 198cm 2 月 17 日 

今庄 80cm 2月 17 日 

小浜 8cm 2 月 17 日 

敦賀 15cm 2月 17 日 

■人的被害■ 

重傷：2 人、軽傷：1 人 

■公共土木施設被害■ 

19,795 千円 

令和 4 年 12月 23 日～12

月 24 日 
大雪 

12 月 23 日から 24 日にかけて、上空の強い寒気が南下し冬型

の気圧配置が強まった。JPCZ が嶺北を南下したため、23 日

夜から 24 日明け方にかけて、断続的に活動が活発な雪雲が

流れ込み、奥越を中心に大雪を観測した。 

（日降雪量最大値） 

福井 14cm 12 月 23 日 

武生 11cm 12 月 23 日 

大野 28cm 12 月 23 日 

九頭竜 29cm 12 月 24 日 

今庄 11cm 12 月 24 日 

敦賀 2cm 12月 24 日 

（最深積雪最大値） 

福井 20cm 12 月 24 日 

武生 9cm 12月 24 日 

大野 64cm 12 月 24 日 

九頭竜 87cm 12 月 24 日 

今庄 33cm 12 月 24 日 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

敦賀 2cm 12月 24 日 

■人的被害■ 

軽傷：1 人 

令和 5 年 1 月 27 日～1 月

30 日 
大雪 

1 月 27 日から 30 日にかけて冬型の気圧配置が続くなか、同

じ地域に次々と発達した雪雲が流れ込み、28 日未明には嶺南

西部、28 日夜遅くには嶺南東部、29 日夜にかけて嶺北で、3

時間降雪量が 10-15 センチを観測し、短時間に降雪が強まっ

た。特に、嶺南東部では、28日昼過ぎから強い降雪が続き、

夜遅くには若狭湾から嶺南東部にかけて JPCZ が出現し降雪

がさらに強まった。このため、29 日末明には山地で警報基準

を上回る大雪を観測し、幹線道路では通行止めが発生した。 

（日降雪量最大値） 

福井 25cm 1月 28 日 

武生 26cm 1月 28 日 

大野 30cm 1月 29 日 

九頭竜 23cm 1月 30 日 

今庄 24cm 1月 30 日 

小浜 19cm 1月 28 日 

敦賀 25cm 1月 28 日 

（最深積雪最大値） 

福井 61cm 1月 29 日 

大野 93cm 1月 30 日 

九頭竜 139cm 1 月 30 日 

今庄 59cm 1月 30 日 

小浜 32cm 1月 28 日 

敦賀 37cm 1月 29 日 

■人的被害■ 

重傷：2 人、軽傷：17 人 

■住家被害■ 

一部破損：1 棟 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

令和 5 年 12月 21 日～12

月 22 日 
大雪 

12 月 21 日から 23 日にかけては上空に強い寒気が入り冬型

の気圧配置が強まった。特に 21 日夜から 22 日朝にかけて

は、海上からのびる発達した雪雲(JPCZ :日本海寒帯気団収

束帯）により断続的に強い降雪となり、嶺北北部と奥越を中

心に大雪となった。また、22 日タ方から 23 日朝にかけては

嶺北南部から嶺南東部にかけても降雪が強まり、大雪となっ

た。 

（日降雪量最大値） 

福井 28cm 12 月 22 日 

武生 26cm 12 月 22 日 

大野 55cm 12 月 22 日 

九頭竜 53cm 12 月 22 日 

今庄 26cm 12 月 23 日 

敦賀 23cm 12 月 23 日 

（最深積雪最大値） 

福井 38cm 12 月 23 日 

武生 21cm 12 月 23 日 

大野 61cm 12 月 23 日 

九頭竜 77cm 12 月 22 日 

今庄 41cm 12 月 23 日 

敦賀 29cm 12 月 23 日 

■人的被害■ 

軽傷：6 人 

■住家被害■ 

一部破損：2 棟 

令和 6 年 1 月 23 日～1 月

25 日 
大雪 

1 月 23 日から 1 月 25 日にかけて北陸地方の上空約 5500 メ

ートルに氷点下 36 度以下の寒気が流れ込み、強い冬型の気

圧配置となった。 

このため、福井県では 23 日夜遅くから 24 日昼過ぎにかけ

て、6 時間に 30 センチ前後の降雪となった所があり、「顕著

な大雪に関する福井県気象情報」が 24 日に 4 回発表された。 

（日降雪量最大値） 

福井 10cm 1月 23 日 

武生 22cm 1月 24 日 

大野 29cm 1月 24 日 

九頭竜 46cm 1月 24 日 

今庄 39cm 1月 24 日 

敦賀 37cm 1月 24 日 

小浜 33cm 1月 24 日 
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年 月 災害名/災害種類 被  災  状  況 

（最深積雪最大値） 

福井 20cm 1月 25 日 

武生 26cm 1月 24 日 

大野 41cm 1月 25 日 

九頭竜 94cm 1月 25 日 

今庄 40cm 1月 25 日 

敦賀 36cm 1月 24 日 

小浜 33cm 1月 24 日 

  出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 



 

155 

(2) 重要水防区域 

河川名 延長(m) 区域 
重要度 要注意区

間 
摘 要 

A B 

竹田川 14,900 
坂井市三国町南本町３丁目 

あわら大溝１丁目 

右 7,900 

左 7,000 
－ － 

堤防断面 

漏水 

北潟湖 988 あわら市北潟東～浜坂 － 
 

左 988 
－ 水衝・洗堀 

北潟湖 1,230 あわら市細呂木～吉崎 － 
右 1,230 

 
－ 水衝・洗堀 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(3) 土砂災害警戒区域等指定数 

（令和６年２月１日現在） 

土石流 急傾斜地 地すべり 計 

警戒区域 うち特別 警戒区域 うち特別 警戒区域 うち特別 警戒区域 うち特別 

40 35 186 184 0 0 226 219 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(4) 砂防指定地 

（令和６年２月現在） 

箇所数 指定地面積（ha） 渓流数 

11 171.86 8 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(5) 急傾斜地崩壊危険区域 

（令和６年２月１日現在） 

区域数 
急傾斜地面積 

（㎡） 

誘発助長区域面積 

（㎡） 

指定地面積 

（ha） 

10 51,475 45,345 9.67 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(6) 山地災害危険地区 

（令和６年２月１日現在） 

山腹崩壊危険地区 地すべり危険地区 崩壊土砂流出危険地区 

国有林 民有林 計 国有林 民有林 計 国有林 民有林 計 

 56 56     29 29 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(7) 農業用ため池箇所数 

（令和６年２月現在） 

 箇所数 

1,000m3未満 2 

1,000m3～2,500m3 14 

2,500m3～5,000m3 13 

5,000m3～7,500m3 9 

7,500m3～10,000m3 3 

10,000m3～15,000m3 5 

15,000m3～20,000m3 1 

20,000m3～25,000m3  

25,000m3～50,000m3 3 

50,000m3～75,000m3 1 

75,000m3～100,000m3  

100,000m3～500,000m3  

計 51 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(8) アンダーパス 

（令和６年２月１日現在） 

道路管理者 路線名 地先名 交差物件等名 備考 

福井県 （一）芦原温泉停車場中川線 あわら市菅野 
ハピラインふ

くい線 

〔菅野アンダ

ー〕冠水監視

システムあり 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月（一部加筆） 

 

(9) 危険物施設設置状況 

（令和６年２月１日現在） 

危険物 

施設の別 

 
 
 
 
 

消防（局） 

本部名 

製 

造 

所
（
Ａ
） 

貯蔵所 取扱所 合 

計
（
Ａ
＋
Ｂ
＋
Ｃ
） 

事

業

所 

屋

内

貯

蔵

所 

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

  

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

屋

外

貯

蔵

所 

小 

計 

（
Ｂ
） 

給

油

取

扱

所 

第
一
種
販
売
取
扱
所 

第
二
種
販
売
取
扱
所 

移

送

取

扱

所 

一

般

取

扱

所 

小 

計
（
Ｃ
） 

準
特
定
屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

特

定

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

所 

嶺北消
防組合 

35 108 189 3 34 12 158 1 106 20 594 83 0 0 2 166 251 880 296 

嶺北あわら 

消防署 
4 24 33 

  
4 68 1 11 6 

 
 28  58   237 

 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月
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(10) 防災（ハザード）マップ等 

ア 洪水編 

竹田川版【想定最大規模降雨版】地図面（令和 3年 3月作成） 

 

 



 

 

1
5
8
 

 

竹田川版【計画規模降雨版】地図面（令和 3年 3月作成） 



 

 

1
5
9
 

 

観音川版【想定最大規模降雨版】地図面（令和 3年 3月作成） 



 

 

1
6
0
 

 

観音川版【計画規模降雨版】地図面（令和 3年 3月作成） 



 

 

1
6
1
 

 

イ 地震編 

 



 

 

1
6
2
 

 



 

 

1
6
3
 

 

ウ 津波編 

 （令和 2年 10月公表版） 
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エ 土砂災害編（土砂災害ハザードマップ） 

温泉及び山方里方地区土砂災害ハザードマップ 
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北潟、波松地区土砂災害ハザードマップ 
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金津地区土砂災害ハザードマップ 
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7
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伊井地区土砂災害ハザードマップ 
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1
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坪江、剱岳地区土砂災害ハザードマップ 
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細呂木、吉崎地区（浜坂区含む）土砂災害ハザードマップ 
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オ 防災重点ため池のハザードマップ 
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(11)-1 雪崩危険箇所（県土木部） 

所管土木事務所 市町名 雪崩危険箇所数 

三国土木事務所 あわら市 21 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(11)-2 雪崩危険箇所（市町別） 

（令和６年２月１日現在） 

事務所 市町 民有林 

坂井 あわら市 8 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(12) 九頭竜川洪水予報区域および対象水位観測所位置図 

 

 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(13) 緊急輸送道路ネットワーク計画 

 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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(14) 毒物劇物関係登録届出施設数 

（令和５年３月 31日現在） 

 合

計 

毒物劇物販売業 要届出業務上取扱者 製造輸入業 特

定

毒

物

使

用

者 
特

定

毒

物

研

究

者 

一

般 

農

業

用 

特

定 

電

気

め

っ

き

業 

金

属

熱

処

理

業 

運

送

業 

し
ろ
あ
り
防
除
業 

製

造

業 

輸

入

業 

あわら市 8 3 4    1      

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(15) 高圧ガス第一種製造所、貯蔵所一覧 

（令和６年２月１日現在） 

市町 事業所区分 事業所数 計 

あわら市 
第一種製造所 5 

5 
第一種貯蔵所 0 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 
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８ 医療・福祉・教育施設等 
 

(1) 医療施設等 

 

①救急医療機関一覧（本市及び周辺市） 

（令和６年２月１日現在） 

施設名称 所在地 電話番号 

加納病院 あわら市花乃杜 1 丁目 2 番 39 号 0776－73－0259 

木村病院 あわら市北金津第 57 号 25番地 0776－73－3323 

坂井市立三国病院 坂井市三国町中央 1 丁目 2 番 34 号 0776－82－0480 

宮崎病院 坂井市三国町北本町 2 丁目 2 番 6 号 0776－82－1002 

藤田神経内科病院 坂井市丸岡町羽崎 31 字 12番地 1 0776－67－1120 

春江病院 坂井市春江町針原 65 号 7番地 0776－51－0029 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

②救急診療所一覧（本市及び周辺市） 

（令和６年２月１日現在） 

施設名称 所在地 電話番号 

中瀬整形外科医院 坂井市丸岡町里丸岡 1 番 40 号 0776－67－3777 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

③赤十字奉仕団 

（令和７年１月 15日現在） 

団員数 
分団 

男 女 計 

6 238 244 9 

出典：日赤奉仕団調べ 

 

④医薬品等調達先（県内） 

（令和６年２月１日現在） 

ア 医薬品調達先 

団 体 名 代表者名 所在地 電話番号 

福井県医薬品卸業協会 明祥（株）福井支店 福井市重立町 28-45 0776-53-2626 

日本産業・医療ガス協会北

陸地域本部 
宇野酸素（株） 越前市府中 3 丁目 13-20 0778-24-4000 
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イ 保存血液供給業者 

団 体 名 代表者名 所在地 電話番号 

福井県赤十字血液センター 日本赤十字社 福井市月見 3 丁目 3-23 0776-36-0221 

 

ウ 医療材料・衛生材料供給業者 

団 体 名 代表者名 所在地 電話番号 

福井県医療機器協会 （株）ミタス 福井市問屋町 4 丁目 901 0776-24-0500 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

(2) 社会福祉、保健施設 

（令和６年２月１日現在） 

施設区分 施設数 

老人福祉 

養護老人ホーム 1 

軽費老人ホーム（ケアハウス） 2 

有料老人ホーム 2 

老人短期入所施設 1 

老人福祉センター 1 

地域包括支援センター 1 

老人福祉センター市姫荘 1 

金津雲雀ヶ丘寮 1 

介護保険 

指定介護老人福祉施設 3 

介護老人保健施設 2 

指定訪問介護事業所 6 

指定訪問看護ステーション 3 

指定通所介護事業所 7 

指定地域密着型通所介護事業所 3 

指定認知症対応型通所介護事業所 1 

指定小規模多機能型居宅介護事業所 2 

指定認知症対応型共同生活介護事業所 4 

指定地域密着型介護老人福祉施設 2 

指定特定施設入所者生活介護事業所 4 

障害福祉サービス 

指定居宅介護事業所 3 

指定短期入所事業所 6 

指定療養介護事業所 1 

指定生活介護事業所 7 

指定自立訓練事業所 1 

指定就労移行支援事業所 1 

指定就労継続支援 A 型事業所 2 

指定就労継続支援 B 型事業所 8 

指定共同生活援助事業所 5 
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施設区分 施設数 

指定障害者支援施設 1 

指定一般相談支援事業所 3 

指定特定相談支援事業所 7 

児童福祉 

児童家庭支援センター 1 

指定児童発達支援事業所 2 

指定放課後等デイサービス事業所 4 

居宅訪問型児童発達支援 1 

医療型障害児入所施設 1 

障害児相談支援事業所 5 

重症心身障害児病棟 1 

母子生活支援施設 1 

幼保連携型認定こども園 12 

子育て支援センター 1 

保健 保健センター 1 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月を基に再整理 

   

(3) 教育施設（小・中学校） 

 

①小学校 

施設名称 所在地 電話番号 

芦原小学校 あわら市田中々2-25 0776-77-2101 

北潟小学校 あわら市北潟 35-11 0776-79-1300 

波松小学校 あわら市波松 25-1 0776-79-1200 

新郷小学校 あわら市中浜 1-1 0776-77-2614 

本荘小学校 あわら市下番 7-1 0776-77-2610 

金津小学校 あわら市花乃杜一丁目 20-1 0776-73-0044 

細呂木小学校 あわら市滝 63-8 0776-73-5700 

伊井小学校 あわら市清間 13-24 0776-73-0251 

吉崎小学校 あわら市吉崎 8 字 55 番地 0776-75-1901 

金津東小学校 あわら市中川 18-10 0776-74-1020 

 

②中学校 

施設名称 所在地 電話番号 

芦原中学校 あわら市舟津 2 字 75 番地 0776-77-2007 

金津中学校 あわら市市姫一丁目 5 番 1 号 0776-73-0149 
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(4) 認定こども園一覧 

 

名称 運営 所在地 電話番号 

芦原こども園 公立 あわら市国影 13 字 13 番地 0776-77-1166 

金津こども園 公立 あわら市春宮三丁目 24 番 20 号 0776-73-1228 

北潟こども園 私立 あわら市北潟 36 字 17 番地 2 0776-79-1204 

本荘こども園 私立 あわら市下番 7 字 1 番地 0776-77-3305 

金津東こども園 私立 あわら市中川 17 字 18 番地 0776-74-1055 

細呂木こども園 私立 あわら市滝 63 字 25 番地 0776-73-2082 

伊井こども園 私立 あわら市清間 21 号 27 番地 1 0776-73-2252 

妙安寺こども園 私立 あわら市市姫二丁目 17 番 3 号 0776-73-0439 

善久寺こども園 私立 あわら市舟津三丁目 23 番地 2 0776-77-2373 

あわら敬愛こども園 私立 あわら市田中々第 3 号 7 番地 6 0776-78-7885   

白藤こども園 私立 あわら市市姫一丁目 13 番 17 号 0776-73-1142 

いちひめこども園 私立 あわら市市姫三丁目８番１号 0776-73-2250 

 

 

(5) 放課後子どもクラブ一覧 

 

クラブ名 開設場所 所在地 電話番号 

中央子どもクラブ 中央公民館 あわら市市姫一丁目 9 番 18 号 080-9153-9138 

金津子どもクラブ 金津小学校 あわら市花乃杜一丁目 20番 1号 080-9153-9113 

細呂木子どもクラブ 細呂木小学校 あわら市滝 63 字 8 番地 080-4183-3400 

金津東子どもクラブ 金津東こども園 あわら市中川 17 字 18 番地 0776-74-1055 

伊井子どもクラブ 伊井公民館 あわら市清間 12 字 4 番地  080-4932-2557 

芦原子どもクラブ 芦原小学校 あわら市田中々2 字 25 番地  080-4183-3414 

本荘子どもクラブ 本荘小学校 あわら市下番 7 字 1 番地 080-4177-9212 

北潟子どもクラブ 北潟小学校 あわら市北潟 35 字 11 番地 080-4932-2561 
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(6) 社会教育施設 

 

施設名称 所在地 

あわら市郷土歴史資料館 あわら市春宮二丁目 14 番 1 号 

中央公民館 あわら市市姫一丁目 9 番 18 号 

湯のまち公民館 あわら市二面 32-16 

本荘公民館 あわら市中番下番入会地１字５番地 

伊井公民館 あわら市清間 12 字 4 番地 

坪江公民館 あわら市北 6 字 101 番地 1 

細呂木公民館 あわら市滝 63 字 21 番地 

剱岳公民館 あわら市椚 18 字 10 番地 

北潟公民館 あわら市北潟 150 字 1 番地 

吉崎公民館 あわら市吉崎 8 字 34 番地 

金津図書館 あわら市春宮二丁目 14-1 

芦原図書館 あわら市二面 32 字 21 番地 

 

 

(7) 保健体育施設 

 

施設名称 所在地 

湯のまちグラウンド あわら市田中々3 字 6 番地 

国影グラウンド あわら市国影 23 字 1 番地 

本荘ゲートボール場 あわら市下番入会地 1 字 1 番地 1 

柿原グラウンド あわら市柿原 21 字 98 番地 

北潟湖カヌーポロ競技場 あわら市北潟 153 字 332 番地先 

カヌー艇庫 あわら市北潟 157 字 77 番地 1 

農業者トレーニングセンター あわら市国影 23 字 1 番地 

あわら市民武道館 あわら市舟津 2 字 81 番地 

金津 B&G 海洋センター体育館 あわら市市姫一丁目 5 番 2 号 

トリムパークかなづ あわら市山室第 67 号 30 番地 1 
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(8) 公営住宅等管理戸数 

 

①市営住宅 

（令和６年２月１日現在） 

木造 
準耐火構造

平屋建 

準耐火構造

２階建 

中高層 

耐火構造 
小計 総計 

60 45 52 136 293 293 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 

(9) 要配慮者利用施設一覧 

令和６年 11月 

①土砂災害警戒区域等の影響を受ける施設 

施設名（通称名） 所 在 地 

北潟こども園 北潟 36-17-2 

ケアハイツ芦原 横垣 18-11 

あわら病院 北潟 238-1 

金津子どもクラブ（金津小学校内） 花乃杜 1-20-1 

金津小学校 花乃杜 1-20-1 

 

②洪水の影響を受ける施設 

施設名（通称名） 所 在 地 

株式会社 ひなた工房 伊井 6-11-1 

クリーンねっと金津 東田中 1-13-1 

コンフォガーデン木村 市姫 3-24 

ナイスケア木村 市姫 3-23 

グループホームあわら聖徳園 田中々3-25-7 

坂井地区医師会デイサービスセンター 東善寺 5-27 

みんなの家 大溝 大溝 3-4-32 

放課後等デイサービス ほやほや 大溝 2-6-6 

福井県立金津高校 市姫 4-5-1 

金津中学校 市姫 1-5-1 

芦原小学校 田中々2-25 

本荘小学校 下番 7-1 

伊井小学校 清間 13-24 

白藤こども園 市姫 1-13-17 

妙安寺こども園 市姫 2-17-3 

いちひめこども園 市姫 3-8-1 

伊井こども園 清間 21-27-1 

本荘こども園 下番 7-1 

善久寺こども園 舟津 3-23-2 
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施設名（通称名） 所 在 地 

あわら敬愛こども園 田中々3-7-6 

県民せいきょう金津きらめき 大溝 3-11-7 

社会福祉法人 仁善 おおみぞ事業所・相

談支援事業所 ひとよし 

伊井 6-11-1 

社会福祉法人 仁善 白ねこ 大溝 1-20-13 

社会福祉法人 仁善 まなび猫 伊井 6-11-1 
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９ 基準等 
 

(1) 被害程度の認定基準 

 

被害区分 認定基準 

人 

的 

被 

害 

死者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認したものまたは死体は確認でき
ないが、死亡したことが確実な者とする。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある者とする。 

負 

傷 

者 

重傷者 
当該災害により負傷し、医師の治療を受け、または受ける必要のある
者のうち、１ヵ月以上の治療を要する見込の者とする。 

軽傷者 
当該災害により負傷し、医師の治療を受け、または、受ける必要のあ
る者のうち、１ヵ月未満で治療できる見込の者とする。 

住 
 

家 
 

の 
 

被 
 

害 

住家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家である
かを問わない。 

全壊 

住家が滅失したもので、具体的には住家の損壊もしくは流失した部分
の床面積が、その住家の延べ面積の 70％以上に達したものまたは住
家の主要構造部の被害額が、その住家の時価の 50％以上に達した程
度のものとする。 

半壊 

住家損壊が甚しいが、補修すれば元通りに使用出来るもので、具体的
には損壊部分が、その住家の延べ面積の 20％以上 70％未満のものま
たは住家の主要構造部の被害額がその住家の時価の 20％以上 50％未
満のものとする。 

一部破損 
全壊および半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする
程度のものとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さな
ものは除く。 

世
帯
等 

世帯 

生計を一つにしている生活単位とする。例えば、寄宿舎、下宿その他
これに類する施設に宿泊するもので共同生活を営んでいるものにつ
いては、これを１世帯として扱い、また同一家屋の親子、夫婦であっ
ても、生活が別であれば、分けて扱うものとする。 

被災世帯 
災害により全壊、半壊および床上浸水の被害を受け、通常の生活を維
持できなくなった生計を一にしている世帯とする。 

被災者 被災世帯の構成員とする。 

非
住
家
の
被
害 

非住家 
住家以外の建物でこの基準中他の被害箇所項目に属さないものとす
る。これらの施設に常時、人が居住しているときは、当該部分を住家
とする。全壊または半壊の被害を受けたもののみ記入する。 

文教施設 
学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に定める小学校、中学校、高等
学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾学校、養護学校、幼稚園、専
門学校および専修学校における教育の用に供する施設とする。 

福祉施設 
社会福祉事業法第 2 条の規定により、社会福祉事業により経営され
る施設とする。 

その他の公共
建物 

例えば、役場庁舎、公民館および図書館等の公用または公共の用に供
する建物とする。 

公共建物以外
の非住家 

公共建物以外の倉庫、工場、車庫等とする。 
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被害区分 認定基準 

火
災
発
生
件
数 

火災発生件数 
地震または火山噴火の場合に限る。その他の火災の報告は、別に定め
るところにより行う。 

危険物 

消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 11 条第 1 項により、市町村長、
消防組合管理者の許可を受けて設置されている危険物製造所、危険物
貯蔵所および危険物取扱所の施設とする。 

公
共
土
木
施
設
の
被
害 

市町村または市町村の機関の維持管理に属する以下の施設とする。 

道路 
道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 2 条第 1 項に規定する道路のう
ち、橋梁を除いたものとする。 

橋梁 道路を連結するために河川、運河等の上に仮設された橋とする。 

河川 

河川法（昭和 39 年法律第 167 号）が適用され、もしくは準用される
河川もしくはその他の河川またはこれらのものの維持管理上必要な
堤防、護岸、水利、床止その他の施設もしくは沿岸を保全するために
防護することを必要とする河岸とする。ただし、砂防法（明治 30 年
法律第 29 号）第 3 条の 2 の規定によって同法が準用される天然の河
岸を除く。 

砂防等施設 

砂防法第 1 条に規定する砂防施設、同法第 3 条の規定によって同法
が準用される砂防のための施設または同法第 3 条の 2 の規定によっ
て同法が準用される天然の河岸および地すべり等防止法第 2 条第 2
項に規定する地すべり防止施設、急傾斜地の崩壊による災害の防止に
関する法律第 2 条第 2 項に規定する急傾斜地崩壊防止施設とする。 

林地荒廃防止
施設 

山林砂防施設（立木を除く。）または海岸砂防施設（防潮堤を含み、
立木を除く。）とする。 

港湾施設 

港湾法（昭和 25 年法律第 218 号）第 2 条第 5 項に規定する水域施
設、外かく施設、けい留施設または港湾の利用および管理上重要な臨
港交通施設とする。 

漁港 
漁港法（昭和 25 年法律第 137 号）第 3 条に規定する基本施設または
漁港の利用および管理上重要な輸送施設とする。 

海岸 
国土を保全するために防護することを必要とする海岸またはこれに
設置する堤防、護岸、突堤その他海岸を防護するための施設とする。 

農
林
水
産
業
施
設
の
被
害 

農業用施設 

農地の利用または保全上必要な公共的施設であって、かんがい排水施
設、農業用道路または農作物の災害を防止するため必要な施設とす
る。 

林業用施設 

林地の利用または保全上必要な公共的施設であって、林地荒廃防止施
設（法令により地方公共団体またはその機関の維持管理に属するもの
を除く。）、林道とする。 

漁港施設 
漁業の根拠地となる水域および陸域内にあり、水産業協同組合の維持
管理に属する施設であって、外かく施設、けい留施設および水域施設
とする。 

共同利用施設 

農業協同組合、農業協同組合連合会、森林組合、生産森林組合、森林
組合連合会、水産業協同組合または水産業協同組合連合会の所有する
倉庫、加工施設、共同作業場およびその他の農林水産業者の共同利用
に供する施設であって、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫
定措置に関する法律施行令（昭和 25 年政令第 152 号）第 1 条の 3 に
規定する施設とする。 
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被害区分 認定基準 

農
林
水
産
業
施
設
の
被
害 

農地 耕作の目的に供される土地とする。 

田の流失・埋没 
田の耕土が流失し、または砂利等の堆積のため、耕作が不能になっ
たものとする。 

田の冠水 稲の先端が見えなくなる程度に水に浸かったものとする。 

畑の流失・埋没・

冠水 
田の例に準じて取扱うものとする。 

その他の公共施設 

公共建物、公共土木施設、農林水産業施設以外の公共施設をいい、
例えば都市施設、公園施設等の公用または公共の用に供する施設と
する。 
 

農産・林産・水産・畜産の被害 
「農産」「林産」「水産」「畜産」とは、農林水産業施設以外の被害をいい、それぞれの項目ご
とに記入すること。 

商工業の被害 
建物以外の商工業の被害で、工業原材料、生産物、生産機械器具および操業率低下や観光客
のキャンセル等による間接被害等とする。 

そ
の
他
の
被
害 

清掃施設 ごみ処理およびし尿処理施設とする。 

鉄道不通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 

船舶・漁船 

ろ、かいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不
能になったものおよび流失し、所在が不明になったもの並びに修理
しなければ航行できない程度の被害を受けたものとする。 

水道 
上水道または簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水し
た時点における戸数とする。 

電気 
災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸
数とする。 

ガス 
一般ガス事業または簡易ガス事業で供給停止となっている戸数の
うち最も多く供給停止となった時点における戸数とする。 

電話 災害により通話不能となった電話の回線数とする。 

ブロック塀 倒壊したブロック塀または石塀の箇所数とする。 

その他 
（１）災害年報の公立文教施設、公共土木施設、農林水産施設、その他の公共施設等の被害

額については査定済額を記入し、未査定額（被害見込額）は、朱書すること。 
（２）災害に対してとられた措置 

① 災害に対してとられた措置の概要は、具体的かつ詳細に記載するものとし、報告様
式に余白がない場合は、別紙とする。 

② 消防機関の活動状況の報告に当たっては、被害が発生し防災活動に従事した者で、
待機は含まない。報告は、消防職員、消防団員別とし、使用した機材と主な活動内容
を報告する。 
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(2) 災害救助法適用基準 

 

① 全焼、全壊、流失等により住家の滅失した世帯数が、当該市町村の人口に応じ次の世

帯数以上であるとき。 

市町村の区域内の人口 住家滅失世帯数 

 ５，０００人未満 ３０世帯 

 ５，０００人以上 １５，０００人未満 ４０ 〃 

 １５，０００人以上 ３０，０００人未満 ５０ 〃 

 ３０，０００人以上 ５０，０００人未満 ６０ 〃 

 ５０，０００人以上 １００，０００人未満 ８０ 〃 

 １００，０００人以上 ３００，０００人未満 １００ 〃 

 ３００，０００人以上 １５０ 〃 

  （注）半壊（焼）の場合は１／２世帯と換算し、床上浸水の場合は１／３世帯として換

算する。（以下同じ。） 

 

② 県全体の住家の滅失した世帯の数が１，０００世帯以上で、当該市町村の人口に応じ

次の世帯数以上の世帯の住家が滅失したとき。 

市町村の区域内の人口 住家滅失世帯数 

 ５，０００人未満 １５世帯 

 ５，０００人以上 １５，０００人未満 ２０ 〃 

 １５，０００人以上 ３０，０００人未満 ２５ 〃 

 ３０，０００人以上 ５０，０００人未満 ３０ 〃 

 ５０，０００人以上 １００，０００人未満 ４０ 〃 

 １００，０００人以上 ３００，０００人未満 ５０ 〃 

 ３００，０００人以上 ７５ 〃 

 

③ 県全体の住家が滅失した世帯の数が５，０００世帯以上で、当該市町村の多数の世帯

が滅失したとき。 

 

④ 災害にかかった者の救護を著しく困難とする特別の事情がある場合であって、多数

の世帯が滅失したとき。 

 

⑤ 多数の者が生命または身体に危害を受けまたは受けるおそれが生じたとき。 
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(3) 災害救助法による救助の程度、方法および期間 

平成 26 年福井県規則 29 

平成 26 年 4 月 1 日適用 

救助の種類 救助の程度および方法 
救助の

期間 

避
難
所
お
よ
び
応
急
仮
設
仮
設
住
宅 

避
難
所 

(一) 供与する者は、災害により被害を受け、または受けるおそれのある者

とする。 

(二) 学校、公民館等を利用し、これらの建物がないときは、仮小屋または

天幕を設置するものとする。 

(三) 設置のため支出できる費用は、避難所の設置、維持および管理のため

の賃金職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借

上費および購入費、光熱水費ならびに仮設便所等の設置費とし、次の額の

範囲内とする。ただし、福祉避難所(高齢者、障害者等であって、日常の

生活において特別の配慮を必要とする者(以下「高齢者等」という。)に供

与する避難所をいう。)を設置した場合は、これらの額に特別の配慮のた

めに必要な当該地域における通常の実費を加算することができる 

(1) 基本額 

避難所設置費 １人１日につき 310 円 

(2) 加算額 

冬季(10月 1日から翌年 3月 31日までをいう。)について別に定める額 

災害発

生の日

から７

日以内 

応
急
仮
設
住
宅 

(一) 供与する者は、災害により住宅が全壊し、全焼し、または流失した者

で自らの資力のみでは住宅を得ることができないものとする。 

(二) １戸当たりの規模は、29.7 平方メートルとする。 

(三) 設置のため支出できる費用は、１戸当たり 253 万円以内とする。 

(四) 同一の敷地内または近接する地域内におおむね 50 戸以上設置した場

合は、集会等に利用するための施設を設置することができる。この場合に

おける当該施設の規模およびその設置のため支出できる費用については、

別に定める。 

(五) 供与する者に高齢者等がある場合は、老人居宅介護等事業等を利用し

やすい構造および設備を有し、日常生活上特別な配慮を要する複数の高齢

者等に供与する施設を応急仮設住宅として設置することができる。 

(六) 応急仮設住宅の設置に代えて、賃貸住宅の居室の借上げを実施し、こ

れらを供与することができる。 

(七) 災害発生の日から 20 日以内に着工し、速やかに設置するものとす

る。 

供与す

る期間

は、完

成の日

から２

年以内 

炊
き
出
し
そ
の
他
に
よ
る
食
品
の
給

与
お
よ
び
飲
料
水
の
供
給 

炊
き
出
し
そ
の
他
に
よ

る
食
品
の
給
与 

(一) 避難所に避難している者、住宅に被害を受けて炊事のできない者およ

び住宅に被害を受け、一時縁故地等へ避難する必要のある者(以下これらの

者を「被災者」という。)に対して行う。 

(二) 被災者が直ちに食することができる現物により行うものとする。 

(三) 支出できる費用は、主食、副食および燃料等の経費とし、１人１日に

つき 1040 以内とする。 

(四) 被災者が一時縁故地等へ避難する場合は、３日分以内を給与すること

ができる。 

災害発

生の日

から７

日以内 

飲
料
水

の
供
給 

(一) 災害により飲料水を得ることができない者に対して行う。 

(二) 支出できる費用は、水の購入費、給水および浄水に必要な機械器具の

借上費、修繕費および燃料費、薬品費ならびに資材費とし、当該地域にお

ける通常の実費とする。 
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被
服
、
寝
具
そ
の
他
生
活
必
需
品
の
給
与
ま
た
は
貸
与 

(一) 災害による住宅の全壊、全焼、流失、半壊、半焼または床上浸水(土砂のたい積等

により一時的にその住宅に居住することができない状態となつたものを含む。以下同

じ。)、船舶の遭難等により生活上必要な被服、寝具その他生活必需品を喪失し、また

はき損したため、直ちに日常生活を営むことができない者に対して行う。 

(二) 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内で現物により行う。 

(1) 被服、寝具および身の回り品 

(2) 日用品 

(3) 炊事用具および食器 

(4) 光熱材料 

(三) 支出できる費用は、被害世帯の区分、季別および世帯区分により一世帯当たり次

の表に掲げる額の範囲内とする。この場合において、季別は、災害発生の日をもつて

決定する。 

（備考）夏季とは４月１日から９月 31 日まで、冬季とは 10 月１日から翌年３月 31 日ま

でをいう。   

                                                                 （円)  

災害発

生の日

から 10

日以内 

区分 
季

別 

世帯区分 

1 人 

世帯 

2 人 

世帯 

3 人 

世帯 

4 人 

世帯 

5 人 

世帯 

6 人以上 1 人

増すごとに加

算する額 

住宅の全壊、

全焼または

流失による

被害世帯 

夏

期 
17,800 22,900 33,700 40,400 51,200 7,500 

冬

期 
29,400 38,100 53,100 62,100 78,100 10,700 

住宅の半壊、

半焼または

床上浸水、船

舶の遭難等

による被害

世帯 

夏

期 
5,800 7,800 11,700 14,200 18,000 2,500 

冬

期 
9,400 12,300 17,400 20,600 26,100 3,400 

医
療
お
よ
び
助
産 

医
療 

(一) 災害のため医療のみちを失った者に対して応急的に行う。 

(二) 救護班により行う。ただし、急迫した事情があり、やむを得ないと認めら

れる場合は、病院、診療所または施術所(あん摩マツサージ指圧師、はり師、き

ゆう師等に関する法律(昭和二十二年法律第二百十七号)第一条に規定する免許

を受けたあん摩マツサージ指圧師、はり師もしくはきゆう師または柔道整復師

法第二条第一項に規定する柔道整復師(以下これらの者を「施術者」という。)

による施術のための施設をいう。)において行わせることができる。 

(三) 次の範囲内で行う。 

(1) 診察 

(2) 薬剤または治療材料の支給 

(3) 処置、手術その他の治療および施術 

(4) 病院または診療所への収容 

(5) 看護 

(四) 支出できる費用の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 救護班による場合 使用した薬剤および治療材料の購入費ならびに破損し

た医療器具の修繕費等の実費 

(2) 病院または診療所における場合 国民健康保険の診療報酬の額以内 

(3) 施術者による場合 協定料金の額以内 

災害発

生の日

から 14

日以内 

助
産 

(一) 災害発生の日以前または以後の７日以内に分べんした者で、災害のため助

産のみちを失つたものに対して行う。 

(二) 次の範囲内で行う。 

(1) 分べんの介助 

(2) 分べん前および分べん後の処置 

(3) 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

(三) 支出できる費用の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 救護班等による場合 使用した衛生材料等の購入費 

(2) 助産婦による場合 当該地域の慣行料金の８割以内の額 

分べん

した日

から 7

日以内 
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被災者の救

出 

(一) 災害のため、生命および身体が危険な状態にある者または生死不明の状態に

ある者を捜索し、救出する。 

(二) 支出できる費用は、舟艇その他救出のための機械、器具等の借上費、購入費、

修繕費、燃料費等とし、当該地域における通常の実費とする。 

災害発

生の日

から３ 

日以内 

被災した住

宅の応急修

理 

(一) 災害により住宅が半壊し、または半焼した者で自らの資力のみでは応急修理

ができないものまたは大規模な補修を行わなければ居住することが困難である

ものに対して行う。 

(二) 居室、炊事場、便所等日常生活に欠くことのできない部分に対し、現物によ

り応急修理を行う。 

(三) 支出できる費用は、１世帯当たり 547,000 円以内とする。 

災害発

生の日

から 1

月以内 

生業に必要

な資金の貸

与 

(一) 災害により住宅が全壊し、全焼し、または流失したため生業の手段を失った

世帯に対して行う。 

(二) 生業を営むために必要な機械、器具、資材等を購入する費用に充てるものに

ついて貸与することとし、生業の見込みについて確実で具体的な事業計画があ

り、かつ、償還の見込みがあると認められる者に対して行う。 

(三) 貸与できる金額は、次の範囲内とする。 

(1) 生業費 １世帯当たり 30,000 円 

(2) 就職支度費 １世帯当たり 15,000 円 

(四) 貸与期間は２年以内とし、利子は無利子とする 

災害発

生の日

から 1

月以内 

学用品の給

与 

(一) 災害による住宅の全壊、全焼、流失、半壊、半焼または床上浸水により学用

品を喪失し、またはき損したため、就学上支障のある小学生(特別支援学校の小

学部の児童を含む。以下同じ。)、中学生(中等教育学校の前期課程および特別支

授学校の中学部の生徒を含む。以下同じ。)および高等学校等生徒(高等学校(定

時制および通信制を含む。)、中等教育学校の後期課程、特別支授学校の高等部、

高等専門学校、専修学校および各種学校の生徒をいう。以下同じ。)に対して行

う。 

(二) 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において、現物により行う。 

(1) 教科書 

(2) 文房具 

(3) 通学用品 

(三) 支出できる費用は、次の範囲内とする。 

(1) 教科書 

(イ) 小学生および中学生 

教科書の発行に関する臨時措置法第二条第一項に規定する教科書および教

科書以外の教材で、教育委員会に届け出て、またはその承認を受けて使用して

いるものを給与するための実費 

(ロ) 高等学校等生徒 

正規の授業で使用する教材を給与するための実費 

(2) 文房具および通学用品 

(イ) 小学生 １人当たり 4,100 円 

(ロ) 中学生 １人当たり 4,400 円 

(ハ) 高等学校等生徒 １人当たり 4,800 円 

災害の

発生の

日から

教科書

につい

ては１

月以内

その他

の学用

品につ

いては

15 日以

内 

埋葬 

 

 

(一) 災害の際死亡した者について、応急的処理を行う。 

(二) 次の範囲内において埋葬または火葬(以下「埋葬等」という。)を実施する者

に対して行う。 

(1) 棺(付属品を含む。)または棺材等の現物の給与 

(2) 埋葬等およびそのための賃金職員の雇上げ 

(3) 骨つぼおよび骨箱の給与 

(三) 支出できる費用は、１体当たり大人 206,000 円以内、小人 164,800 円以内と

する。 

災害発

生の日

から 10 

日以内 

死体の捜索 (一) 災害により行方不明の状態にあり、かつ、周囲の事情により既に死亡してい

ると推定される者に対して行う。 

(二) 支出できる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上費、購入費、

修繕費、燃料費等とし、当該地域における通常の実費とする。 

 

災害発

生の日

から 10 

日以内 
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死体の処理 (一) 災害の際死亡した者について、死体に関する処理(埋葬等を除く。)を行う。 

(二) 次の範囲内で行う。 

(1) 死体の洗浄、縫い合せ、消毒等の処置 

(2) 死体の一時保存 

(3) 検案 

(三) 検案は、救護班により行う。ただし、やむを得ない特別の事情がある場合は、

この限りでない。 

(四) 支出できる費用の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 死体の洗浄、縫い合せ、消毒等の処置の費用 １体当たり 3,400 円以内 

(2) 死体の一時保存の費用 

(イ) 既存の建物を利用する場合 当該建物の借上費の通常の実費 

(ロ) 既存の建物を利用できない場合 １体当たり 5,200円以内 

(3) その他の費用 

(イ) 救護班により検案ができない場合 当該地域の慣行料金の額以内 

(ロ) 死体の一時保存のためドライアイス等を必要とする場合 死体の一時保

存の費用の額にドライアイスの購入費等の経費として当該地域における通

常の実費を加算した額以内 

災害発

生の日

から 10 

日以内 

災害により

住宅または

その周辺に

運ばれた土

石、竹木等

で、日常生

活に著しい

支障を及ぼ

しているも

の(以下「障

害物」とい

う。)の除去 

(一) 居室、炊事場等日常生活に欠くことのできない部分または玄関等に障害物が

あるため、一時的にその住宅に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力のみ

では当該障害物を除去することができない者に対して行う。 

(二) 支出できる費用は、ロープ、スコップその他障害物の除去のため必要な機械、

器具等の借上費、購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、1 世帯当たり 133,900

円以内とする。 

災害発

生の日

から 10 

日以内 

応急救助の

ための輸送

および賃金

職員等の雇

上げ 

(一) 次に掲げる場合に行う。 

(1) 被災者の避難 

(2) 医療および助産 

(3) 救出 

(4) 飲料水の供給 

(5) 死体の捜索 

(6) 死体の処理 

(7) 救済用物資の整理配分 

(二) 支出できる費用は、当該地域における通常の実費とする。 

当該救

助の実

施が認

められ

る期間

以内 
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(4)-1 気象庁震度階級関連解説表 

 

使用にあたっての留意事項 

（1）気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の一階に設置した震度計による

観測値です。この資料は、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどのような現象や

被害が発生するかを示すもので、それぞれの震度に記述される現象から震度が決定されるも

のではありません。 

（2）地震動は、地盤や地形に大きく影響されます。震度は震度計が置かれている地点での観測

値であり、同じ市町村であっても場所によって震度が異なることがあります。また、中高層

建物の上層階では一般に地表より揺れが強くなるなど、同じ建物の中でも、階や場所によっ

て揺れの強さが異なります。 

（3）震度が同じであっても、地震動の振幅（揺れの大きさ）、周期（揺れが繰り返す時の 1 回あ

たりの時間の長さ）および継続時間などの違いや、対象となる建物や構造物の状態、地盤の

状況により被害は異なります。 

（4）この資料では、ある震度が観測された際に発生する被害の中で、比較的多く見られるもの

を記述しており、これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もあり

ます。また、それぞれの震度階級で示されている全ての現象が発生するわけではありません。 

（5）この資料は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものです。今後、5 年程度で

定期的に内容を点検し、新たな事例が得られたり、建物・構造物の耐震性の向上等によって

実状と合わなくなった場合には変更します。 

（6）この資料では、被害などの量を概数で表せない場合に、一応の目安として、次の副詞・形

容詞を用いています。 

用語 意味 

まれに 

わずか 

大半 

ほとんど 

極めて少ない。めったにない。 

数量・程度が非常に少ない。ほんの少し。 

半分以上。ほとんどよりは少ない。 

全部ではないが、全部に近い。 

が（も）ある、 

が（も）いる 

当該震度階級に特徴的に現れ始めることを表し、量的には多く 

はないがその数量・程度の概数を表現できかねる場合に使用。 

多くなる 量的に表現できかねるが、下位の階級より多くなることを表す。 

さらに多くなる 上記の「多くなる」と同じ意味。下位の階級で上記の「多くな 

る」が使われている場合に使用。 

※ 気象庁では、アンケート調査などにより得られた震度を公表することがありますが、これ

らは「震度○相当」と表現して、震度計の観測から得られる震度と区別しています。 

 



 

240 

●人の体感・行動、屋内の状況、屋外の状況 

震度 

階級 
人の体感・行動 屋内の状況 屋外の状況 

０ 
人は揺れを感じないが、地震

計には記録される。 
－ － 

１ 

屋内で静かにしている人の中

には、揺れをわずかに感じる

人がいる。 

－ － 

２ 

屋内で静かにしている人の大

半が、揺れを感じる。眠ってい

る人の中には、目を覚ます人

もいる｡ 

電灯などのつり下げ物が、わ

ずかに揺れる。 
－ 

３ 

屋内にいる人のほとんどが、

揺れを感じる。歩いている人

の中には、揺れを感じる人も

いる。眠っている人の大半が、

目を覚ます。 

棚にある食器類が音を立てる

ことがある。 
電線が少し揺れる。 

４ 

ほとんどの人が驚く。歩いて

いる人のほとんどが、揺れを

感じる。眠っている人のほと

んどが、目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大き

く揺れ､棚にある食器類は音

を立てる。座りの悪い置物が、

倒れることがある。 

電線が大きく揺れる。自動車

を運転していて、揺れに気付

く人がいる。 

５弱 
大半の人が、恐怖を覚え、物に

つかまりたいと感じる。 

電灯などのつり下げ物は激し

く揺れ､棚にある食器類、書棚

の本が落ちることがある。座り

の悪い置物の大半が倒れる。 

固定していない家具が移動す

ることがあり、不安定なもの

は倒れることがある。 

まれに窓ガラスが割れて落ち

ることがある。電柱が揺れる

のがわかる。道路に被害が生

じることがある｡ 

５強 

大半の人が、物につかまらな

いと歩くことが難しいなど、

行動に支障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本

で、落ちるものが多くなる。テ

レビが台から落ちることがあ

る。固定していない家具が倒

れることがある。 

窓ガラスが割れて落ちること

がある。補強されていないブ

ロック塀が崩れることがあ

る。据付けが不十分な自動販

売機が倒れることがある。自

動車の運転が困難となり、停

止する車もある。 

６弱 
立っていることが困難にな

る。 

固定していない家具の大半が

移動し、倒れるものもある｡ド

アが開かなくなることがある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破

損、落下することがある。 

６強 立っていることができず、は

わないと動くことができな

い。 

揺れにほんろうされ、動くこ

ともできず、飛ばされること

もある。 

固定していない家具のほとん

どが移動し、倒れるものが多

くなる。 

壁のタイルや窓ガラスが破

損、落下する建物が多くなる。

補強されていないブロック塀

のほとんどが崩れる。 

７ 

固定していない家具のほとん

どが移動したり倒れたりし、

飛ぶこともある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破

損､落下する建物がさらに多

くなる。補強されているブロ

ック塀も破損するものがあ

る。 
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● 木造建物（住宅）の状況 

震度 

階級 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱 － 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられること

がある。 

５強 － 
壁などにひび割れ・亀裂がみられることがあ

る。 

６弱 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられるこ

とがある。 

壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入ることがある。 

瓦が落下したり、建物が傾いたりすることがあ

る。倒れるものもある。 

６強 
壁などにひび割れ・亀裂がみられることがあ

る。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るものが多

くなる。 

傾くものや、倒れるものが多くなる。 

７ 
壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 

まれに傾くことがある。 
傾くものや、倒れるものがさらに多くなる。 

（注 1） 木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいものほど高い

傾向があり、概ね昭和 56 年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982 年）以降には耐震性が

高い傾向がある。しかし、構法の違いや壁の配置などにより耐震性に幅があるため、必ずしも建築年

代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により

把握することができる。 

（注 2） この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル仕上壁（ラス、

金網下地を含む）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況でも、モルタル等が剥

離し、落下しやすくなる。 

（注 3） 木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成 20 年（2008 年）

岩手・宮城内陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 
 

● 鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度 

階級 

鉄筋コンクリート造建物 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５強 － 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀

裂が入ることがある。 

６弱 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂が入ることがある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀

裂が多くなる。 

６強 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂が多くなる。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めや X 状

のひび割れ・亀裂がみられることがある。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが

ある。 

７ 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂がさらに多くなる。 

1 階あるいは中間階が変形し、まれに傾くもの

がある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めや X 状

のひび割れ・亀裂が多くなる。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが

多くなる。 

（注 1） 鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、概ね昭和 56

年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982 年）以降は耐震性が高い傾向がある。しかし、

構造形式や平面的、立面的な耐震壁の配置により耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いと

いうだけで耐震性の高低が決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握するこ

とができる。 

（注 2） 鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひび割れが

みられることがある。 
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● 地盤・斜面等の状況 

震度 

階級 
耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱 
亀裂※1 や液状化※2 が生じることがある。 落石やがけ崩れが発生することがある。 

５強 

６弱 地割れが生じることがある。 がけ崩れや地すべりが発生することがある。 

６強 
大きな地割れが生じることがある。 

がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山体の

崩壊が発生することがある※3。 ７ 

※1 亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として表記している。 

※2 地下水位が高い、ゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行すると、地面から

の泥水の噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる、下水管やマンホールが浮き上がる、建物の

土台が傾いたり壊れたりするなどの被害が発生することがある。 

※3 大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成されることがあ

る。また、大量の崩壊土砂が土石流化することもある。 

 

● ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の停止 安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度５弱程度以上の揺れ

で遮断装置が作動し、ガスの供給を停止する。 

さらに揺れが強い場合には、安全のため地域ブロック単位でガス供給が止まるこ

とがある※。 

断水、停電の発生 震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生することがある※。 

鉄道の停止、高速道

路の規制等 

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路などで、安全確認のた

め、運転見合わせ、速度規制、通行規制が、各事業者の判断によって行われる。

（安全確認のための基準は、事業者や地域によって異なる。） 

電話等通信の障害 地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電話・インター

ネット等による安否確認、見舞い、問合せが増加し、電話等がつながりにくい状

況（ふくそう）が起こることがある。 

そのための対策として、震度６弱程度以上の揺れがあった地震などの災害の発生

時に、通信事業者により災害用伝言ダイヤルや災害用伝言板などの提供が行われ

る。 

エレベーターの停

止 

地震管制装置付きのエレベーターは、震度５弱程度以上の揺れがあった場合、安

全のため自動停止する。運転再開には、安全確認などのため、時間がかかること

がある。 

※ 震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、上下水道、電気の供給が停

止することがある。 
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● 大規模構造物への影響 

長周期地震動※ に

よる超高層ビルの

揺れ 

超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンクリート造建

物に比べて地震時に作用する力が相対的に小さくなる性質を持っている。しかし、

長周期地震動に対しては、ゆっくりとした揺れが長く続き、揺れが大きい場合に

は、固定の弱いＯＡ機器などが大きく移動し、人も固定しているものにつかまら

ないと、同じ場所にいられない状況となる可能性がある。 

石油タンクのスロ

ッシング 

長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内溶液の液面が大きく揺

れる現象）が発生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災などが発生したりする

ことがある。 

大規模空間を有す

る施設の天井等の

破損、脱落 

体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁など構造自

体に大きな被害を生じない程度の地震動でも、天井等が大きく揺れたりして、破

損、脱落することがある。 

※ 規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、震源から離れた遠方まで到達して、平野

部では地盤の固有周期に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長くなることがある。 
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(4)-2 福井県内震度観測点配置図 

 

出典：福井県地域防災計画 資料編 令和６年３月 

 



 

245 

10 原子力災害対策関連 
 

(1) 福井県の原子力事業所設置概要 

（平成 27年３月 17日現在） 

 
原子力事業所名 号機 所在地 炉型 

認可出力 

(万ｋＷ) 

営業(本格)運転 

開始年月日 

運 

転 

中 

日本原子力発電㈱ 

敦賀発電所 

1 号機 

 

2 号機 

敦賀市 

明神町 

ＢＷＲ 

 

ＰＷＲ 

35.7 

 

116.0 

S45.3.14 

 廃止予定 

S62.2.17 

関西電力㈱美浜発電所 

1 号機 

 

2 号機 

 

3 号機 

美浜町 

丹生 

ＰＷＲ 

 

〃 

 

〃  

34.0 

 

50.0 

 

82.6 

S45.11.28 

 廃止予定 

S47.7.25 

 廃止予定 

S51.12.1 

関西電力㈱大飯発電所 

1 号機 

2 号機 

3 号機 

4 号機 

おおい町

大島 

ＰＷＲ 

〃 

〃 

〃 

117.5 

117.5 

118.0 

118.0 

S54.3.27 

S54.12.5 

H3.12.18 

H5.5.2.2 

関西電力㈱高浜発電所 

1 号機 

2 号機 

3 号機 

4 号機 

高浜町 

田ノ浦 

ＰＷＲ 

〃 

〃 

〃 

82.6 

82.6 

87.0 

87.0 

S49.11.14 

S50.11.14 

S60.1.17 

S60.6.5 

小計 13 基 1,128.5  

建 

設 

中 

(独)日本原子力研究開

発機構高速増殖炉研究

開発センター 

 
敦賀市 

白木２ 
ＦＢＲ 28.0 未定 

小計 1 基 28.0  

建
設
準
備
中 

日本原子力発電㈱ 

敦賀発電所 

3 号機 

4 号機 

敦賀市 

明神町 

ＰＷＲ 

〃 

153.8 

153.8 
 

小計 2 基 307.6  

廃
止
措
置
中 

(独)日本原子力研究開

発機構原子炉廃止措置

研究開発センター 

 
敦賀市 

明神町 
ＡＴＲ 16.5 

S54.3.20 

H15.3.29 

運転終了 

 
小計 1 基 16.5  

＊ＢＷＲ：沸騰水型軽水炉 

ＰＷＲ：加圧水型軽水炉 

ＦＢＲ：高速増殖炉 

ＡＴＲ：新型転換炉 
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(2) 原発事故で放出される主な人工放射性核種と半減期 

 

① キセノン 133 

常温でも気体の放射性核種で、原子炉中のほぼ全量が放出される。重い気体で「放射

能雲」が通過中に強烈な放射線を浴びせる。しかし「放射能雲」の通過後には残らない。 

・常温で気体 

・放射線  ベータ線、ガンマ線 

・半減期  5.3日 

② クリプトン 85 

常温でも気体の放射性核種で、原子炉中のほぼ全量が放出される。重い気体で「放射

能雲」が通過中に強烈な放射線を浴びせる。しかし「放射能雲」の通過後には残らない。 

・常温で気体 

・放射線  ベータ線、ガンマ線(ごくわずか) 

・半減期  約 11年 

③ ヨウ素 131 

184℃で気体になるため、原発事故で非常に放出されやすい。 

ヨウ素は必須微量元素で、咽喉（のど）の近くの甲状腺に集められ成長ホルモンの成

分になる。呼吸や水・食物をとおして放射性ヨウ素を取りこむと、ふつうのヨウ素と同

じように甲状腺に集められ、甲状腺が集中的に被ばくする。ヨウ素 131の半減期は 8日

なので半年後にはほとんど消滅するが、遺伝子についた傷が残ると、甲状腺ガンを引き

起こす。 

・184℃で気体 

・放射線  ベータ線、ガンマ線 

・半減期  8日 

④ セシウム 134 

678℃で気体になるため、原発事故で大気中に放出されやすい。 

セシウム 134は、半減期が約２年である。セシウムは土壌粒子と結合しやすいため地

面から放射線を放ち続け、農作物にも取り込まれて、汚染の原因になる。 

・678℃で気体 

・放射線  ベータ線、ガンマ線 

・半減期  2.0652年 

⑤ セシウム 137 

678℃で気体になるため、原発事故で大気中に放出されやすい。セシウム 137は、半

減期が 30年と長い。またセシウムは土壌粒子と結合しやすいため長い間地表から流さ

れない。このため、短寿命の放射性核種やヨウ素 131が消滅したあとにも残る。地面か

ら放射線を放ち続け、農作物にも取り込まれて、長期汚染の原因になる。 

・678℃で気体 

・放射線  ベータ線 

・半減期  30.1年 

⑥ プルトニウム 239 

プルトニウム 239 は原発事故ではあまり遠方には放出されず、大部分は事故原発の
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敷地周辺にとどまると思われるが、毒性が強いので注意を要する。プルトニウム 239の

半減期は長く 2万 4千年もある。 

・3228℃で気体 

・放射線  アルファ線 

・半減期  2万 4千年 

・毒性が強い 
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(3) 各緊急事態区分を判断する EALの枠組み 

① 加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉の運転等のための施設

（当該施設が炉規法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適合しない場合又は原

子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

【関西電力(株)美浜発電所３号機、関西電力(株)大飯発電所３，４号機、関西電力(株)

高浜発電所１，２，３，４号機】 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

警戒事態 

（第１段階） 

① 原子炉の運転中に原子炉保護回路の１チャンネルから原子炉停止

信号が発信され、その状態が一定時間継続された場合において、当

該原子炉停止信号が発信された原因を特定できないこと、又は原子

炉の非常停止が必要な場合において、原子炉制御室からの制御棒の

挿入操作により原子炉を停止することができないこと、もしくは停

止したことを確認することができないこと。 

② 原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える原子炉冷却

材の漏えいが起こり、定められた時間内に定められた措置を実施で

きないこと、又は原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必

要とする原子炉冷却材の漏えいが発生すること。 

③ 原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての主給水が停止した場合に

おいて、電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる

給水機能が喪失すること。  

④ 非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線に

電気を供給する電源が一となる状態が１５分間以上継続すること、

全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止すること、又は外部

電源喪失が３時間以上継続すること。  

⑤ 原子炉の停止中に当該原子炉から残留熱を除去する機能の一部が

喪失すること。 

⑥ 使用済燃料貯蔵槽の水位が一定の水位まで低下すること。  

⑦ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室からの原子炉の運転や

制御に影響を及ぼす可能性が生じること。  

⑧ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力

事業所外との通信のための設備の一部の機能が喪失すること。  

⑨ 重要区域において、火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一

部が喪失するおそれがあること。  

⑩ 燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失するおそれがあ

ること、又は、燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失す

ること。  

⑪ 当該原子力発電所所在市町において、震度６弱以上の地震が発生

した場合。 

⑫ 福井県（当該原子力事業所所在市町沿岸を含む津波予報区）におい
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て、大津波警報が発表された場合。 

⑬ 国（オンサイト総括）が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要

な故障等が発生した場合。 

⑭ 当該原子炉施設において新規制基準で定める設計基準を超える外

部事象が発生した場合（竜巻、洪水、台風、火山等）。  

⑮ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼ

すおそれがあることを認知した場合など、原子力規制委員会委員長

又は委員長代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合。 

 

警戒事態区分 緊急事態を判断する EAL 

施設敷地 

緊急事態 

（第２段階） 

① 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉

冷却材の漏えいが発生した場合において、非常用炉心冷却装置およ

びこれと同等の機能を有する設備のうち当該原子炉へ高圧または

低圧で注水するもののいずれかによる注水が直ちにできないこと。 

② 原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての給水機能が喪失するこ

と。  

③ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態

が３０分以上継続すること。  

④ 非常用直流母線が一となった場合において、当該直流母線に電気

を供給する電源が一となる状態が５分以上継続すること。  

⑤ 原子炉の停止中に当該原子炉から残留熱を除去する機能が喪失す

ること。  

⑥ 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと、又は当該貯蔵槽の

水位を維持できていないおそれがある場合において、当該貯蔵槽の

水位を測定できないこと。  

⑦ 原子炉制御室および原子炉制御室外操作盤室の環境が悪化するこ

とにより原子炉の制御に支障が生じること、又は原子炉若しくは使

用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合において、原子炉制御室に設

置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異

常を表示する警報装置の機能の一部が喪失すること。  

⑧ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力

事業所外との通信のための設備の全ての機能が喪失すること。  

⑨ 火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失すること。 

⑩ 原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定時間にわたって

通常の運転及び停止中において想定される上昇率を超えること。  

⑪ 炉心の損傷が発生していない場合において、原子炉格納容器圧力

逃がし装置を使用すること。  

⑫ 燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が

喪失するおそれがあること、燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の
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障壁が喪失するおそれがあること、又は燃料被覆管の障壁若しくは

原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがある場合において原子炉

格納容器の障壁が喪失すること。  

⑬ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づ

く通報の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は

放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）  

⑭ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼ

すおそれがあること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ

放出され、又は放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺におい

て、緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実施を

開始する必要がある事象が発生すること。 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

全面緊急事態 

（第３段階） 

① 原子炉の非常停止が必要な場合において、全ての停止操作により

原子炉を停止することができないこと、又は停止したことを確認す

ることができないこと。  

② 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉

冷却材の漏えいが発生した場合において、全ての非常用炉心冷却装

置及びこれと同等の機能を有する設備による注水が直ちにできな

いこと。  

③ 原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての給水機能が喪失した場合

において、全ての非常用炉心冷却装置及びこれと同等の機能を有す

る設備による注水が直ちにできないこと。  

④ 原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器の設計上の最高

使用圧力又は最高使用温度に達すること。  

⑤ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態

が１時間以上継続すること。 

⑥ 全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態

が５分以上継続すること。  

⑦ 炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射線量又は原子炉

容器内の出口温度を検知すること。  

⑧ 蒸気発生器の検査その他の目的で一時的に原子炉容器の水位を下

げた状態で、当該原子炉から残留熱を除去する機能が喪失し、かつ、

燃料取替用水貯蔵槽からの注水ができないこと。  

⑨ 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メ

ートルの水位まで低下すること、又は当該水位まで低下しているお

それがある場合において、当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。 

⑩ 原子炉制御室が使用できない場合に原子炉制御室外操作盤室が使

用できなくなること、または原子炉もしくは使用済燃料貯蔵槽に異
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常が発生した場合に原子炉施設の状態を表示する全ての装置もし

くは原子炉施設の異常を表示する全ての警報装置（いずれも原子炉

制御室に設置されたものに限る。）が使用できなくなること。  

⑪ 燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合におい

て、原子炉格納容器の障壁が喪失するおそれがあること。  

⑫ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づ

く緊急事態宣言の判断基準として政令等で定める基準以上の放射

線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を

除く。）  

⑬ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼ

すこと等放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ

放出され、又は放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民

の避難を開始する必要がある事象が発生すること。 

 

  ② 使用済燃料貯蔵槽にのみ照射済燃料集合体が存在する原子炉に係る原子炉の運転

等のための施設（実用発電用原子炉に係るものにあっては、炉規法第４３条の３の６

第１項第４号の基準に適合するものに限る。）であって、試験研究用原子炉施設及び

照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたものとして原子力規制委員会が

定めた施設以外のもの 

【国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅ】 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

警戒事態 

（第１段階） 

① 使用済燃料貯蔵槽の液位が一定の液位まで低下すること。  

② 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所と原子力事

業所外との通信のための設備の一部の機能が喪失すること。  

③ 重要区域において、火災又は溢水が発生し安全機器等の機能の一

部が喪失するおそれがあること。  

④ 当該原子力事業所所在市町村において、震度６弱以上の地震が発

生した場合 

⑤ 当該原子力事業所所在市町村沿岸を含む津波予報区において、大

津波警報が発表された場合。  

⑥ オンサイト総括が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故

障等が発生した場合。  

⑦ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼ

すおそれがあることを認知した場合など、委員長又は委員長代行が

警戒本部の設置が必要と判断した場合。 
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緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

施設敷地 

緊急事態 

（第２段階） 

① 使用済燃料貯蔵槽の液位を維持できないこと、又は当該貯蔵槽の

液位を維持できていないおそれがある場合において、当該貯蔵槽の

液位を測定できないこと。  

② 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力

事業所外との通信のための設備の全ての機能が喪失すること。  

③ 火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失すること。 

④ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づ

く通報の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は

放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

⑤ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼ

すおそれがあること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ

放出され、又は放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺におい

て、緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実施を

開始する必要がある事象が発生すること。 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

全面緊急事態 

（第３段階） 

① 使用済燃料貯蔵槽の液位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メ

ートルの液位まで低下すること、又は当該液位まで低下しているお

それがある場合において、当該貯蔵槽の液位を測定できないこと。 

② 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づ

く緊急事態宣言の判断基準として政令等で定める基準以上の放射

線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を

除く。）。  

③ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼ

すこと等放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ

放出され、又は放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民

の避難を開始する必要がある事象が発生すること。 

 

  ③ 実用発電用原子炉に係る原子炉の運転等のための施設（当該施設が炉規法第４３

条の３の６第１項第４号の基準に適合しない場合に限り、使用済燃料貯蔵槽内に照

射済燃料集合体が存在しない場合を除く。）  

【日本原子力発電(株)敦賀発電所２号機】 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

警戒事態 

（第１段階） 

① 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと、または当該貯蔵槽

の水位を一定時間以上測定できないこと。  
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② 敦賀市において、震度６弱以上の地震が発生した場合。  

③ 福井県（当該原子力事業所所在市町沿岸を含む津波予報区）におい

て、大津波警報が発表された場合。  

④ 国（オンサイト総括）が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要

な故障等が発生した場合。  

⑤ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼ

すおそれがあることを認知した場合など、原子力規制委員会委員長

または委員長代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合。 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

施設敷地 

緊急事態 

（第２段階） 

① 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メ

ートルの水位まで低下すること。  

② 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づ

く通報の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量また

は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除

く。）。  

③ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼ

すおそれがあること等放射性物質または放射線が原子力事業所外

へ放出され、または放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺に

おいて、緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実

施を開始する必要がある事象が発生すること。 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

全面緊急事態 

（第３段階） 

① 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部の水位まで低

下すること。  

② 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づ

く緊急事態宣言の判断基準として政令等で定める基準以上の放射

線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を

除く。）。  

③ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼ

すおそれがあること等放射性物質または放射線が異常な水準で原

子力事業所外へ放出され、または放出されるおそれがあり、原子力

事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある事象が発生するこ

と。 

 

④ 炉規法第４３条の３の３４第２項の規定に基づく廃止措置計画の認可を受け、か

つ、照射済燃料集合体が十分な期間冷却されたものとして原子力規制委員会が定め

た原子炉の運転等のための施設  
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【国立研究開発法人日本原子力研究開発機構新型転換炉原型炉ふげん、日本原子力発

電(株)敦賀発電所１号機、関西電力(株)美浜発電所１，２号機、関西電力(株)大飯発

電所１，２号機】 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

警戒事態 

（第１段階） 

① 当該原子力事業所所在市町において、震度６弱以上の地震が発生

した場合  

② 福井県（当該原子力事業所所在市町沿岸を含む津波予報区）におい

て、大津波警報が発表された場合  

③ 国（オンサイト総括）が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要

な故障等が発生した場合  

④ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子力施設に影響を及ぼ

すおそれがあることを認知した場合など、原子力規制委員会委員長

または委員長代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

施設敷地 

緊急事態 

（第２段階） 

① 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づ

く通報の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量また

は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。） 

② その他原子炉の運転等のための施設以外に起因する事象が原子炉

の運転等のための施設に影響を及ぼすおそれがあること等放射性

物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそ

れがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置

の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発

生すること。 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断する EAL 

全面緊急事態 

（第３段階） 

① 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づ

く緊急事態宣言の判断基準として政令等で定める基準以上の放射

線量または放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合

を除く。）  

② その他原子炉の運転等のための施設以外に起因する事象が原子炉

の運転等のための施設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射

線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそ

れがあり、原子力事業所周辺の住民の避難または屋内退避を開始す

る必要がある事象が発生すること。 
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(4) 福井県広域避難計画要綱における広域避難の受入れ等 

 

①広域避難の受入れ 

越前市 

小学校区 
地区名 人口 世帯数 

避難先 

避難先名称 住所 

武生南 

武生柳町  422 145 あわら市本荘小学校 あわら市下番 7-1 

若竹町  357 131 あわら市新郷小学校 あわら市中浜 1-1 

あおば町  242 84 あわら市北潟小学校 あわら市北潟 35-11 

神明町  265 89 あわら市中央公民館 あわら市市姫 1-9-18 

豊町  263 96 あわら市中央公民館 あわら市市姫 1-9-18 

姫川 １丁目 177 63 福井県立芦原青年の家 あわら市北潟 250-20 

姫川 ２丁目 493 177 福井県立芦原青年の家 あわら市北潟 250-20 

文京 １丁目 497 167 トリムパークかなづ あわら市山室 67-30-1 

文京 ２丁目 534 198 トリムパークかなづ あわら市山室 67-30-1 

御幸町  479 205 あわら市芦原小学校 あわら市田中々2-25 

行松町  670 265 
あわら市農業者トレー

ニングセンター 
あわら市国影 23-1 

妙法寺町  311 105 
あわら市農業者トレー

ニングセンター 
あわら市国影 23-1 

松森町  514 178 あわら市芦原中学校 あわら市舟津 2-75 

月見町  300 101 あわら市波松小学校 あわら市波松 25-1 

畷町  213 78 あわら市芦原中学校 あわら市舟津 2-75 

常久町  196 72 あわら市芦原中学校 あわら市舟津 2-75 

常久団地  61 21 浜坂区民館 あわら市浜坂 4-5 

学園団地  543 180 あわら市金津中学校 あわら市市姫 1-5-1 

三ツ口町  294 143 あわら市金津中学校 あわら市市姫 1-5-1 

北日野 

矢放町  560 177 福井県立金津高等学校 あわら市市姫 4-5-1 

帆山町  640 209 福井県立金津高等学校 あわら市市姫 4-5-1 

矢船町  433 157 あわら市金津小学校 あわら市花乃杜 1-20-1 

向新保町  244 69 あわら市剱岳公民館 あわら市椚第 18-10 

畑町  93 22 福井県立金津高等学校 あわら市市姫 4-5-1 

小野谷町  375 115 あわら市金津こども園 あわら市春宮 3-24-20 

西谷町  136 69 あわら市金津こども園 あわら市春宮 3-24-20 

荒谷町  40 11 あわら市吉崎小学校 あわら市吉崎 8-55 

平林町  236 61 あわら市吉崎小学校 あわら市吉崎 8-55 

庄田町  323 107 あわら市金津東小学校 あわら市中川 18-10 

大手町  77 23 
あわら市多目的共同利

用施設さくらセンター 
あわら市柿原 36-20 

西尾町  560 168 あわら市金津小学校 あわら市花乃杜 1-20-1 

岩内町  196 48 
熊坂農村環境改善セン

ター 
あわら市熊坂 42-20 

大屋町  240 71 あわら市伊井小学校 あわら市清間 13-24 

葛岡町  114 38 あわら市伊井小学校 あわら市清間 13-24 

問屋町  0 0 あわら市細呂木小学校 あわら市滝 63-8 

北日野団  444 152 あわら市細呂木小学校 あわら市滝 63-8 
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②広域避難ルート 

避難元市 
避難先 

避難先市町 主な避難ルート 

越前市 あわら市 ・国道 8 号 

 

③病院の入院患者・社会福祉施設の入所者等の避難先となる県内の医療機関・福祉避難所 

ア 医療機関 

避難対象施設 避難先 

市 設置主体 施設名 所在地 市 設置主体 施設名 所在地 

敦賀市 (独 )国立

病院機構 

国立病院

機構福井

病院 

敦賀市桜

ヶ丘町 33-

1 

あわら市 (独 )国立

病院機構 

国立病院

機構あわ

ら病院 

あわら市

北潟 238-1 

鯖江市 (医 )東山

会 

斎藤病院 鯖江市中

野町６－

１－１ 

あわら市 (医 )至捷

会 

木村病院 あわら市

北金津５

７－２５ 

 

イ 高齢者福祉施設 

避難対象施設 避難先 

市 
施設の 

種類 

設置 

主体 
施設名 所在地 

入所 

者数 
市 施設の種類 

設置 

主体 
施設名 所在地 

越 
前 
市 

介 護
老 人
福 祉
施設 

(福) 
慈生会 

水仙園  
萱谷町
4-9-1 

80 

あ
わ
ら
市 

介 護 老 人
福祉施設 

あわら
市((福)
あわら
市社協) 

あわら
市金津
雲雀ヶ
丘寮 

春宮 3-
28-21 

短 期 入 所
生活介護 

あ わ ら
市((福)
あ わ ら
市社協) 

あわら
市金津
雲雀ヶ
丘寮短
期入所 

春宮 3-
28-21 

介 護 老 人
福祉施設 

( 福 ) 緑
進会 

芦原メ
ロン苑 

井江葭
50-18 

介 護
老 人
福 祉
施設 

(福) 

町 屋 福

祉会 

メ ゾ ン
い ま だ
て 

東樫尾
町 8-38 

80 

介 護 老 人
福祉施設 

( 福 ) 緑
進会 

芦原メ
ロン苑 

井江葭
50-18 

短 期 入 所
生活介護 

( 福 ) 緑
進会 

芦原メ
ロン苑
ショー
トステ
イ 

井江葭
50-18 

介 護
老 人
保 健
施設 

(医) 
相 木 病
院 

シ ル バ
ー ハ イ
ツ武生 

中央 2
丁目 9-
40 

140 

介 護 老 人
保健施設 

( 医 ) 至
捷会 

ナイス
ケア木
村 

市姫 3
丁 目
23-4 

介 護 老 人
保健施設 

( 医 ) 泉
壽会 

加納老
健 

花乃杜
1 丁目
2-39 

グ ル
ー プ
ホ ー
ム 

(医) 
相 木 病
院 

ア ク テ
ィ ブ ケ
ア ー あ
いの樹 

小松 1
丁目 5-
4 

18 

グ ル ー プ
ホーム 

( 福 ) 坂
井 福 祉
会 

ウエル
ネス木
村 

自由ヶ
丘 2 丁
目 15-
23 

グ ル ー プ
ホーム 

( 福 ) 聖
徳園 

グルー
プホー
ムあわ
ら聖徳
園 

田中々
3-25-7 
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避難対象施設 避難先 

市 
施設の 

種類 

設置 

主体 
施設名 所在地 

入所 

者数 
市 施設の種類 

設置 

主体 
施設名 所在地 

越

前

市 

養護 

老人ホ

ーム 

( 福 ) わ

か た け

共済部 

寿楽園 

越前市 

白崎町

34-2-1 

50 

あ

わ

ら

市 

養 護 老 人

ホ 

ーム 

あ わ ら

市 

((福)あ

わ ら 市

社協) 

あわら 

市金津

雲雀ケ

丘寮 

あわら 

市春宮

3-28-

21 

軽費老

人ホー

ム 

( 福 ) 慶

秀会 

フ ァ ミ

ー ル ほ

のか 

越前市

氷坂町

46-41-2 

50 

軽 費 老 人

ホーム 

( 福 ) 緑

進会 

ニコニ

コ村 

あわら

市井江

葭 50-

16 

軽 費 老 人

ホーム 

( 福 ) 坂

井 福 祉

会 

ウエル

ネス木

村 

あわら

市自由

ヶ丘 2

丁 目

15-23 

短 期 入 所

生活介護 

( 福 ) 坂

井 福 祉

会 

ウエル

ネス木

村 

あわら

市自由

ヶ丘 2

丁 目

15-23 

サービ

ス付き

高齢者

向け住

宅（特

定）  

( 福 ) わ

か た け

共済部 

フ ォ ー

ユ ー エ

ク セ ル

わ か た

け 

越前市

堀川町

9-15 

40 

地 域 密 着

型特養 

( 福 ) 緑

進会 

湯の町

メロン

苑 

あわら

市二面

42-20 

短 期 入 所

生活介護 

( 福 ) 緑

進会 

湯の町

メロン

苑ショ

ートス

テイ 

あわら

市二面

42-20 

 

ウ 障害者福祉施設 

避難対象施設 避難先 

市 
施設の 

種類 

設置 

主体 
施設名 所在地 

入所 

者数 
市 施設の種類 

設置 

主体 
施設名 所在地 

敦

賀

市 

重症心身

障害児病

棟 

独立行

政法人 

国立病

院機構 

福 井

病院 

敦賀市

桜ヶ丘

町 33-1 

120 

あ

わ

ら

市 

重 症 心 身

障 害 児 病

棟 

独立行

政法人 

国立病

院機構 

あわら

病院 

あ わ ら

市 北 潟

238-1 

越

前

市 

障害者支

援施設  

（福）

陽光会 

あ い

の里 

越前市

白崎町

35-11-1 

40 

あ

わ

ら

市 

障 害 者 支

援施設 

（福）

金津福

祉会 

金 津 サ

ンホーム 

あわら市

花 乃 杜

3-22-12 

共同生活

援助・共同

生活介護  

（福）

陽光会 

陽 だ

まり 

越前市

白崎町

34-10-1 

9 

あ

わ

ら

市 

共 同 生 活

援助・共同

生活介護 

（福）

ハスの

実の家 

のぞみ 

あ わ ら

市 二 面

87-26-2 

共 同 生 活

援助・共同

生活介護 

（福）

ハスの

実の家 

あかつ

き 

あ わ ら

市 二 面

87-26-3 

共 同 生 活

援助・共同

生活介護 

（福）

ハスの

実の家 

す ま い

る 

あ わ ら

市 市 姫

3-14-2 
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避難対象施設 避難先 

市 
施設の 

種類 

設置 

主体 
施設名 所在地 

入所 

者数 
市 施設の種類 

設置 

主体 
施設名 所在地 

越
前
市 

共同生活

援助・共同

生活介護 

（福）

北日野

こもれ

び会 

ぴ ー

ぷ る

フ ァ

ン 

越前市

庄田町

3-5-2 

8 

あ

わ

ら

市 

共 同 生 活

援助・共同

生活介護 

（福）

ハスの

実の家 

あおぞ

ら 

あ わ ら

市 二 面

87-26-2 

共 同 生 活
援助・共同
生活介護 

（福）
ハスの
実の家 

はさだ 
あ わ ら
市 春 宮
3-15-2 

共同生活
援助・共同
生活介護  

（福）
芦山会 

グ ル
ー プ
ホ ー
ム竹 

越前市
北府 2-
10-32 

6 

共 同 生 活
援助・共同
生活介護 

（福）
ハスの
実の家 

友歌里 
あ わ ら
市 大 溝
3-15-17 

共 同 生 活
援助・共同
生活介護 

（福）
ハスの
実の家 

ﾊｯﾋﾟｰ 
あ わ ら
市 大 溝
3-15-17 

共同生活
援助・共同
生活介護 

（福）
芦山会 

グ ル
ー プ
ホ ー
ム 芝
原 

越前市
芝原 1-
1-12  

12 

共 同 生 活
援助・共同
生活介護 

（福）
コミュ
ニティ
ーネッ
トワー
クふく
い 

ケアﾎｰ
ﾑ「たつ
か わ
寮」 

あ わ ら
市 大 溝
1-21-29 

共 同 生 活
援助・共同
生活介護 

（福）
コミュ
ニティ
ーネッ
トワー
クふく
い 

ケアﾎｰ
ﾑ「にし
や ま
寮」 

あ わ ら
市 春 宮
1-3-26 
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(5) 用語説明 

 

① EAL、（Emergency Action Level） 

原子力発電所における緊急事態の区分（緊急時活動レベル）のこと。初期対応段階に

おける避難等の予防的防護措置を確実かつ迅速に開始するための判断基準である。 

② OIL（Operation Intervention Level） 

原発事故が発生した場合における運用上の介入レベルのこと。放射性物質の環境放

出後に、環境モニタリング等の結果を踏まえ、屋内退避、避難、安定ヨウ素剤の予防服

用等の措置を行うための判断基準となる。 

③ 被ばくの経路 

・ 外部被ばく 

外部被ばくとは、体外にある放射線源から放射線を受けることをいう。 

・ 内部被ばく 

内部被ばくとは、放射性物質を吸入、経口摂取等により体内に取り込み、体内にあ

る放射線源から放射線を受けることをいう。 

④ 環境放射線 

環境放射線は自然放射線と人工放射線に分類される。自然放射線とは、自然界にもと

もと存在している放射線である。人工放射線とは、人間が作り出した放射線のことで核

実験や原子力事故などで放出された放射性物質によるものである。 

⑤ 環境放射線モニタリング 

環境放射線モニタリングとは、環境中の放射線量を測定することで、平常時の環境放

射線モニタリング（以下「平常時モニタリング」という。）と平常時モニタリングの強

化及び緊急時の環境放射線モニタリング（以下「緊急時モニタリング」という。）に区

分される。 

平常時モニタリングの目的は、原子力施設の周辺住民等の健康と安全を守るため、環境

における原子力施設に起因する放射性物質又は放射線による周辺住民等の線量が、１

年間の線量限度を十分に下回っていることを確認し、その結果を周辺住民等に提供す

ることである。 

緊急時モニタリングの目的は、原子力施設において緊急事態が発生した場合に、避難、

飲食物摂取制限等の放射線防護対策（以下「防護対策」という。）に必要な情報を収集

し、原子力施設に起因する放射性物質又は放射線の周辺住民等への影響の評価に資す

ることである。 
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⑥ スクリーニング 

「スクリーニング」とは、「避難所等に収容された周辺住民等の被ばくの程度を放射

性物質による汚染の有無、被ばく線量の測定などにより評価、判定し、必要な処置を行

うために、ふるいわけすること」である。スクリーニングは、避難時や防災対策区域か

らの退出時など、放射性物質による汚染などの異常の有無を確認する必要がある場合

に行う。 

・ 身体除染スクリーニング 

「急性放射線障害の防止」のための身体除染スクリーニングは、体表面汚染による

皮膚障害をはじめとする「人」の急性放射線障害の可能性に対する迅速な対処のため

に用いる。測定対象は手足を含む全身とする。 

・吸入による内部被ばくスクリーニング 

「吸入による内部被ばくの抑制」のための吸入による内部被ばくスクリーニング

は、主に放射性ヨウ素による内部被ばくの対策の必要性の判断のために用いる。 

・ 汚染拡大防止スクリーニング 

汚染拡大防止スクリーニングは、原子力発電所敷地内や警戒区域等から出る「人」

や「物品」に放射性物質が付着して特定の区域の外に移動することを防ぐ、「汚染拡

大防止」を目的とするものである。 

・ 医療機関の患者受入れのスクリーニング 

患者の放射性物質汚染状況に関する情報を取るとともに、医療機関が患者を受け

入れた場合の放射性物質による汚染の二次的拡大を防ぐ措置を予め施すことに使わ

れる。 

⑦ 安定ヨウ素剤 

原子力施設などの事故に備えて、服用のために調合した放射能を持たないヨウ素の

こと。事故で環境中に放出された放射性ヨウ素が、呼吸や飲食により体内に吸収される

と、甲状腺に蓄積され、放射線障害が生じる可能性がある。これを防ぐために安定ヨウ

素剤を予め服用し、甲状腺を安定ヨウ素で満たしておくことにより、事故時に体内に吸

収された放射性ヨウ素は、甲状腺には取り込まれず、大部分は体外に排出され、放射線

障害の発生を極力防止する。 

⑧ 単位 

放射能や放射線の量は次のような単位で表す。 

・放射能の強さはベクレル(Bq)。 

・放射線のエネルギーがどれだけ物質に吸収されたか（吸収線量）はグレイ(Gy)。 

・人体への影響はどの程度か（線量当量）はシーベルト(Sv) 

・μSvはシーベルト(Sv)の百万分の１ 

mSvはシーベルト(Sv)の千分の１の値を表す。 

・μSv/hは１時間当たりの値を示す。 
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11 様式等 
 

(1) 被害状況報告様式 

 

 第１号様式 

（災害概況即報） 

災害名     （第    報） 

不 明 人 棟 一 部 破 損 棟 

計 人 棟 床 上 浸 水 
棟 半 壊 

応 

急 

対 

策 

の 

状 

況 

  年  月  日  時  分 

被 

害 

の 

状 

況 

死 傷 者 

死 者 人 

住 家 

全 壊 

負 傷 者 人 

災 

害 

の 

状 

況 

発 生 場 所 発 生 日 時 

報 告 者 名 

電 話 番 号 

報 告 日 時    年  月  日  時  分 

都 道 府 県 



 

 

2
6
2
 

 

被害者数(被害額) 被害者数(被害額) （被害額）

公　立
棟

千円
(　　) 稲

ha

千円
(　　) 千円

私　立
棟

千円 (　　) 野 菜 ・ 果 樹
ha

千円 (　　) 名称

公　立
棟

千円
(　　) ビニールハウス等

箇所
千円

(　　) 設置

私　立
棟

千円 (　　) そ の 他
ha

千円 (　　) 解散

棟
千円

(　　) 立木・苗木等
ha

千円
(　　) 適用

報告者名
棟

千円
(　　) 薪炭施設等

箇所
千円

(　　) 解除

受信日時
棟

千円
(　　) そ の 他

ha

千円
(　　) 消防職員出動延人数 人

受信者名 件 (　　) 漁貝養殖施設等 千円 ( ) 消防団員出動延人数 人

被害者数(被害額) 件 (　　) 漁 船
隻

千円
(　　)

人 件 (　　) 水 産 物 千円 ( )

人
箇所
千円

(　　) そ の 他 千円 ( )

重傷者 人
箇所
千円

(　　) 家畜・家きん類 千円 ( )

軽傷者 人
箇所
千円 (　　) 畜 産 物 千円 ( )

棟
千円

(　　)
箇所
千円

(　　) 畜 舎 等
箇所
千円

(　　)

世帯 ①
箇所
千円 (　　) そ の 他 千円 ( )

人 ②
箇所
千円

(　　) 千円 ( )

棟
千円 (　　)

箇所
千円 (　　) 千円 ( )

世帯 ③
箇所
千円

(　　) 千円 ( )

人 ④
箇所
千円 (　　) 千円 ( )

棟
千円

(　　)
箇所
千円

(　　) 千円 ( )

世帯
箇所
千円 (　　)

箇所
千円 (　　)

人 農 業 用
箇所
千円

(　　) 箇所

棟
千円

(　　) 林 業 用
箇所
千円

(　　) 箇所

世帯 ⑤ 畜 産 用
箇所
千円

(　　)
隻

千円
(　　)

人 ⑥ 水 産 用
箇所
千円 (　　) 戸

棟
千円 (　　) 流出・埋没

ha

千円 (　　) 戸

世帯 冠 水
ha

千円 (　　) 戸

人 流出・埋没
ha

千円
(　　) 回線

世帯 冠 水
ha

千円 (　　) 箇所

人
箇所
千円 (　　) 千円 ( )

消防機関の活動状況

その他（避難の勧告、指示の状況）

ガ ス

そ の 他

清 掃 施 設

崖 く ず れ

鉄 道 不 通

船舶(漁船を除く)

水 道

電 気

そ の 他 の 公 共 施 設 そ の 他 の 被 害

電 話

ブロック塀

商
工
業
の
被
害

そ

の

他

の

被

害

農
　
　
地

農

林

水

産

業

施

設

の

被

害

田

畑

施

設

共

同

利

用

区　　　　分

文　　教
施　　設

病　　院
診療所等

福　祉　施　設

その他の公共施設

林 業 用 施 設

漁 港 施 設

火
災
発
生

公
共
土
木
施
設
の
被
害

港 湾 施 設

漁 港

海 岸

農 業 用 施 設

橋 り ょ う

建 物

危 険 物

そ の 他

道 路

区　　　分

河 川

砂 防 等 施 設

林地荒廃防止施設

鉱 工 業

観 光 業

農

産

林
産

商 業

繊 維 工 業

畜

産

水

産

り災世帯数(①＋③＋⑤)

り災者数　(②＋④＋⑥)

市町村名

災 害 名

報告番号

一部破損

床上浸水

床下浸水

人
的
被
害

負
傷
者

全　　壊

住
　
　
家
　
　
の
　
　
被
　
　
害

半　　壊

行方不明者

備

考

被 害 総 額

　年　月　日　時　分

　年　月　日　時　分

　年　月　日　時　分

　年　月　日　時　分

災害発生場所

災害発生年月日

災害の種類概況

第２号様式（災害即報・災害確定報告・災害年報）

区　　　　分

対
策
本
部

市
町
村
災
害

用
状
況

助
法
適

災
害
救

第　　　報

(　　 月　 　日 　　時　現在 ・ 確定)

非

住

家

の

被

害 公共建物以外の非住宅

農

産

・

林

産

・

水

産

の

被

害

区　　　　分

死　　　者
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(第 3号様式) 

 

 

 

 

 

 

区分 全  壊 流  出 半  壊 床上浸水 計 

世帯数 世帯数 人員 世帯数 人員 世帯数 人員 世帯数 人員 世帯数 人員 

 １人世帯                     

 ２人 〃                      

 ３人 〃                      

 ４人 〃                      

 ５人 〃                      

 ６人 〃                      

 ７人 〃                      

 ８人 〃                      

 ９人 〃                      

１０人 〃                     

１１人 〃                     

１２人 〃                     

１３人 〃                     

１４人 〃                     

１５人 〃                     

計                     

 

 

 

世帯構成員別被害状況調（中間、決定） 

被 害 状 況 報 告 


